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はじめに 
 
 大阪市立大学大学院創造都市研究科では、教員・院生共同プロジェクトを行っている。
本報告書「看護師の医療情報ニーズと医学・看護図書館および患者図書室の役割と機能に
ついての実態調査報告書 2007」は、2 つのプロジェクトの合同報告である。 
 本報告書は 2 部構成になっており、第 1 部は「看護師の情報収集行動」として、第 1 章
「大学病院看護師の情報収集行動実態調査」は、大学病院看護師の情報収集行動について
明らかにすることを目的に、2 つの大学病院において実態調査を実施し、図書館による研究
を行う看護師への支援の必要性について考察した。実態調査のうち、平成 18 年 9 月に大阪
市立大学附属病院の看護部に依頼して行った「大学病院における看護師の情報収集行動に
ついての実態調査－大阪市立大学附属病院の場合－」のアンケートは資料として添付した。 
 第 2 章「看護師の情報収集行動研究文献レビュー」では、看護師への研究支援における
大学図書館の役割を模索するため、第 1 節：大学図書館における臨床看護研究支援に関連
する看護師養成教育、臨床看護研究における現状について文献レビュー、第 2 節：看護師
の情報行動に関する先行研究の紹介、第 3 節：我が国における看護師養成課程の多様性、
第 4 節：我が国における看護研究の歴史、第 5 節：看護研究の困難さについての看護師か
らの報告の文献レビュー、第 6 節：臨床看護研究支援の取り組みについての看護師や大学
教員による報告を文献レビュー、7 節：EBM（根拠に基づく医療）という考えの流れを受
けた EBN（根拠に基づく看護）における図書館の役割について取り上げている。 
 第 2 部は、「患者図書室の実態と課題・今後」と題し、第 3 章「日本における看護図書室
の実態－事例を中心に－」は、平成 17 年度、18 年度の「公開シンポジウム医療情報を考え
る！Part１」及び「同 Part２」のまとめである。2 回の公開シンポジウムを通じて患者・
市民に対する医療・健康情報の必要性と患者図書室（情報室）の必要性を論じている。 
 第 4 章「患者図書室の課題と今後」では、患者図書室の現状と課題について、主に法律
と政策面から現状を考察し、今後の方向性として、現状を分析し、患者・市民への医療情
報サービスに対する患者図書室と公共図書館との連携について模索した。 
平成 19 年 4 月 1 日実施の医療法改正（平成 18 年 6 月 14 日制定）は、医療を受ける者
による医療に関する適切な選択を支援することを目的として改正された。患者への医療情
報提供の必要性について、政府が法の整備や提言を行っているにも関わらず、病院の設置
母体は、患者図書室の設置には積極的に賛成ではなく、病院機能評価が終わると、患者図
書室を閉鎖する病院すらある。その主な原因は、患者図書室を設置すると、医療訴訟や医
療裁判が増加するという設置者の懸念によるところが大きい。 
がんは日本人の死亡原因の約 31％（病気にかかる率が骨折よりも多いといわれている。）
で、年間 30 万人以上の患者が死亡している。平成 18 年 6 月にはがん対策基本法が制定さ
れた。この法律の成立の背景には、患者の働きかけが大きな力になったと言われている。
がん対策基本法に、がんの医療情報に関する情報の収集の項があり、2006 年 10 月に国立
がんセンターがん対策情報センターが設置された。この中では、一般向け、医療関係者向
け、がん療法連携拠点病院向けの 3 つの情報に分けて提供されている。また、がんを廻る
情報は、新聞をはじめとする各種メディアが毎日のように医療情報についてのニュースを
取り上げ、医療関係の法律、医療情報の公開、十分な情報に基づく患者の自己決定権の保
障、そして「市場の選択」を通じた医療の質の向上も論議され始めている。これを支える
仕組みとして、病院機能評価制度がある。Ver．5（最新版）には、患者、家族または住民
向けの保険・医療・福祉関連の図書を整備し、健康教育や医療に関する情報提供に役立て
ている事例を取りあげ、病院図書室や医学図書館の積極的な関与について初めて触れてい
る。例えば、大学の附属病院においても患者図書室の設置が必要とされてきている。 
こうした環境の変化を背景に大阪における患者図書館の実現を目指し、２年間のまとめ
（3 章）と今後（4 章）について論究した。 
 
最後になりましたが、この報告書の作成にあたりまして、2 つの教員・院生共同プロジェ
クトの指導教員である大阪市立大学大学院創造都市研究科北克一教授と中野秀男教授には、
様々な面でご指導を賜りました。心からお礼申し上げます。 
 
                       
                        2008 年 やよい 
                       大阪市立大学大学院創造都市研究科
医療・看護情報ネットワーク研究会 
代表 杉本 節子 
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看護師の医療情報ニーズと医学・看護図書館および患者図書館の役割と機能に
ついての実態調査等報告書 2007 
 
第１部 看護師の情報収集行動 
 
第 1 章 大学病院看護師の情報収集行動実態調査  
 
志茂 淳子， 杉本 節子 
1.1 序論 
筆者は、医療系大学図書館に勤務し、臨床現場で看護研究を行っている看護師が文献を
求めて図書館を利用している中で、図書館利用や文献検索の意義を把握している看護師が
少ないという実態を経験的事実として認識している。そのため、大学病院看護師の情報収
集行動について明らかにすることを目的に、2 つの大学病院において実態調査を実施し、図
書館による研究を行う看護師への支援の必要性について考察した。 
 
1.2 対象と方法 
2006 年 9 月 12 日から同年 10 月 6 日にかけて、A 大学病院に調査票回収時在籍していた
正規看護職員（長期休暇中の者除く）641 人を対象に質問紙調査を実施した。調査票配布は
看護部に委託し、調査票に趣旨説明を明記し、協力に同意が得られた場合に無記名で回答
し、返信用封筒に入れて直接投函するか部署毎の取りまとめ封筒による回収を依頼した。 
調査項目は、図書館利用状況、図書館サービスの認知度、看護情報収集行動の実際、文献
検索の現状、文献検索講習会参加の有無、研究活動経験等をたずねた。回答が得られたの
は、641 人中 540 人で、回収率は 85％であった。 
 さらに、A 大学病院において行った調査だけでは A 大学病院特有の地域性や施設環境、
組織文化などがバイアスとなることを考慮し、2007 年 9 月 4 日から同年 9 月 20 日にかけ
て、B 大学病院においても同様に調査を行った。回答が得られたのは、500 人中 453 人で、
回収率は 91％であった。この結果を A 大学病院の結果と比較分析し、大学病院における看
護師の情報収集行動について明らかにする。 
 
1.3 結果 
1.3.1 基本データ 
1.3.1.1 学歴 
それぞれのデータを一般学歴で比較したところ、A 大学病院における有効回答数は 515
で欠損値は 25、B 大学病院における有効回答数は 450 で欠損値は 3 であった。A 大学病院
においては、大学院修士課程が 5 人で 1.0％、大学が 36 人で 7.0％、短期大学が 123 人で
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23.9％、中学および高校（準看学校、看護学校など卒含む）が 351 人で 68.1％であった。
B大学病院においては、一般学歴は、大学院修士課程が 6人で 1.3％、大学が 62人で 13.8％、
短期大学が 99 人で 22％、中学および高校（準看学校、看護学校など卒含む）が 283 人で
62.9％であった。本調査では、大学院修士課程および大学卒業者を A 群、短期大学卒業者
を B 群、その他中学･高校卒業者を C 群とした（表 1）。なお、C 群には、専門学歴におけ
る 3 年課程や 2 年課程の看護専門学校など、大学院、大学、短期大学以外の養成課程卒業
者がすべて含まれる。本調査における構成は、日本看護協会による 2001 年看護職員実態調
査１）の一般学歴と比較すると、A 群、B 群の比率が高く、看護師全体の構成とは開きがあ
るが、大学病院における構成としては、他の大学病院看護師を対象とした研究における学
歴別構成は、さらに A 群及び B 群の比率が高いものがあるので、全体と比較すると開きが
あることは妥当であると言える。 
本調査では、看護師の情報収集行動と学歴との関連を明らかにすることを目的に、必要
に応じてこの学歴別比較群を用いて考察する。 
 
表 1 学歴 
  大学院修士課
程 
大学 短期大学 中学･高等学
校 
合計 
A 大学病院 n=515 1.0% 7.0% 23.9% 68.1% 100.0%
B 大学病院 n=450 1.3% 13.8% 22.0% 62.9% 100.0%
 
1.3.1.2 臨床経験年数 
 臨床経験年数は、1 年未満を切り捨てて回答してもらった結果、A 大学病院における平均
は 10.4 年で、最低値は 0 年、最高値は 42 年、最頻値は 2 年、中央値は 8 年であった。B
大学病院においては、平均は 11.2 年で、最低値は 0 年、最高値は 38 年、最頻値は 1 年、
中央値は 9 年であった。臨床経験年数別の割合は、表 2 のとおりであり、日本看護協会に
よる 2001 年看護職員実態調査１）の病院の種類別正職員勤続年数の特定機能病院の数値と 1
年未満と 25 年以上の値において若干割合が高い傾向があったもののほぼ同様であった。 
 
表 2 臨床経験年数 
 1 年未満 
1～4 年
未満 
4～7 年
未満 
7～10 年
未満 
10～15
年未満
15～20
年未満
20～25
年未満 
25 年以
上 
合計 
A 大学病院 
n=513 
6.6% 22.2% 16.2% 11.9% 16.4% 8.2% 6.4% 12.1% 100.0%
B 大学病院 3.1% 19.5% 17.0% 11.0% 18.8% 13.2% 6.5% 11.0% 100.0%
 - 3 - 
n=447 
 
1.3.1.3 職名 
 それぞれの大学病院における職名を尋ねたところ、A 大学病院における有効回答数は 513
で、B 大学病院における有効回答数は 447 であり、部長、副部長、師長、副師長、主任、
主査等役職者の割合は、A 大学病院は 17.8%、B 大学病院は 8.7%であった。 
 
1.3.1.4 口頭発表経験と論文執筆経験 
臨床現場での研究において、院内を含めて口頭発表した回数を尋ねたところ、A 大学病院
における有効回答数は 512 で、B 大学病院における有効回答数は 447 であった。また、臨
床現場での研究において、論文執筆した回数を尋ねたところ、A 大学病院における有効回答
数は 506 で、B 大学病院における有効回答数は 448 であり、結果は表 3,4 のとおりであっ
た。 
それぞれの大学病院における口頭発表経験の割合はほぼ同様であり、約半数以上の看護
師が研究における口頭発表の経験を有していた。一方、論文執筆経験については、口頭発
表経験とは異なり、A 大学病院では約 40% の看護師が論文執筆経験を有しているが、B 大
学病院においてはわずか 15%にすぎなかった。 
 
表 3 口頭発表経験数 
 なし 1 回 2 回 3 回 4 回 5 回 6 回以上 合計 
A 大学病院 
n=512 
45.3% 17.6% 16.6% 8.2% 3.5% 3.3% 5.5% 100.0%
B 大学病院 
n=447 
48.6% 21.9% 15.4% 7.6% 2.7% 1.6% 2.2% 100.0%
 
表 4 論文執筆経験数 
 なし 1 回 2 回 3 回 4 回 5 回 6 回以上 合計 
A 大学病院 
n=506 
59.1% 16.4% 9.5% 7.3% 3.1% 1.6% 3.0% 100.0%
B 大学病院 
n=448 
85.9% 8.3% 3.4% 1.3% 0.7% 0.2% 0.2% 100.0%
 
なお、それぞれの大学病院における論文生産性を、医学中央雑誌を用いて、筆頭著者所
属機関の国公私立別に、2003 年から 2005 年までの 3 年間の総文献数平均値を記事区分ご
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とに集計したところ、表 5 のとおりとなり、これらは設置母体別の平均文献数から逸脱し
た数値ではなかった。口頭発表経験とは、論文の記事区分で考えると「会議録」にあたり、
論文執筆経験は一般的には「原著論文」と考えられるが、医学中央雑誌を用いた 2003 年か
ら2005年における論文生産性の調査からは論文執筆経験に見られる両大学病院の差異は見
受けられなかった。 
 
表 5 論文生産性(文献数) 
    会議録 解説 原著論文 合計 
2003 13 4 4 21
2004 10 2 4 16
2005 10 3 4 17
A 大学病院 
合計 33 9 12 54
2003 7 10 2 19
2004 6 6 5 17
2005 9 4 2 15
B 大学病院 
合計 22 20 9 51
 
1.3.2 情報収集行動 
1.3.2.1 インターネット接続パソコン個人所有率 
 インターネットに接続可能なパソコンの個人での所有について尋ねたところ、所有率は、
A 大学病院においては 70.6%、B 大学病院においては 83.6%であった。臨床経験 3 年以下
の看護師を対象にした阿部らの調査２）と比較することを目的に、臨床経験 3 年以下の回答
に限定すると、それぞれ、62.8%、77.2%とさらに所有率が低下した。本研究と比較し得る、
我が国における看護師の情報収集行動についての計量的調査データは見出せなかった。そ
のため、サンプル数は十分ではないが、参考までに、阿部らの調査２）と比較してみると、
阿部らの調査では、95%であったことを考慮すると、インターネット接続を前提としていな
いことによる差と、地域差があると考えられる。ちなみに、阿部らの調査は首都圏、A 大学
病院は地方都市、B 大学病院は主要大都市である。 
 
1.3.2.2 購読雑誌数 
 個人で購読している雑誌数について、会員となっている学会からの頒布も含めて尋ねた
ところ、A 大学病院における有効回答数は 496 で、B 大学病院における有効回答数は 368
であり、結果は表 6 のとおりであった。 
 約半数の看護師が、個人で雑誌を講読しているということが明らかになった。 
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表 6 購読雑誌タイトル数  
  
A 大学病院 
n=496 
B 大学病院 
n=368 
0 誌 54.2% 43.8%
1 誌 29.0% 37.5%
2 誌 9.7% 11.1%
3 誌 4.9% 4.1%
4 誌以上 2.2% 3.5%
合計 100% 100%
 
1.3.2.3 インターネット利用機器 
 情報検索としてのインターネット利用はどのような機器で行うかを尋ねたところ、A 大学
病院における有効回答数は 535 で、B 大学病院における有効回答数は 453 であり、結果は
表 7 のとおりであった。A 大学病院においては、個人でのパソコン所有率が低かったこと
も回答に影響しているのか、インターネットを利用しないと回答したものが過半数を占め
た。しかしながら、後述する看護や医療に関する情報を入手する手段として、「インターネ
ット」を 64.8%が選択していることを考慮すると、この設問においては、「職場での」イン
ターネット利用に限定して回答している可能性が考えられる。また、B 大学病院においては、
9 割以上がインターネットを利用すると回答しており、個人でのパソコン所有率を上回るこ
とから、職場でのパソコンによるインターネット利用も行われていることが推測できる。 
RCN 調査３）においては、仕事中のインターネット利用について調査しており、回答者の
1/3 以上は、仕事中、研究のために、インターネットにアクセスするには制限があり、およ
そ 5 人に 1 人は、必要なときでも、仕事中にインターネットにアクセスすることは決して
なかったと回答した。 独立事業体においては、必要な時でさえ職場において研究のために
インターネットにアクセスしたことがないと回答した者がおよそ半分にも上った。また、
そのうちの 38%が、全く仕事中にコンピュータにアクセスできないと回答している。イン
ターネットへのアクセスと医学図書館へのアクセスの両方に、組織や地域の違いがあるこ
とを明らかにしている。このことから、本調査においては、勤務中に限定した設問ではな
かったが、地域と組織の違いにより、情報収集行動としてのインターネット利用には差が
あることが考えられ、他の地域や組織でのさらなる調査を行うことが課題となった。 
 
表 7 インターネット利用 
  Ａ大学病院 Ｂ大学病院 
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n=535 n=453 
利用しない 50.8% 5.5% 
パソコンで利用する 48.0% 88.7% 
携帯電話で利用する 5.8% 44.4% 
合計  104.6% 138.6% 
 
1.3.2.4 看護や医療に関する情報が必要となる機会 
 看護や医療に関する情報が必要となる場合について 3 つまで回答可としてたずねたとこ
ろ、A 大学病院における有効回答数は 530 で、B 大学病院における有効回答数は 449 であ
った。「看護･診療における問題解決のため」が最も多く、次いで「専門分野の最新情報を
得るため」で、A 大学病院と B 大学病院では「学会発表のため」以外の項目でほぼ同様の
結果となった。A 大学病院では、「学会や研究会で発表するため」が第 3 位の機会であった
ことが特徴的であり、このことは、学会発表経験では大差がなかったものの論文執筆経験
ではA大学病院の方がB大学病院に比べて高値であったことの裏づけであるとも言えよう。 
 参考までに、阿部らの調査 2）と比較してみると、「テレビや新聞での報道確認」「その他」
以外の項目では同様の結果であり、表 8 に示した。 
 
表 8 情報が必要となる機会 
  
A 大学病院 
n=530 
B 大学病院 
n=449 
阿部論文 
n=20 
特に必要ない 0.2% 1.1% - 
看護･診療における問題解決のため 71.1% 75.3% 70.0% 
専門分野の最新情報を得るため 65.3% 66.8% 65.0% 
専門外分野の知識を得るため 36.8% 39.0% 30.0% 
患者への説明のため 22.1% 27.2% 35.0% 
学会や研究会で発表するため 43.8% 26.9% 35.0% 
論文執筆のため 11.9% 11.1% 15.0% 
テレビや新聞での報道を確認するため 0.9% 0.7% 25.0% 
その他 0.9% 0.9% 25.0% 
 
1.3.2.5 看護や医療に関する情報を入手する手段 
 看護や医療に関する情報をどのようにして入手するかを 3 つまで回答可としてたずねた
ところ、A 大学病院における有効回答数は 531 で、B 大学病院における有効回答数は 450
で、結果は表 9 の通りであった。 
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本調査においては、「インターネット」「購読雑誌」の利用度が高い傾向にあったが、 
Lathey 4）の調査によると、「知人、同僚」「個人所有の図書」が上位を占め、「雑誌」は 5
位、「インターネット」は 8 位のソースであったものの、本調査は、Lathey 4）の調査と同
様に「勤務先の図書館」や「公共図書館」は情報収集の手段としては、さほど優先順位が
高くないことが明らかになった。 
 
表 9 情報を入手する手段 
 
A 大学病院 
n=531 
B 大学病院 
n=450 
阿部論文 
n=20 
特に入手しない 3.0% 3.6% - 
方法がない 1.3% 1.3% 10.0%  
知人･同僚 38.6% 38.7% 35.0%  
購読雑誌   59.5% 65.6% - 
インターネット 64.8% 66.9% 65.0%  
勤務先の図書館 39.5% 34.0% 60.0%  
公共図書館  10.0% 4.0% 5.0%  
業者 5.5% 5.1% - 
その他 5.5% 8.0% 15.0%  
 
1.3.2.6 看護や医療に関する情報を入手するメディア 
看護や医療に関する情報をどのようなメディアを用いて入手するかを 3 つまで回答可と
してたずねたところ、A 大学病院における有効回答数は 530 で、B 大学病院における有効
回答数は 449 で、結果は表 10 の通りであった。 
この結果は、前項と重複する項目もあり、看護師にとっては「雑誌」が重要な情報源で
あるということがわかる。また、Lathey 4）の調査と同様に、「文献データベース」は情報源
としてあまり利用されていないあるいは認識されていないという実態が明らかになった。
一方、阿部らの大学卒業者を対象とした調査 2）では、「文献データベース」が情報入手メデ
ィアとして適度に認識されていることとは差があり、学歴や文献検索に関する講習会受講
の有無が要因として存在することが推測できよう。 
 
表 10 情報を入手するメディア 
  
A 大学病院 
n=530 
B 大学病院 
n=449 
阿部論文 
n=20 
特に入手しない 2.1% 2.4% - 
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知人･同僚 26.6% 36.5% 45.0%  
雑誌 74.3% 78.0% 80.0%  
図書 32.1% 35.9% 45.0%  
インターネット 53.2% 55.5% 70.0%  
テレビ･ラジオ･新聞 18.9% 14.7% 40.0%  
学会や研修会 35.7% 27.8% 65.0%  
文献データベース 5.7% 6.0% 35.0%  
その他 0.2% 1.1% 20.0%  
 
1.3.2.7 看護や医療に関する情報入手時困難要因 
 看護や医療に関する情報を入手したいときに困ることについて、3 つまで回答可として尋
ねたところ、A 大学病院における有効回答数は 523 で、B 大学病院における有効回答数は
447 であり、結果は表 11 のとおりであった。 
 情報入手手段や情報入手メディアとしては、インターネットが比較的高値であったが、
情報入手のときに困ることとして、図書館の使いにくさを挙げているものが半数近くを占
め、インターネット利用による情報入手では「的確な情報が得られない」「時間がかかりす
ぎる」ため、図書館に対するニーズが発生していると考えられる。 
 
表 11 情報入手時困難要因 
  
A 大学病院 
n=523 
B 大学病院 
n=447 
阿部論文
n=20 
特にない 9.0% 11.9% - 
図書館が使いにくい 46.8% 44.3% 45.0% 
的確な情報が得られない 47.4% 48.1% 75.0% 
費用がかかりすぎる 30.2% 25.3% 10.0% 
時間がかかりすぎる 40.9% 31.8% 30.0% 
方法がわからない 21.8% 23.3% - 
その他 1.5% 3.6% 20.0% 
 
1.3.2.8 看護や医療に関する情報入手におけるニーズ 
看護や医療に関する情報入手のためにあれば良いと思うものについて、複数回答可とし
て尋ねたところ、A 大学病院における有効回答数は 519 で、B 大学病院における有効回答
数は 438 であり、結果は表 12 のとおりであった。 
 この結果は、看護師の臨床看護研究における困難要因とも関連しており、「身近な場所に
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ある医学･看護図書館」に対するニーズが高く、それに加えて、「コンサルタントサービス」
や「代行サービス」のようなソフト面での支援の必要性を示唆している。 
 A 大学病院における、「その他」の自由回答には、図書館の立地に関するものが 1 件、図
書館の開館時間に関するものが 5 件、職場のインターネット利用環境に関するものが 1 件
であった。 
 
表 12 情報入手におけるニーズ 
  
A 大学病院 
n=519 
B 大学病院 
n=438 
阿部論文 
n=20 
特にない 6.0% 12.3% - 
身近な場所にある利用可能な医学･看護図書館 67.4% 56.2% 75.0%  
情報検索･文献入手のための講習会 25.8% 18.3% 30.0%  
情報に関する相談ができるコンサルタントサービス 47.6% 40.6% 45.0%  
情報検索･文献入手の代行サービス 48.9% 44.5% 25.0%  
その他 1.9% 4.1% 10.0%  
 
1.3.2.9 まとめ 
約半数の看護師が、個人で雑誌を講読しており、7 割以上の看護師が個人でインターネッ
トに接続できるパソコンを所有していた。看護師は、「看護･診療における問題解決のため」
や「専門分野の最新情報を得るため」に、情報入手手段や情報入手メディアとしては、「イ
ンターネット」や「購読雑誌」を利用して情報収集を行っているが、「勤務先の図書館」や
「公共図書館」、「文献データベース」はあまり利用されていないあるいは認識されていな
いという実態が明らかになった。しかしながら、情報入手のときに困ることとして、図書
館の使いにくさを挙げているものが半数近くを占め、インターネット利用による情報入手
では「的確な情報が得られない」「時間がかかりすぎる」ため、図書館に対するニーズが発
生していると考えられる。「身近な場所にある医学･看護図書館」に対するニーズが高く、
それに加えて、「コンサルタントサービス」や「代行サービス」のようなソフト面での支援
の必要性を示唆している。 
 
1.3.3 図書館利用 
1.3.3.1 図書館利用状況 
当該大学の図書館をどのように利用しているか、複数回答可として尋ねたところ、A 大学
病院における有効回答数は 527 で、B 大学病院における有効回答数は 448 であり、結果は
表 13 のとおりであった。 
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 所属する大学図書館の利用について複数回答可として尋ねた。A 大学病院の大学図書館の
状況は、医学図書館は附属病院から約 50 メートルの距離にあり、看護図書館は約 1 キロメ
ートルの距離に立地している。看護師の図書館利用は基本的に勤務時間外に行われており、
A 大学病院の看護図書館の利用は自動車等の公共交通機関以外での来館が多い。医学図書館
は主に医学に関する資料に特化して収集しており、看護に関する蔵書は、看護部から移管
された図書と約 10 タイトルの和雑誌のみである。対して看護図書館は、独立して、看護に
関する図書や雑誌を網羅的に収集し、看護の周辺領域である心理学、教育学、社会学の図
書に加え、医学書も積極的に収集し、看護学生や附属病院看護師への利用者教育も実施し
ている。一方、B 大学病院の大学図書館の状況は、附属病院から電車を利用して約 20 分程
度のところに中央図書館があり、医学図書館と看護図書館は、附属病院と同じキャンパス
内に別々に存在し、附属病院からの距離はそれぞれ同程度である。看護図書館は、医学図
書館の分室として、資料の組織化、相互貸借、利用者教育などは全て医学図書館が管理、
運営しており、非常勤職員により閲覧サービスが実施されている。 
 いずれの大学病院においても、図書館ホームページを利用しているものは少なく、約 4
割の看護師が図書館を利用していなかった。A 大学病院においては、立地的に利用しやすい
医学図書館の利用が最も多く、次いで看護図書館の利用が多かった。B 大学病院においては、
他の学内図書館と比較して、人員、蔵書数の点では貧弱と思われる看護図書館の利用が最
も多く、同一キャンパス内の医学図書館や地理的に離れている中央図書館の利用は看護図
書館と比較して少なかった。このことから、看護師の図書館利用においては、「立地」「主
題」の順で利用する図書館の選択に影響していると考えられ、図書館を利用しない要因も
含めて、インタビューなどによる質的な調査の必要性が課題と言えよう。 
  
表 13 図書館利用状況 
  
A 大学病院 
n=527 
B 大学病院 
n=448 
利用なし 35.1% 41.5%
医学図書館利用 47.2% 31.7%
看護図書館利用 42.3% 42.2%
本館利用 - 25.0%
医学図書館 HP 利用 9.5% 8.3%
看護図書館 HP 利用 6.1% - 
本館 HP 利用 - 6.5%
電話 1.3% 0.0%
その他 0.2% 0.0%
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4.2.3.2 図書館サービス認知度 
 図書館のサービスについて知っているものを、複数回答可として尋ねたところ、A 大学病
院における有効回答数は 509 で、B 大学病院における有効回答数は 434 であり、結果は表
14 のとおりであった。 
 図書館のサービスとしては一般的である「貸出」と「複写」についての認知度は高かっ
たが、研究のための現物入手には必要であろう「相互貸借」や文献を他の学内図書館から
取り寄せる「学内搬送」、「レファレンス」については、図書館サービスとして全体に認知
されていなかった。 
 
表 14 図書館サービス認知度 
  
A 大学病院 
n=509 
B 大学病院 
n=434 
貸出 92.3% 95.4%
複写 83.7% 79.7%
レファレンス 24.4% 12.0%
相互貸借 52.1% 44.7%
学内搬送 18.9% 34.6%
 
1.3.3.3 文献検索ツール利用経験 
 文献検索で利用したことのあるツールについて、複数回答可として尋ねたところ、A 大学
病院における有効回答数は 511 で、B 大学病院における有効回答数は 444 であり、結果は
表 15 のとおりであった。 
文献検索のためのツールとしては、医学中央雑誌の利用が最も多かった。その他のデー
タベースは利用が限られており、文献検索をしたことがないと回答したものは 2 割程度に
及んだ。 
利用経験のある文献検索ツールについては、柴田ら 5)による複数の病院看護師を対象とし
た 1999 年の報告があるが、当時は医学中央雑誌が CD-ROM 版であり看護雑誌の収録タイ
トル数が少なかったためか、上位から「日本看護関係文献集」「利用経験なし」「最新看護
索引」「医学中央雑誌」の順であった。また、複数の病院を対象に調査を行ったため、病院
による偏りがあった。さらに、今田 6）による 2005 年発表の調査では、本調査と同様、大学
病院という一定の環境におけるインターネット時代の文献検索ツール利用経験を調査して
いる。今田の調査結果では、「医学中央雑誌」が 44.7%、「日本看護関係文献集」が 28.7%、
「最新看護索引」が 16.7%であり、「その他のデータベースはあまり使われていなかった」
ということである。今回の調査では、「日本看護関係文献集」は 1996 年までの発行で収録
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年が古いため、最新の文献を系統的に検索することができないという理由で選択肢として
設けなかったが、その他の自由回答にもあがることはなかった。今田の調査と本調査を比
較すると、大学病院というフィールドが一致しており、一般学歴の分布もほぼ同様である。
しかしながら利用経験のあるツールに大きな違いがあったのは、臨床現場である大学病院
において看護師が利用できる図書館の、文献検索ツール整備状況と情報リテラシー教育の
内容、あるいは、基礎教育機関の図書館のそれが、利用する文献検索ツールに影響を与え
ていると考えられる。このことは、阿部ら 2)の卒業生を対象に行った情報探索についての調
査において、在学時（調査の約 3 年前）に実施した情報リテラシー教育について文献検索
ツールの認識をたずねたところ、約半数が内容を覚えていると回答したという結果からも
言える。 
 
表 15 文献検索ツール利用経験 
  
A 大学病院 
n=511 
B 大学病院 
n=444 
検索経験なし 15.3%  23.9% 
医学中央雑誌 81.6%  69.4% 
最新看護索引 21.1%  18.2% 
MEDLINE 14.5%  11.5% 
CINAHL 4.3%  5.9% 
雑誌記事索引 13.1%  14.4% 
CiNii 0.2%  1.1% 
その他 1.4%  0.9% 
 
1.3.3.4 文献検索時困難要因 
文献検索のときに困ることについて、複数回答可として尋ねたところ、A 大学病院におけ
る有効回答数は 514 で、B 大学病院における有効回答数は 437 であり、結果は表 16 のとお
りであった。 
この結果を見ると、看護師は文献検索時に困難さを感じていることがわかる。「利用する
ツールがわからない」、「データベース等の操作法がわからない」といった形式知よりも、「適
切なキーワードがわからない」、「必要な文献にヒットしない」のような暗黙知の習得に困
難さを感じており、ソフト面での支援の必要性が示唆された。 
A 大学病院におけるその他の回答は 9 件で、文献検索ツールについての不満を除くと、6
件が「文献検索をしたことがないからわからない」という自由記述であった。B 大学病院に
おけるその他の回答は 3 件で、1 件は図書館の開館時間に対する不満で、2 件は具体的な記
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述がなかった。 
 
表 16 文献検索時困難要因 
  A 大学病院 n=514 B 大学病院 n=437 
特にない 9.9% 13.5%  
利用するツールがわからない 41.8% 45.1%  
データベース等の操作法がわからない 32.3% 28.6%  
適切なキーワードがわからない 51.4% 39.6%  
必要な文献にヒットしない 61.9% 57.4%  
その他 1.8% 0.7%  
 
1.3.3.5 大学図書館実施文献検索講習会参加経験とその効果 
当該大学の図書館が実施した文献検索についての講習会参加経験を尋ねたところ、A 大学
病院における有効回答数は 521 で、B 大学病院における有効回答数は 450 であり、結果は
表 17 のとおりであった。さらに、この講習会について、役に立ったと思うか尋ねたところ、
結果は表 18 のとおりであった。 
これらは、それぞれの大学病院における講習会の位置付けや対象者の範囲、内容や時間
等が同一のものではないため、比較することは困難であるが、大学図書館による看護師対
象の文献検索講習会の効果は、看護師にとっても概ね有益であると認識されていることを
表している。 
 
表 17 大学図書館実施文献検索講習会参加経験 
  
A 大学病院 
n=521 
B 大学病院 
n=450 
参加した 16.1% 20.7%
参加しなかった 83.9% 79.3%
合計 100.0% 100.0%
 
表 18 大学図書館実施文献検索講習会効果 
  
A 大学病院 
n=73 
B 大学病院 
n=84 
とてもそう思う 42.5% 9.5%
まあそう思う 49.3% 52.4%
どちらともいえない 6.8% 22.6%
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あまりそう思わない 1.4% 14.3%
全くそう思わない 0.0% 1.2%
 合計 100.0% 100.0%
 
1.3.3.6 文献検索講習受講経験 
これまでの文献検索に関する講習の受講経験を尋ねたところ、A 大学病院における有効回
答数は 517 で、B 大学病院における有効回答数は 449 であり、結果は表 19 のとおりであっ
た。 
 この結果から、大学病院看護師の約半数が、文献検索に関する教育を受けた経験がない
ことが明らかになった。 
 
表 19 文献検索講習会受講経験 
  
A 大学病院 
n=517 
B 大学病院 
n=449 
なし 55.7% 50.6%  
大学･看護学校等の授業で受けた  21.3% 29.8%  
大学・看護学校等の図書館で受けた 8.3% 10.2%  
病院図書室の講習会や院内研修で受けた 9.3% 13.4%  
院外研修で受けた 12.8% 6.7%  
その他 2.7% 1.3%  
 
1.3.3.7 まとめ 
約 4 割の看護師が、所属する大学の図書館を利用しておらず、図書館ホームページを利
用しているものは少なかった。看護師の図書館利用においては、「立地」「主題」の順で利
用する図書館の選択に影響していると考えられ、図書館を利用しない要因も含めて、イン
タビューなどによる質的な調査の必要性が課題となった。 
図書館のサービスとしては一般的である「貸出」と「複写」についての認知度は高かっ
たが、研究のための現物入手には必要であろう「相互貸借」や文献を他の学内図書館から
取り寄せる「学内搬送」、「レファレンス」については、図書館サービスとして全体に認知
されていなかった。文献検索のためのツールとしては、医学中央雑誌の利用が最も多く、
文献検索をしたことがないと回答したものは 2 割程度に及んだ。看護師は文献検索時には、
形式知よりも暗黙知の習得に困難さを感じており、ソフト面での支援の必要性が示唆され
た。大学病院看護師の約半数が、文献検索に関する教育を受けた経験がないことが明らか
になり、加えて、所属している大学図書館による看護師対象の文献検索講習会の有益性が
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認識されていた。 
 
1.3.4 学歴との関連 
 学歴と、情報収集行動との関連について明らかにすることを目的に、看護師の一般学歴
を大学院修士課程および大学卒業者を A 群、短期大学卒業者を B 群、その他中学･高校卒
業者を C 群として検証した。なお、C 群には、専門学歴における 3 年課程や 2 年課程の看
護専門学校など、大学院、大学、短期大学以外の養成課程卒業者がすべて含まれる。表 20
に示した。 
それぞれの大学病院において、学歴と職名、臨床経験年数とのクロス集計を行った結果、
表 21 から表 24 の通りとなり、A 群および B 群の構成員は、主に、臨床経験年数 7 年未満
で役職を持たない看護師に該当した。 
 
表 20 学歴別分析用区分 
  A 群（大学院･大学） B 群（短期大学） C 群（中学･高等学校） 合計 
A 大学病院 n=515 8.0% 23.9% 68.1% 100.0%
B 大学病院 n=450 15.1% 21.0% 62.9% 100.0%
 
表 21 A 大学病院職名別学歴 
  
部長･副部長
(n=5) 
師長・副師
長・主任
(n=86) 
看護師・副主
査(n=387) 
准看護師
(n=27) 
その他(n=3) 合計(n=508) 
Ａ群(n=41)   8.1% 8.5% 3.7%   8.1% 
Ｂ群(n=123) 40.0%    31.3%     24.2% 
Ｃ群(n=344) 60.0%  91.9% 60.2% 96.3% 100.0%  67.7% 
合計(n=508) 100.0%  100.0% 100.0% 100.0% 100.0%  100.0% 
 
表 22 B 大学病院職名別学歴 
  
部長・副部長
(n=9) 
主査・師長
(n=30) 
助産師・看護
師(n=396) 
その他(n=12) 合計(n=447) 
Ａ群(n=68) 22.2%  6.7% 15.9% 8.3%  15.2%  
Ｂ群(n=99) 22.2%    24.0% 16.7%  22.1%  
Ｃ群(n=280) 55.6%  93.3% 60.1% 75.0%  62.6%  
合計(n=447) 100.0%  100.0% 100.0% 100.0%  100.0%  
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表 23 A 大学病院臨床経験年数別学歴 
 
1 年未満
(n=34) 
1 年以上 4
年未満
(n=113) 
4 年以上
7 年未満
(n=83) 
7 年以上
10 年未
満(n=61)
10 年以
上 15 年
未満
(n=84) 
15 年以
上 20 年
未満
(n=42) 
20 年以
上 25 年
未満
(n=32) 
25 年以
上(n=60) 
合計
(n=509) 
Ａ群(n=41) 17.6% 8.8% 12.0% 4.9% 1.2% 14.3% 12.5% 1.7% 8.1% 
Ｂ群(n=123) 35.3% 51.3% 49.4% 13.1% 4.8%    24.2% 
Ｃ群(n=345) 47.1% 39.8% 38.6% 82.0% 94.0% 85.7% 87.5% 98.3% 67.8% 
合計(n=509) 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 
 
表 24 B 大学病院臨床経験年数別学歴 
 
1 年未満
(n=14) 
1 年以上
4 年未満
(n=87) 
4 年以上
7 年未満
(n=76) 
7 年以上
10 年未
満(n=49)
10 年以
上 15 年
未満
(n=84) 
15 年以
上 20 年
未満
(n=59) 
20 年以
上 25 年
未満
(n=29) 
25 年以
上(n=49) 
合計
(n=447) 
Ａ群(n=68) 35.7%  28.7%  22.4% 12.2% 4.8% 8.5% 6.9%  8.2%  15.2% 
Ｂ群(n=99) 28.6%  41.4%  50.0% 12.2% 10.7% 5.1% 3.4%  4.1%  22.1% 
Ｃ群(n=280) 35.7%  29.9%  27.6% 75.5% 84.5% 86.4% 89.7%  87.8%  62.6% 
合計(n=447) 100.0%  100.0%  100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%  100.0%  100.0% 
 
1.3.4.1 学歴と情報入手 
 看護師の図書館利用や文献検索において困難と感じる背景要因と考えられる学歴と、情
報入手行動との関係を検証した。 
 
1.3.4.1.1 学歴別情報入手手段 
 看護や医療に関する情報をどのようにして入手するかについて、学歴区分によって分析
した。A 大学病院における有効回答総数は 531 件、ただし、今回の学歴区分による分析観
点からの有効回答数は 512 件であった。また、B 大学病院における有効回答総数は 449 件、
ただし、今回の学歴区分による分析観点からの有効回答数は 448 件であった。それぞれの
結果は表 25 と表 26 のとおりであった。 
 情報を入手する手段として勤務先の図書館と回答した割合は、C 群に対して A 群および
B 群において高値であった。インターネットと回答した割合は、B 群および C 群に対して
A 群において高値であり、学歴に関わらず、第一位の手段として挙げられた。 
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表 25 A 大学病院学歴別情報入手手段 
  方法なし 知人 購読雑誌 インター
ネット 
図書館 公共図書
館 
業者 その他 
A 群(n=41) 0.0% 36.6% 63.4% 82.9% 48.8% 12.2% 9.8% 2.4%
B 群(n=123) 0.0% 35.8% 52.0% 61.0% 58.5% 8.1% 0.8% 4.1%
C 群(n=348) 2.0% 39.9% 60.9% 65.2% 32.8% 10.6% 6.0% 6.6%
全体(n=512) 1.4% 38.7% 59.0% 65.6% 40.2% 10.2% 5.1% 5.7%
 
表 26 B 大学病院学歴別情報入手手段 
  方法なし 知人 購読雑誌 インターネ
ット 
図書館 公共図書
館 
業者 その他 
A 群(n=68) 1.5% 39.7% 66.2% 77.9% 45.6% 2.9% 0.0% 5.9%
B 群(n=99) 1.0% 46.5% 51.5% 67.7% 45.5% 5.1% 0.0% 8.1%
C 群(n=282) 1.4% 35.5% 70.2% 64.2% 27.0% 3.9% 8.2% 8.5%
全体(n=449) 1.3% 38.5% 65.5% 67.0% 33.9% 4.0% 5.1% 8.0%
 
1.3.4.1.2 学歴別情報入手メディア 
 看護や医療に関する情報をどのようなメディアを用いて入手するかについて、学歴区分
によって分析した。A 大学病院における有効回答総数は 530 件、ただし、今回の学歴区分
による分析観点からの有効回答数は 511 件であった。また、B 大学病院における有効回答
総数は 449 件、ただし、今回の学歴区分による分析観点からの有効回答数は 448 件であっ
た。それぞれの結果は表 27 と表 28 のとおりであった。 
情報を入手するメディアとして図書と回答した割合は、C 群に対して A 群および B 群に
おいて高値であった。学会や研修会と回答した割合は、B 群に対して A 群および C 群にお
いて高値であり、年齢や臨床経験年数、研究実績との関連が推測された。第一位のメディ
アは「購読雑誌」であり、次いで「インターネット」が挙げられた。「文献データベース」
は重要なメディアとして認識されていなかったが、学歴によって A 群、B 群、C 群の順に
若干高値であった。 
 
表 27 A 大学病院学歴別情報入手メディア 
  なし 知人 購読雑誌 図書 インター
ネット 
テレビ 学会 文献デー
タベース 
その他 
A 群(n=41) 0.0% 19.5% 68.3% 46.3% 78.0% 17.1% 36.6% 7.3% 0.0%
B 群(n=123) 0.0% 25.2% 74.0% 55.3% 55.3% 18.7% 18.7% 6.5% 0.0%
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C 群(n=347) 2.6% 27.4% 75.5% 23.3% 50.7% 18.7% 41.8% 4.9% 0.3%
全体(n=511) 1.8% 26.2% 74.6% 32.9% 54.0% 18.6% 35.8% 5.5% 0.2%
 
表 28 B 大学病院学歴別情報入手メディア 
 
1.3.4.1.3 学歴別情報入手時困難要因 
看護や医療に関する情報を入手する時に困ることについて、学歴区分によって分析した。
A 大学病院における有効回答総数は 523 件、ただし、今回の学歴区分による分析観点から
の有効回答数は 504 件であった。また、B 大学病院における有効回答総数は 447 件、ただ
し、今回の学歴区分による分析観点からの有効回答数は 446 件であった。それぞれの結果
は表 29 と表 30 のとおりであった。 
いずれの大学病院においても、「図書館が使いにくい」、「的確な情報が得られない」とい
う要因が挙げられており、学歴による違いは見出せなかった。「方法がわからない」という
回答については、学歴に応じて A 群、B 群、C 群の順に若干高値であった。 
 
表 29 A 大学病院学歴別情報入手時困難要因 
  困難なし 図書館 的確さ 費用 時間 方法無知 その他 
A 群(n=41) 9.8% 51.2% 43.9% 36.6% 51.2% 19.5% 0.0% 
B 群(n=121) 9.9% 36.4% 52.9% 24.0% 39.7% 20.7% 2.5% 
C 群(n=342) 8.2% 50.3% 46.2% 31.6% 31.6% 23.1% 1.5% 
全体(n=504) 8.7% 47.0% 47.6% 30.2% 35.1% 22.2% 1.6% 
 
表 30 B 大学病院学歴別情報入手時困難要因 
  困難なし 図書館 的確さ 費用 時間 方法無知 その他 
A 群(n=68) 11.8% 54.4% 47.1% 26.5% 33.8% 19.1% 2.9% 
B 群(n=99) 12.1% 46.5% 47.5% 24.2% 29.3% 20.2% 5.1% 
C 群(n=279) 11.8% 41.2% 48.4% 25.1% 31.9% 25.4% 3.2% 
  なし 知人 購読雑誌 図書 インター
ネット 
テレビ 学会 文献デー
タベース
その他 
A 群(n=68) 1.5% 35.3% 83.8% 41.2% 63.2% 10.3% 27.9% 10.3% 0.0%
B 群(n=99) 1.0% 42.4% 74.7% 47.5% 61.6% 16.2% 12.1% 7.1% 0.0%
C 群(n=281) 3.2% 34.5% 77.6% 30.6% 51.2% 15.3% 33.5% 4.6% 1.8%
全体(n=448) 2.5% 36.4% 77.9% 35.9% 55.4% 14.7% 27.9% 6.0% 1.1%
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全体(n=446) 11.9% 44.4% 48.0% 25.1% 31.6% 23.3% 3.6% 
 
1.3.4.1.4 学歴別情報入手時ニーズ 
看護や医療に関する情報入手のためにあればよいと思うものについて、学歴区分によっ
て分析した。A 大学病院における有効回答総数は 519 件、ただし、今回の学歴区分による
分析観点からの有効回答数は 500 件であった。また、B 大学病院における有効回答総数は
438 件、ただし、今回の学歴区分による分析観点からの有効回答数は 437 件であった。そ
れぞれの結果は表 31 と表 32 のとおりであった。 
いずれにおいても、図書館に対するニーズは高く、現状の立地やサービスには満足して
いないことを示している。また、学歴による大きな差は認められなかったが、C 群において
は、A 群および B 群と比較して、「講習会」や「代行サービス」に対するニーズが若干高く、
自立して情報を入手できる状況にない可能性が示唆された。 
 
表 31 A 大学病院学歴別情報入手ニーズ 
  特になし 身近な図
書館 
講習会 コンサル
タント 
代行 その他 
A 群(n=40) 2.5% 62.5% 12.5% 52.5% 47.5% 10.0% 
B 群(n=121) 9.1% 61.2% 14.0% 38.0% 43.0% 1.7% 
C 群(n=339) 4.4% 70.8% 31.6% 51.6% 52.5% 1.2% 
全体(n=500) 5.4% 67.8% 25.8% 48.4% 49.8% 2.0% 
 
表 32 B 大学病院学歴別情報入手ニーズ 
  特になし 身近な図
書館 
講習会 コンサル
タント 
代行 その他 
A 群(n=65) 12.3% 58.5% 18.5% 41.5% 36.9% 6.2% 
B 群(n=96) 12.5% 62.5% 12.5% 34.4% 37.5% 5.2% 
C 群(n=276) 12.3% 53.6% 20.3% 42.4% 48.9% 3.3% 
全体(n=437) 12.4% 56.3% 18.3% 40.5% 44.6% 4.1% 
 
1.3.4.1.5 まとめと考察 
情報を入手する手段として勤務先の図書館と回答した割合は、看護基礎教育が高等教育
であった A 群および B 群において高値であったが、学歴に関わらず、第一位の手段として
は「インターネット」が挙げられた。情報を入手するメディアについては、「購読雑誌」「イ
ンターネット」が高値であり、「文献データベース」は重要なメディアとして認識されてい
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なかったが、学歴によって A 群、B 群、C 群の順に若干高値であった。しかしながら、情
報入手の困難要因としては、「図書館が使いにくい」、「的確な情報が得られない」という要
因が挙げられており、学歴による違いは見出せなかった。さらに、情報入手のための図書
館に対するニーズは高く、図書館の現状の立地やサービスには満足していないことを示し、
C 群においては、A 群および B 群と比較して、「講習会」や「代行サービス」に対するニー
ズが若干高く、自立して情報を入手できていない状況が示唆された。 
以上のような状況を考察すると、看護師の情報入手行動においては、学歴よりもむしろ
情報入手環境が影響を与えており、図書館の立地や開館時間などのサービス状況や情報ア
クセス環境によって困難要因として「図書館の使いにくさ」が上位に位置づけられ、情報
入手の効率性にも影響を及ぼしていると考えられる。その結果、「身近にある利用可能な医
学･看護図書館」というハード面の環境に加え、「コンサルタントサービス」や「代行サー
ビス」というソフト面での支援が必要とされている。これらは、学歴に応じてその程度に
違いがあるものの、看護師にとっては普遍的な現状であると言えよう。これらのハード面
の環境をクリアするような図書館サービスの必要性が考えられるべきである。 
 
1.3.4.2 学歴と図書館利用 
 看護師の図書館利用や文献検索において困難と感じる背景要因と考えられる学歴と、臨
床現場における図書館利用や図書館サービスとの関係を検証した。 
 
1.3.4.2.1 学歴別図書館利用状況 
A 大学病院における有効回答総数は 527 件、ただし、今回の学歴区分による分析観点か
らの有効回答数は 504 件であった。また、B 大学病院における有効回答総数は 448 件、た
だし、今回の学歴区分による分析観点からの有効回答数は 433 件であった。所属する大学
の図書館の来館利用について分析した結果は表 33 と表 34 のとおりであった。 
大学病院における大学図書館の環境は、それぞれの立地や開館時間、蔵書構成等により
異なるため、A 大学病院と B 大学病院を比較することは困難であるが、図書館を利用して
いないと回答したものが C 群で高値を示していることから、看護基礎教育における図書館
の整備状況が看護師の図書館利用や情報収集行動に影響を与えていると考えられよう。ま
た、A 大学病院を個別に見ると、全体としては立地的に利用しやすい医学図書館の利用割合
が高く、看護図書館の利用はそれよりも下回っているが、学歴別に見ると、B 群が A 群お
よび C 群と比較して看護図書館の利用が高値で、図書館を利用していないという回答が C
群や A 群に比べて B 群は低い。このことにより、B 群の対象者の相当数が当該大学の短期
大学部出身者であることが推測できる。つまり、図書館の利用方法や蔵書構成を理解して
いることにより、看護図書館が効果的であることを理解している。したがって、図書館利
用の動機は、立地による利用の便だけではなく、図書館の主題における特性を知っている
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ということが、看護師に図書館を来館利用するという情報収集行動に至らせる要因である
ということが示唆された。 
 
表 33 A 大学病院学歴別図書館利用状況 
図書館利用あり 
 
医学 看護 
利用なし 
A 群(n=41) 61.0% 39.0% 22.0%
B 群(n=123) 51.2% 75.6% 16.3%
C 群(n=340) 45.6% 32.4% 40.9%
全体(n=504) 48.2% 43.5% 33.3%
 
表 34 B 大学病院学歴別図書館利用状況 
図書館利用あり 
 
本館 医学 看護 
利用なし 
A 群(n=68) 23.5% 45.6% 52.9% 33.8%
B 群(n=97) 13.4% 38.1% 53.6% 37.1%
C 群(n=268) 29.1% 26.5% 35.4% 44.0%
全体(n=433) 25.0% 31.7% 42.2% 41.5%
 
1.3.4.2.2 学歴別図書館サービス認知度 
 看護研究を行う上で利用すべき 5 つの図書館サービスについて知っているものをたずね
た。A 大学病院における有効回答総数は 525 件、ただし、今回の学歴区分による分析観点
からの有効回答数は 505 件であった。また、B 大学病院における有効回答総数は 434 件、
ただし、今回の学歴区分による分析観点からの有効回答数は 432 件であった。結果は表 35
と表 36 の通りであった。 
全体的に A 群、B 群、C 群の順に全てのサービスの認知度が低くなっている。このこと
は、看護師の情報の必要度や図書館利用の経験が要因となっていると考えるが、看護基礎
教育における図書館利用や情報リテラシー教育の経験も根底にあると考えられる。例えば、
看護学校等の看護師養成所は、著作権法施行令第 1 条の 3 に指定される図書館には該当し
ないため、著作権法第 31 条による資料の複写や相互貸借（受付）は原則として認められて
いない。また、養成所には、｢保健師助産師看護師法｣の「看護師学校養成所指定規則｣によ
り図書室の整備は求められているが、司書の配置については義務付けられていない上に実
態が報告されておらず、日本看護図書館協会の実態調査 7)からは、短期大学や大学と比較す
ると極端に低いことがうかがえる。その結果として、相互貸借やレファレンスについての
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認知度が低くなっているのであろう。その上で、このような状況に対して、調査対象機関
の大学図書館においては、図書館サービスについての広報活動や情報リテラシー教育の不
十分さが浮き彫りとなり、その必要性が示唆された。 
 
表 35 A 大学病院学歴別図書館サービス認知度 
 貸出 複写 相談 相互貸借 ﾃﾞﾘﾊﾞﾘｰ 
A 群(n=41) 100% 87.8% 36.6% 65.9% 26.8% 
B 群(n=123) 95.9% 86.2% 30.1% 61.8% 20.3% 
C 群(n=341) 86.5% 79.2% 19.4% 46.0% 16.1% 
全体(n=505) 89.5% 81.1% 23.6% 50.5% 18.3% 
 
表 36 B 大学病院学歴別図書館サービス認知度 
  貸出 複写 相談 相互貸借 ﾃﾞﾘﾊﾞﾘｰ 
A 群(n=68) 98.5% 86.8% 22.1% 58.8% 41.2% 
B 群(n=97) 99.0% 80.4% 10.3% 40.2% 34.0% 
C 群(n=267) 88.8% 73.4% 9.7% 40.1% 31.5% 
全体(n=432) 92.6% 77.1% 11.8% 43.1% 33.6% 
 
1.3.4.2.3 学歴別文献検索ツール利用経験 
 文献検索ツールとして利用したことのあるものについて学歴別に分析した。A 大学病院に
おける有効回答総数は 511 件、ただし、今回の学歴区分による分析観点からの有効回答数
は 494 件であった。また、B 大学病院における有効回答総数は 444 件、ただし、今回の学
歴区分による分析観点からの有効回答数は 430 件であった。結果は表 37 と表 38 の通りで
あった。 
 いずれの病院においても「医学中央雑誌」が最も利用されており、A 群、B 群、C 群の順
に利用経験が低くなっている。また、A 群の「MEDLINE（Pubmed 含む）」や「CINAHL」
のような海外文献データベースの利用経験が他群に比べて高いことは、大学教育における
情報リテラシー教育の内容が背景にあるこが考えられる。また、「最新看護索引」の利用が
C 群で比較的高いということには、冊子体であり、看護専門学校においても整備しやすいと
いうことから、前述のように看護基礎教育機関における図書館の整備状況と利用する文献
検索ツールとの関連が示唆された。さらに、「文献検索をしたことがない」と回答したもの
が A 群と B 群に比べて C 群において高いことから、文献検索の経験の有無と学歴との関連
性が示唆された。 
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表 37 A 大学病院学歴別文献検索ツール利用経験 
 医中誌 看護索引 MEDLINE CINAHL 雑誌索引 なし 
A 群(n=40) 97.5% 22.5% 45.0% 20.0% 12.5% 2.5% 
B 群(n=122) 94.3% 8.2% 8.2% 0.0% 4.9% 5.7% 
C 群(n=332) 76.5% 25.9% 13.0% 3.9% 16.0% 19.3% 
全体(n=494) 81.4% 21.1% 14.5% 4.3% 12.9% 14.4% 
 
表 38 B 大学病院学歴別文献検索ツール利用経験 
 医中誌 看護索引 MEDLINE CINAHL 雑誌索引 なし 
A 群(n=68) 92.6% 14.7% 32.4% 22.1% 16.2% 4.4% 
B 群(n=98) 75.5% 10.2% 11.2% 4.1% 12.2% 20.4% 
C 群(n=264) 61.4% 21.2% 6.4% 2.3% 14.8% 29.9% 
全体(n=430) 69.5% 17.7% 11.6% 5.8% 14.4% 23.7% 
 
1.3.4.2.4 学歴別文献検索時困難要因 
 文献検索のときに困ることについて、学歴別に分析した。A 大学病院における有効回答総
数は 514 件、ただし、今回の学歴区分による分析観点からの有効回答数は 494 件であった。
また、B 大学病院における有効回答総数は 437 件、ただし、今回の学歴区分による分析観
点からの有効回答数は 423 件であった。結果は表 39 と表 40 の通りであった。 
 学歴別に見ると、B 群と C 群では、その数値と順序に有意な差は見られなかった。A 群
においては、他群と比較して、「利用するツールがわからない」、「データベース等の操作法
がわからない」が低く、「特にない」「必要な文献にヒットしない」が高かった。この結果
から、利用するツールやデータベースの操作法のような「形式知」を理解していたとして
も、キーワードの設定や必要な文献にヒットするための検索のコツのような「暗黙知」に
対しては、学歴に関わらず、適切な支援が必要であることが明らかになった。このような
支援の事例として、木下 8）の報告もあり、臨床現場における図書館による看護師への情報
リテラシー教育や文献検索支援の必要性が明らかになった。 
 
表 39 A 大学病院学歴別文献検索困難事項 
 なし ツール 操作法 ｷｰﾜｰﾄﾞ ﾉｰﾋｯﾄ 
A 群(n=40) 20.0% 30.0% 17.2% 52.5% 65.0%
B 群(n=122) 7.4% 39.3% 32.0% 52.5% 63.9%
C 群(n=332) 9.3% 43.4% 33.7% 51.5% 62.7%
全体(n=494) 9.9% 41.8% 32.3% 51.4% 61.9%
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表 40 B 大学病院学歴別文献検索困難事項 
  なし ツール 操作法 ｷｰﾜｰﾄﾞ ﾉｰﾋｯﾄ 
A 群(n=68) 16.2% 30.9% 23.5% 29.4% 63.2%
B 群(n=98) 11.1% 51.5% 29.3% 39.4% 62.6%
C 群(n=257) 13.6% 46.3% 28.8% 42.4% 53.7%
全体(n=423) 13.5% 45.2% 28.1% 39.7% 57.4%
 
4.2.4.2.5 学歴別文献検索講習受講経験 
 これまでに文献検索についての講習を受講した経験について複数回答可として尋ねた。A
大学病院における有効回答総数は 517 件、ただし、今回の学歴区分による分析観点からの
有効回答数は 512 件であった。また、B 大学病院における有効回答総数は 449 件、ただし、
今回の学歴区分による分析観点からの有効回答数は 435 件であった。結果は表 41 と表 42
の通りであった。 
 全体的に見ると、大学病院看護師の約半数が、文献検索に関する教育を受けた経験がな
いという結果であるが、学歴別に見ると、C 群においては 6 割以上が「受けたことがない」
と回答している。一方、「大学･看護学校等の授業で受けた」と回答したものは、A 群と B
群においては約半数であるが、C 群においては 10%前後に過ぎない。「大学･看護学校等の
図書館で受けた」という回答も A 群、B 群、C 群の順に低くなっている。また、「病院図書
室の講習会や院内研修で受けた」「院外研修で受けた」という回答からも、これらを補完で
きているとは言い難い。このことは、研究に必要な文献検索についての教育は、高等教育
機関ではなく、図書館の専門的職員の配置や運営について法律で指定されていない看護専
門学校等ではほとんど実施されておらず、卒後の臨床機関での教育においてもそれを補完
する形で実施できていないということが明らかになった。 
 
表 41 A 大学病院学歴別文献検索講習受講経験 
  受講なし 大学等授業 図書館 院内研修 院外研修 その他 
A 群(n=41) 29.3% 53.7% 12.2% 19.5% 7.3% 9.8%
B 群(n=123) 38.2% 45.5% 17.9% 8.9% 1.6% 0.0%
C 群(n=348) 64.6% 9.2% 4.3% 8.1% 17.3% 2.9%
全体(n=512) 55.4% 21.5% 8.2% 9.2% 12.7% 2.7%
 
表 42 B 大学病院学歴別文献検索講習受講経験 
  受講なし 大学等授業 図書館 院内研修 院外研修 その他 
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A 群(n=68) 17.6% 60.3% 36.8% 13.2% 2.9% 0.0%
B 群(n=99) 38.4% 51.5% 13.1% 7.1% 2.0% 0.0%
C 群(n=268) 62.7% 14.6% 3.0% 16.0% 9.3% 2.2%
全体(n=435) 50.1% 30.1% 10.6% 13.6% 6.7% 1.4%
 
1.3.4.2.6 まとめと考察 
大学病院における大学図書館の環境は、それぞれの立地や開館時間、蔵書構成等により
異なるため、A 大学病院と B 大学病院を比較することは困難であるが、図書館を利用して
いないと回答したものが C 群で高値を示している。また、図書館サービスの認知度につい
ては、全体的に A 群、B 群、C 群の順に全てのサービスの認知度が低くなっている。さら
に、冊子体であり、看護専門学校においても整備しやすい「最新看護索引」の利用が C 群
で比較的高いものの、看護師全体に最も利用されている「医学中央雑誌」については A 群、
B 群、C 群の順に利用経験が低くなっており、「文献検索をしたことがない」と回答したも
のが A 群と B 群に比べて C 群において高く、C 群においては 6 割以上が文献検索に関する
教育を「受けたことがない」と回答している。これらのことは、C 群の図書館に対する認識
や図書館利用の経験値が低いことを示している。このことは、看護師の情報の必要度や図
書館利用の経験が要因となっていると考えるが、看護基礎教育における図書館利用や情報
リテラシー教育の経験も根底にあると考えられる。すなわち、看護基礎教育における図書
館の整備状況が看護師の図書館利用や情報収集行動に影響を与えていると考えられよう。
その上で、このような状況に対して、調査対象機関の大学図書館では、看護師に対する図
書館サービスについての広報活動や情報リテラシー教育の不十分さが浮き彫りとなり、そ
の必要性が示唆された。      
また、文献検索ツールについては、A 群の「MEDLINE（Pubmed 含む）」や「CINAHL」
のような海外文献データベースの利用経験が他群に比べて高いことから、大学教育におけ
る情報リテラシー教育の内容が背景にあることが考えられる。また、文献検索のときに困
ることとして、A 群においては、他群と比較して、「利用するツールがわからない」、「デー
タベース等の操作法がわからない」が低く、「特にない」「必要な文献にヒットしない」が
高かった。この結果から、利用するツールやデータベースの操作法のような「形式知」を
理解していたとしても、キーワードの設定や必要な文献にヒットするための検索のコツの
ような「暗黙知」に対しては、学歴に関わらず、適切な支援が必要であることが明らかに
なった。 
以上のことを踏まえて、臨床現場における大学図書館による看護師への情報リテラシー
教育や文献検索支援の必要であり、看護基礎教育の多様性に応じたきめ細かなサービスが
必要であると考えられよう。 
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1.3.4.3 学歴における考察 
看護師の臨床看護研究において困難と感じる背景要因と考えられる学歴と、臨床現場に
おける情報入手や図書館利用との関係を検証した。 
看護師の情報入手行動においては、学歴よりもむしろ情報入手環境が影響を与えており、
図書館の立地や開館時間などのサービス状況や情報アクセス環境によって困難要因として
「図書館の使いにくさ」が上位に位置づけられ、情報入手の効率性にも影響を及ぼしてい
ると考えられる。その結果、図書館などのハード面の環境に加え、情報リテラシー教育と
いうソフト面での支援が必要とされている。これらは、学歴に応じてその程度に違いがあ
るものの、看護師にとっては普遍的な現状であると言えよう。 
看護師の図書館利用においては、学歴によって分けた群に応じて顕著な差を示し、A 群と
B 群は C 群に対して情報収集行動に伴う図書館利用や文献データベース利用に対する認知
度や経験値が高かった。以上のことから、看護基礎教育機関における図書館の利用や情報
リテラシー教育の実施の有無は、看護師の卒後の図書館利用に影響を与え、看護研究に困
難さを感じさせる要因となることが示唆された。さらに、学歴に関わらず、臨床現場にお
ける図書館による看護師への情報リテラシー教育や文献検索支援の必要性が明らかになっ
た。 
以上のことを踏まえて、附属病院を有する大学図書館においては、看護師に対してハー
ド･ソフト両面の環境をクリアするような図書館サービスの改善が考えられるべきであろ
う。例えば、電子ジャーナルの提供やオンラインでのレファレンス、文献申込等のサービ
ス、出張あるいはオンデマンドによる講習会やレファレンスの実施などが考えられる。さ
らにこれらの実践のためには、効果的な広報活動や学内のパートナーシップの形成が必要
であり、内容については、看護基礎教育の多様性に応じたきめ細かなサービスが必要であ
ると考えられる。 
本項において明らかになった結果をもとに、看護基礎教育機関における図書館機能の強
化が求められる。2007 年 4 月 12 日、日本看護協会は、自由民主党看護技術者対策議員連
盟会長に、「看護基礎教育の延長等に関する要望書」9）を提出し、看護基礎教育を 4 年以上
とすることを要望した。医療提供体制の変革や教育内容の増加に伴う教育時間の不足など
が背景にあり、看護師基礎教育の強化を求めている 10）。同様に、看護基礎教育体系が多様
化している現在、取得資格が同一のものである以上、教育環境の整合性を図るものとして、
基礎教育機関の図書館整備が求められる。また、本研究の結果から、高等教育としての看
護基礎教育が、看護師の卒後の情報収集行動において有効であることが示唆された。さら
に、既卒者に対しては、臨床現場の図書館機能の強化及び継続教育としての情報リテラシ
ー教育の必要性が求められよう。 
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1.3.5 研究実績との関連 
 研究活動実績と、情報収集行動との関連について明らかにすることを目的に、実際に口
頭発表を 1 回以上行った経験のあるものを研究実績あり群として、研究実績なし群と比較
し、検証した。 
 研究実績の有無と学歴、職名、臨床経験年数についてクロス集計を行った結果は表 43 か
ら表 48 の通りであり、研究実績のある看護師は、学歴は C 群の割合が高く、職名が主任以
上の役職者のほとんどが該当した。A 大学病院においては、臨床経験年数が 4 年以上 10 年
未満の半数が、10 年以上の約 8 割が研究を行っており、B 大学病院においては、臨床経験
年数が 7 年以上 15 年未満の半数が、15 年以上の約 8 割が研究を行っていた。 
 
表 43 A 大学病院学歴別研究実績有無                （度数） 
  A 群 B 群 C 群 合計 
なし群(n=230) 41.5%(17)  71.1%(86) 36.8%(127) 45.4%(230) 
あり群(n=277) 58.5%(24)  28.9%(35) 63.2%(218) 54.6%(277) 
合計(n=507) 100.0%(41)  100.0%(121) 100.0%(345) 100.0%(507) 
 
表 44 B 大学病院学歴別研究実績有無                 （度数） 
 A 群 B 群 C 群 合計 
なし群(n=217) 62.7%(42)  67.3%(66) 38.7%(109) 48.5%(217) 
あり群(n=227) 37.3%(25)  32.7%(32) 61.3%(173) 51.5%(230) 
合計(n=444) 100.0%(67)  100.0%(98) 100.0%(282) 100.0%(447) 
 
表 45 A 大学病院職名別研究実績有無                                    （度数） 
 部長･副部長 
師長・副師長・
主任 
看護師・副主査 准看護師 その他 合計 
なし群(n=231) 20.0%(1)  9.3%(8) 54.2%(207) 55.6%(15)   45.9%(231) 
あり群(n=272) 80.0%(4)  90.7%(78) 45.8%(175) 44.4%(12) 100.0%(3)  54.1%(272) 
合計(n=503) 100.0%(5)  100.0%(86) 100.0%(382) 100.0%(27) 100.0%(3)  100.0%(503) 
 
表 46 B 大学病院職名別研究実績有無                             （度数） 
  部長・副部長 主査・師長 助産師・看護師 その他 合計 
なし群(n=217) 62.5%(5)  10.0%(3) 52.0%(205) 33.3%(4) 48.9%(217)  
あり群(n=227) 37.5%(3)  90.0%(27) 48.0%(189) 66.7%(8) 51.1%(227)  
合計(n=444) 100.0%(8)  100.0%(30) 100.0%(394) 100.0%(12) 100.0%(444)  
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表 47 A 大学病院臨床経験年数別研究実績有無                                （度数） 
 
表 48 B 大学病院臨床経験年数別研究実績有無                                （度数） 
 
1.3.5.1 研究実績と情報入手 
 研究実績の有無と情報入手行動との関係を検証した。 
 
1.3.5.1.1 研究実績別学協会入会状況 
 学協会への入会状況について研究実績の有無によって分析した。看護師の職能団体であ
る日本看護協会への入会状況と学術学会への入会状況を調査したところ、表 49 と表 50 の
とおりであった。なお、各種学術学会には、日本看護研究学会、日本看護科学学会、日本
看護管理学会、日本看護技術学会、日本看護診断学会、日本がん看護学会、日本救急看護
学会、日本母性看護学会、日本小児看護学会ほか、主に医学･看護に関する学術学会が含ま
れる。A 大学病院における有効回答総数は 523 件、ただし、今回の研究実績有無による分
析観点からの有効回答数は 500 件であった。また、B 大学病院における有効回答総数は 438
件、ただし、今回の研究実績有無による分析観点からの有効回答数は 434 件であった。 
この結果から、職能団体である日本看護協会への加盟は研究実績との関連は低いが、学
術学会への加盟は研究実績あり群がなし群に対して度数にして 6 倍から 10 倍の差があり、
研究活動を行った経験のあるものは学会に加盟している割合が高いことを示した。 
 
表 49 A 大学病院研究実績別学協会入会状況 
  なし 日本看護協会 各種学術学会
なし群(n=229) 14.4% 83.8% 3.9%
  1 年未満 
1 年以上 4
年未満 
4 年以上 7
年未満 
7 年以上
10 年未満
10 年以上
15 年未満
15 年以上
20 年未満
20 年以上
25 年未満 
25 年以上  合計 
なし群(n=230) 97.1%(33)  92.0%(104)  43.9%(36) 31.1%(19) 18.3%(15) 9.5%(4)  9.7%(3)  26.2%(16) 45.5%(230) 
あり群(n=276) 2.9%(1)  8.0%(9)  56.1%(46) 68.9%(42) 81.7%(67) 90.5%(38)  90.3%(28)  73.8%45) 54.5%(276) 
合計(n=506) 100.0%(34)  100.0%(113)  100.0%(82) 100.0%(61) 100.0%(82) 100.0%(42)  100.0%(31)  100.0%61) 100.0%(506) 
  1 年未満
1 年以上 4
年未満 
4 年以上 7
年未満 
7 年以上 10
年未満 
10 年以上
15 年未満 
15 年以上
20 年未満
20 年以上
25 年未満 
25 年以上 合計 
なし群(n=215) 100%(14) 87.2%(75)  61.8%(47) 44.9%(22) 38.1%(32) 30.5%(18)  13.8%(4)  6.4%(3) 48.4%(215) 
あり群(n=229)   12.8%(11)  38.2%(29) 55.1%(27) 61.9%(52) 69.5%(41)  86.2%(25)  93.6%(44) 51.6%(229) 
合計(n=444) 100%(14) 100.0%(86)  100.0%(76) 100.0%(49) 100.0%(84) 100.0%(59)  100.0%(29)  100.0%(47) 100.0%(444) 
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あり群(n=271) 12.9% 80.8% 34.3%
全体(n=500) 13.6% 82.2% 20.4%
 
表 50 B 大学病院研究実績別学協会入会状況 
  なし 日本看護協会 各種学術学会
なし群(n=215) 11.6% 87.9% 4.2%
あり群(n=219) 4.6% 95.4% 25.1%
全体(n=434) 8.1% 91.7% 14.7%
 
1.3.5.1.2 研究実績別情報入手手段 
看護や医療に関する情報をどのようにして入手するかについて、研究実績の有無によっ
て分析した。A 大学病院における有効回答総数は 531 件、ただし、今回の研究実績有無に
よる分析観点からの有効回答数は 508 件であった。また、B 大学病院における有効回答総
数は 450 件、ただし、今回の研究実績有無による分析観点からの有効回答数は 446 件であ
った。結果は表 51 と表 52 のとおりであった。 
情報を入手する手段として勤務先の図書館と回答した割合は、研究実績の有無によって
差はなかった。研究実績あり群は、なし群に対して、個人「購読雑誌」と「インターネッ
ト」を利用する割合が高かった。このことから、大学病院看護師の研究には、購読雑誌や
インターネットのような、身近にある手段が利用されていることが明らかになった。 
 
表 51 A 大学病院研究実績別情報入手手段 
  方法なし 知人 購読雑誌 インターネ
ット 
図書館 公共図書
館 
業者 その他 
なし群(n=230) 2.2% 40.9% 51.3% 60.4% 40.0% 13.5% 2.6% 3.5%
あり群(n=278) 0.4% 37.4% 66.2% 70.1% 40.6% 7.2% 6.8% 7.6%
全体(n=508) 1.2% 39.0% 59.4% 65.7% 40.4% 10.0% 4.9% 5.7%
 
表 52 B 大学病院研究実績別情報入手手段 
  方法なし 知人 購読雑誌 インターネ
ット 
図書館 公共図書
館 
業者 その他 
なし群(n=217) 1.4% 41.0% 56.2% 64.1% 31.8% 4.6% 3.2% 8.8%
あり群(n=229) 1.3% 36.2% 73.8% 70.3% 35.8% 3.1% 7.0% 7.4%
全体(n=446) 1.3% 38.6% 65.2% 67.3% 33.9% 3.8% 5.2% 8.1%
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1.3.5.1.3 研究実績別情報入手メディア 
看護や医療に関する情報をどのようなメディアを用いて入手するかについて、研究実績
の有無によって分析した。A 大学病院における有効回答総数は 530 件、ただし、今回の研
究実績有無による分析観点からの有効回答数は 509 件であった。また、B 大学病院におけ
る有効回答総数は 449 件、ただし、今回の研究実績有無による分析観点からの有効回答数
は 445 件であった。結果は表 53 と表 54 のとおりであった。 
情報を入手するメディアとしては、研究実績あり群は、「雑誌」、「インターネット」、「学
会や研修会」の順で高値であった。このことから、大学病院看護師の研究においては、「雑
誌」が重要なメディアとして認識されていることが明らかになった。一方、「文献検索デー
タベース」は、研究においても重要なメディアとして認識されていないことが明らかにな
った。 
 
表 53 A 大学病院研究実績別情報入手メディア 
 
表 54 B 大学病院研究実績別情報入手メディア 
  メディアな
し 
知人 雑誌 図書 インターネ
ット 
テレビ 学会 文献デー
タベース
その他 
なし群(n=217) 5.1% 41.0% 70.5% 40.1% 54.4% 13.8% 14.7% 3.7% 1.8%
あり群(n=228) 0.0% 32.0% 84.6% 31.6% 56.6% 15.4% 40.4% 8.3% 0.4%
全体(n=445) 2.5% 36.4% 77.8% 35.7% 55.5% 14.6% 27.9% 6.1% 1.1%
 
4.2.5.1.4 研究実績別情報入手時困難要因 
 看護や医療に関する情報を入手する時に困ることについて、研究実績の有無によって
分析した。A 大学病院における有効回答総数は 523 件、ただし、今回の研究実績有無によ
る分析観点からの有効回答数は 503 件であった。また、B 大学病院における有効回答総数
は 447 件、ただし、今回の研究実績有無による分析観点からの有効回答数は 403 件であっ
た。結果は表 55 と表 56 のとおりであった。 
いずれの大学病院においても、「図書館が使いにくい」、「的確な情報が得られない」とい
う要因が上位に挙げられており、研究実績あり群の方がなし群よりも若干高値であった。 
  メディアな
し 
知人 雑誌 図書 インターネ
ット 
テレビ 学会 文献デー
タベース
その他
なし群(n=231) 2.6% 27.3% 71.0% 40.3% 51.9% 19.0% 21.6% 3.9% 0.0%
あり群(n=278) 1.4% 24.5% 78.1% 27.0% 55.4% 18.3% 47.8% 6.8% 0.4%
全体(n=509) 2.0% 25.7% 74.9% 33.0% 53.8% 18.7% 36.0% 5.5% 0.2%
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表 55 A 大学病院研究実績別情報入手時困難要因 
  困難なし 図書館 的確さ 費用 時間 方法無知 その他 
なし群(n=229) 8.3% 40.6% 47.2% 27.5% 42.4% 28.4% 0.9%
あり群(n=274) 9.5% 51.8% 49.3% 31.8% 40.1% 16.8% 2.2%
全体(n=503) 8.9% 46.7% 48.3% 29.8% 41.2% 22.1% 1.6%
 
表 56 B 大学病院研究実績別情報入手時困難要因 
  困難なし 図書館 的確さ 費用 時間 方法無知 その他 
なし群(n=215) 13.0% 40.0% 45.6% 27.0% 32.6% 22.3% 2.3%
あり群(n=228) 10.5% 48.7% 50.4% 23.7% 31.1% 24.6% 4.8%
全体(n=443) 11.7% 44.5% 48.1% 25.3% 31.8% 23.5% 3.6%
 
1.3.5.1.5 研究実績別情報入手時ニーズ 
看護や医療に関する情報入手のためにあればよいと思うものについて、研究実績の有無
によって分析した。A 大学病院における有効回答総数は 519 件、ただし、今回の研究実績
有無による分析観点からの有効回答数は 501 件であった。また、B 大学病院における有効
回答総数は 438 件、ただし、今回の研究実績有無による分析観点からの有効回答数は 434
件であった。結果は表 57 と表 58 のとおりであった。 
全体的には、「身近な場所にある利用可能な医学･看護図書館」のニーズが最も高値であ
るものの、研究実績別に比較すると、「情報検索･文献入手のための講習会」、「情報に関す
る相談ができるコンサルタントサービス」、「情報検索･文献入手の代行サービス」において、
研究実績あり群の方がなし群に対して高値であった。  
 
表 57 A 大学病院研究実績別情報入手時ニーズ 
  特になし 身近な図書館 講習会 コンサルタント 代行 その他 
なし群(n=227) 7.9% 71.8% 22.0% 37.4% 39.6% 1.3%
あり群(n=274) 3.6% 63.9% 29.2% 57.7% 57.7% 2.6%
全体(n=501) 5.6% 67.5% 25.9% 48.5% 49.5% 2.0%
 
表 58 B 大学病院研究実績別情報入手時ニーズ 
  特になし 身近な図書館 講習会 コンサルタント 代行 その他 
なし群(n=210) 16.2% 59.5% 14.3% 33.8% 35.2% 2.9%
あり群(n=224) 8.9% 53.6% 22.3% 46.4% 54.0% 5.4%
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全体(n=434) 12.4% 56.5% 18.4% 40.3% 44.9% 4.1%
 
1.3.5.1.6 まとめと考察 
研究実績のある看護師の学歴は C 群の割合が高く、職名が主任以上の役職者のほとんど
が該当した。A 大学病院においては、臨床経験年数が 4 年以上 10 年未満の半数、10 年以
上の約 8 割が研究を行っており、B 大学病院においては、臨床経験年数が 7 年以上 15 年未
満の半数、15 年以上の約 8 割が研究を行っていた。研究実績がある看護師は、A 大学病院
においては 77.5%、B 大学病院においては 89.5%がパソコンを所有しており、研究実績な
し群と比較して所有率が高かった。また、研究実績のある看護師は学会に加盟している割
合が高かった。 
情報を入手する手段として勤務先の図書館と回答した割合は、研究実績の有無によって
差はなく、研究実績あり群は、「購読雑誌」と「インターネット」を利用し、情報を入手す
るメディアとしては、「雑誌」、「インターネット」、「学会や研修会」を利用する割合が高か
った。このことから、大学病院看護師の研究には、購読雑誌やインターネットのような、
身近にある手段が利用されており、「雑誌」が重要なメディアとして認識されていることが
明らかになった。一方、「文献検索データベース」は、研究においても重要なメディアとし
て認識されていないあるいは利用されていないことが明らかになった。 
また、看護や医療に関する情報を入手する時に困ることについて、研究実績がある者は、
「図書館が使いにくい」、「的確な情報が得られない」という要因を上位に挙げており、看
護や医療に関する情報入手のためにあればよいと思うものについて、全体的には、「身近な
場所にある利用可能な医学･看護図書館」のニーズが最も高値であり、「情報検索･文献入手
のための講習会」、「情報に関する相談ができるコンサルタントサービス」、「情報検索･文献
入手の代行サービス」において、研究実績なし群に対して高い割合でニーズがあった。 
以上のことから、実態としては、「勤務先の図書館」や「文献検索データベース」はあま
り利用されていないが、情報入手の困難要因として図書館の使いにくさという外的要因と
情報の的確性という内的要因があげられ、それを克服するための図書館のハード面の環境
整備と図書館員が担い得る情報入手のための支援というソフト面での役割についてのニー
ズが存在すると考えられる。つまり、臨床看護研究を行う看護師にとって、大学図書館お
よび大学図書館員による支援が求められており、学生や教員のみならず、附属病院の看護
師も研究者の一構成員として利用対象者と捉え、それに対応できるような大学図書館のあ
り方が求められていると言えよう。 
 
1.3.5.2 研究実績と図書館利用 
 研究実績の有無と臨床現場における図書館利用や図書館サービスとの関係を検証した。 
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1.3.5.2.1 研究実績別図書館利用状況 
勤務先の大学図書館をどのように利用しているかについて、研究実績の有無によって分
析した。A 大学病院における有効回答総数は 527 件、ただし、今回の研究実績有無による
分析観点からの有効回答数は 504 件であった。また、B 大学病院における有効回答総数は
448 件、ただし、今回の研究実績有無による分析観点からの有効回答数は 442 件であった。
結果は表 59 と表 60 のとおりであった。 
研究実績なし群はあり群に対して、図書館を利用していないという回答が高値であった。
このことは、看護師の研究においては、ある程度図書館が利用されていることを示しては
いるが、反対に考えると、看護師の約 3 割は図書館を利用せずに研究を行っているという
ことが明らかになった。 
 
表 59 A 大学病院研究実績別図書館利用状況 
図書館利用あり 
 
医学 看護 
利用なし 
なし群(n=228) 38.6% 47.8% 39.5%
あり群(n=276) 56.5% 39.5% 28.6%
全体(n=504) 48.4% 43.3% 33.5%
 
表 60 B 大学病院研究実績別図書館利用状況 
図書館利用あり 
 
本館 医学 看護 
利用なし 
なし群(n=214) 16.4% 24.8% 38.3% 49.5%
あり群(n=228) 33.3% 37.7% 46.5% 33.8%
全体(n=442) 25.1% 31.4% 42.5% 41.4%
 
1.3.5.2.2 研究実績別図書館サービス認知度 
勤務先の大学図書館におけるサービスについての認知度を研究実績の有無によって分析
した。A 大学病院における有効回答総数は 509 件、ただし、今回の研究実績有無による分
析観点からの有効回答数は 490 件であった。また、B 大学病院における有効回答総数は 434
件、ただし、今回の研究実績有無による分析観点からの有効回答数は 429 件であった。結
果は表 61 と表 62 のとおりであった。 
知っている図書館サービスについては、「貸出」以外の全てのサービスにおいて、研究実
績あり群の方がなし群に対して高値であった。この設問は、利用している図書館サービス
ではなく、知っている図書館サービスを尋ねたものであるが、研究を行うことが、研究に
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必要な図書館サービスについて認識するためのきっかけになると考えられる。このことか
ら、研究に必要な図書館サービスについて、図書館からの広報活動や利用者教育を実施す
ることの必要性が示唆された。 
 
表 61 A 大学病院研究実績別図書館サービス認知度 
  貸出 複写 相談 相互貸借 学内搬送 
なし群(n=226) 96.0% 80.1% 17.7% 43.8% 12.4% 
あり群(n=264) 90.2% 87.5% 29.9% 61.0% 23.5% 
全体(n=490) 92.9% 84.1% 24.3% 53.1% 18.4% 
 
表 62 B 大学病院研究実績別図書館サービス認知度 
  貸出 複写 相談 相互貸借 学内搬送 
なし群(n=206) 97.1% 75.7% 7.8% 32.0% 26.2% 
あり群(n=223) 93.7% 83.0% 15.7% 56.5% 42.2% 
全体(n=429) 95.3% 79.5% 11.9% 44.8% 34.5% 
 
1.3.5.2.3 研究実績別文献検索ツール利用経験 
利用したことのある文献検索ツールについて、研究実績の有無によって分析した。A 大学
病院における有効回答総数は 511 件、ただし、今回の研究実績有無による分析観点からの
有効回答数は 493 件であった。また、B 大学病院における有効回答総数は 444 件、ただし、
今回の研究実績有無による分析観点からの有効回答数は 441 件であった。結果は表 63 と表
64 のとおりであった。 
いずれの文献検索ツールにおいても、研究実績あり群の方がなし群よりも経験値が明ら
かに高かった。また、文献検索を「行ったことがない」と回答したものが、研究実績なし
群において高値であった。 
 
表 63 A 大学病院研究実績別文献検索ツール利用経験 
  医中誌 看護索引 MEDLINE CINAHL 雑誌索引 なし 
なし群(n=218) 72.0% 10.6% 6.0% 1.4% 5.5% 25.2% 
あり群(n=275) 90.9% 30.5% 21.1% 6.5% 19.6% 5.8% 
全体(n=493) 82.6% 21.7% 14.4% 4.3% 13.4% 14.4% 
 
表 64 B 大学病院研究実績別文献検索ツール利用経験 
  医中誌 看護索引 MEDLINE CINAHL 雑誌索引 なし 
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なし群(n=213) 60.6% 8.9% 10.3% 4.7% 11.7% 32.4% 
あり群(n=228) 78.1% 26.3% 12.7% 7.0% 17.1% 16.2% 
全体(n=441) 69.6% 17.9% 11.6% 5.9% 14.5% 24.0% 
 
1.3.5.2.4 研究実績別文献検索時困難要因 
文献検索のときに困ることについて、研究実績の有無によって分析した。A 大学病院にお
ける有効回答総数は 514 件、ただし、今回の研究実績有無による分析観点からの有効回答
数は 498 件であった。また、B 大学病院における有効回答総数は 437 件、ただし、今回の
研究実績有無による分析観点からの有効回答数は 435 件であった。結果は表 65 と表 66 の
とおりであった。 
 研究実績別に見ると、研究実績あり群においては、なし群と比較して、「特にない」「利
用するツールがわからない」、「データベース等の操作法がわからない」が低く、「必要な文
献にヒットしない」が高かった。この結果から、利用するツールやデータベースの操作法
のような「形式知」を理解していたとしても、キーワードの設定や必要な文献にヒットす
るための検索のコツのような「暗黙知」に対しては、研究を行うものに対しては、より適
切な支援が必要であることが明らかになった。 
 
表 65 A 大学病院研究実績別文献検索時困難要因 
  困難なし ツール無知 操作法無知 キーワード 必要文献 その他 
なし群(n=225) 10.2% 48.0% 32.9% 48.0% 53.3% 1.3% 
あり群(n=273) 9.2% 36.3% 31.5% 54.6% 70.7% 1.5% 
全体(n=498) 9.6% 41.6% 32.1% 51.6% 62.9% 1.4% 
 
表 66 B 大学病院研究実績別文献検索時困難要因 
  困難なし ツール無知 操作法無知 キーワード 必要文献 その他 
なし群(n=212) 15.6% 46.7% 27.4% 34.9% 50.5% 0.9% 
あり群(n=223) 11.2% 43.9% 30.0% 44.4% 64.1% 0.4% 
全体(n=435) 13.3% 45.3% 28.7% 39.8% 57.5% 0.7% 
 
1.3.5.2.5 研究実績別文献検索講習受講経験 
 文献検索に関する講習受講経験について、研究実績の有無によって分析した。A 大学病院
における有効回答総数は 517 件、ただし、今回の研究実績有無による分析観点からの有効
回答数は 511 件であった。また、B 大学病院における有効回答総数は 449 件、ただし、今
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回の研究実績有無による分析観点からの有効回答数は 446 件であった。結果は表 67 と表
68 のとおりであった。 
 全体的に見ると、大学病院看護師の約半数が、文献検索に関する教育を受けた経験がな
いという結果であるが、研究実績別に見ても、研究実績の有無と受講経験の有無には関連
が見出せなかった。これは、本調査において、研究実績がある者の大半は高等教育を受け
ていないことから、妥当な結果であると言える。また、研究実績あり群はなし群にたいし
て、「病院図書室の講習会や院内研修で受けた」「院外研修で受けた」という回答比率が高
いことから、研究実績のある看護師は、自主的に研究に必要な文献検索についての講習を
受けるという情報収集行動をとっていることが明らかになった。このことから、院内研修
において、図書館による文献検索に関する講習会の実施に対する需要が存在し、供給のた
めの取り組みが必要であることが示唆された。 
 
表 67 A 大学病院研究実績別文献検索講習受講経験 
  受講なし 大学等授業 図書館 院内研修 院外研修 その他 
なし群(n=231) 58.0% 30.3% 9.5% 7.8% 2.2% 0.9% 
あり群(n=280) 53.2% 13.9% 7.5% 10.7% 21.8% 4.3% 
全体(n=511) 55.4% 21.3% 8.4% 9.4% 12.9% 2.7% 
 
表 68 B 大学病院研究実績別文献検索講習受講経験 
  受講なし 大学等授業 図書館 院内研修 院外研修 その他 
なし群(n=217) 55.8% 35.9% 11.5% 6.9% 1.4% 0.5% 
あり群(n=229) 45.9% 23.6% 9.2% 19.7% 11.8% 2.2% 
全体(n=446) 50.7% 29.6% 10.3% 13.5% 6.7% 1.3% 
 
1.3.5.2.6 まとめと考察 
研究実績のある看護師は、ない看護師と比較すると、図書館利用率や文献検索経験、図
書館サービス認知度が高かったものの、約 3 割の看護師は図書館を利用せずに研究を行っ
ており、看護師は研究に必要な図書館サービスについて十分認識しているわけではないこ
とが明らかになった。 
文献検索の困難要因については、研究を行う看護師にとっては、利用するツールやデー
タベースの操作法のような「形式知」についての支援を必要としている者も相当数存在し、
仮にそれらを理解していたとしても、キーワードの設定や必要な文献にヒットするための
検索のコツのような「暗黙知」に対して、より適切な支援が必要であることが明らかにな
った。この背景としては、現時点では、研究実績がある者の大半は高等教育を受けていな
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いため、研究実績の有無と文献検索に関する講習受講経験の有無には関連が見出せなかっ
たことも影響していると考えられる。その結果、自主的に、研究に必要な文献検索につい
ての講習を継続教育として受けるという情報収集行動に至らせていると言えよう。 
以上のことから、研究を行う看護師にとっては、客観的に見ても継続教育としての情報
リテラシー教育の必要性があり、看護師にとっても文献検索に関する講習会の実施に対す
る需要が存在することから、それらの供給のための取り組みが必要であるということが明
らかになった。 
 
1.3.5.3 研究実績における考察 
研究実績のある看護師は、研究実績のない看護師と比較すると、情報入手や図書館利用
における行動に違いがあった。 
研究実績のある大学病院看護師は、購読雑誌やインターネットのような、身近にある手
段を利用しており、実態としては、「勤務先の図書館」や「文献検索データベース」はあま
り利用していないが、情報入手の困難要因として図書館の使いにくさという外的要因と情
報の不的確性という内的要因を挙げている。しかしながら、研究実績のある看護師は、な
い看護師と比較すると、図書館利用率や文献検索経験、図書館サービス認知度が高かった
ものの、約 3 割の看護師は図書館を利用せずに研究を行っており、看護師は研究に必要な
図書館サービスについて十分認識しているとは言えなかった。同様に、文献検索において
は、利用するツールやデータベースの操作法のような「形式知」についての支援を必要と
している者も相当数存在し、仮にそれらを理解していたとしても、キーワードの設定や必
要な文献にヒットするための検索のコツのような「暗黙知」に対して、より適切な支援が
必要であることが明らかになった。 
以上のことから、研究を行う看護師に対しては、継続教育として、情報リテラシー教育
が必要であることを看護師自身も認識している。ここに、それらを克服するための図書館
のハード面の環境整備と図書館員が担い得る情報入手のための支援というソフト面での役
割についてのニーズが存在すると考えられる。つまり、臨床看護研究を行う看護師にとっ
て、大学図書館および大学図書館員による支援が求められており、学生や教員のみならず、
附属病院の看護師も研究者の一構成員として利用対象者と捉え、それに対応できるような
大学図書館のあり方が求められていると言えよう。 
 
1.4 考察 
大学病院看護師は、職務に関連して情報収集することが必要である。実態としては主に、
雑誌を講読したり、パソコンでインターネットを利用するという身近な情報収集行動を行
っている。研究実績のある看護師でさえ、約 3 割が勤務先の図書館を利用しておらず、看
護師は研究に必要な図書館サービスについて十分認識しているとは言えなかった。これは、
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情報を必要としているにもかかわらず、大学図書館を情報入手手段として利用していない
あるいは認識していないと考えられる。その背景としては、看護基礎教育機関における、
図書館の状況や利用、情報リテラシー教育の実施の有無が看護師の卒後の図書館利用に影
響を与えていると考えられる。その結果、「図書館の使いにくさ」が困難要因の上位に位置
づけられ、情報入手の効率性にも影響を及ぼしていると考えられる。結果的に、看護研究
に困難さを感じさせる要因となっていることが示唆された。 
研究実績のある看護師は、現時点では、高等教育を受けていない割合が高く、主に臨床
経験が 7 年以上の中堅看護師に該当する。このことは、1990 年代後半から急激に短期大学
および大学の設置数が増加したという我が国の看護基礎教育の歴史とも関連があり、看護
師養成機関の多様性とも密接に関係している。今後においても、高等教育を受けていない
看護師が研究に従事する可能性は高いと言える。すなわち、研究に必要なプロセスや情報
収集に関する教育が看護師の継続教育において施されるべき状況は、程度の差はあるもの
の、看護師資格制度や看護基礎教育制度の改正等のパラダイムシフトがない限りは、普遍
的であると考えられる。また、研究を行う看護師に対しては、継続教育として、情報リテ
ラシー教育が必要であることを看護師自身も認識している。したがって、それらを克服す
るための図書館のハード面の環境整備と図書館員が担い得る情報入手のための支援という
ソフト面での役割についてのニーズが存在すると考えられる。つまり、臨床看護研究を行
う看護師にとって、大学図書館および大学図書館員による支援が求められており、学生や
教員のみならず、附属病院の看護師も研究者の一構成員として利用対象者と捉え、それに
対応できるような大学図書館のあり方が求められていると言えよう。 
以上のことから、少なくとも附属病院を有する大学図書館においては、看護師に対して
ハード･ソフト両面の環境をクリアするような図書館サービスの改善が考えられるべきで
あろう。例えば、電子ジャーナルの提供やオンラインレファレンス、文献申込等のオンラ
インサービス、出張あるいはオンデマンドによる講習会やレファレンスの実施などが考え
られる。さらにこれらの実践のためには、効果的な広報活動や学内のパートナーシップの
形成が必要であり、内容については、看護基礎教育の多様性に応じたきめ細かなサービス
が必要であると考えられる。 
また、本研究の結果から、高等教育としての看護基礎教育が、看護師の卒後の情報収集
行動において有効であることが示唆され、看護基礎教育機関における図書館機能の強化が
求められる。 
 
1.5 結論 
 大学病院における看護師の情報収集行動について明らかにすることを目的に、2 つの大学
病院において実態調査を実施した。大学病院看護師の情報入手や図書館利用について分析
した上で、学歴と研究実績との関連を調査した。その結果、以下の結論を得た。 
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大学病院看護師は、個人購読雑誌やインターネットという身近な情報収集行動を行って
おり、研究実績のある看護師でさえ、約 3 割が勤務先の図書館を利用しておらず、看護師
は研究に必要な図書館サービスについて十分認識しているとは言えない。この背景として
は、看護基礎教育機関における、図書館の状況や利用、情報リテラシー教育の実施の有無
が看護師の卒後の図書館利用に影響を与えていると考えられる。その結果、看護研究に困
難さを感じさせる要因となっていることが示唆された。 
研究に必要なプロセスや情報収集に関する教育が看護師の継続教育において施されるべ
き状況は、程度の差はあるものの、普遍的であり、継続教育として、情報リテラシー教育
が必要であることを看護師自身も認識している。その結果、臨床看護研究を行う看護師に
とって、大学図書館および大学図書館員による支援が求められており、学生や教員のみな
らず、附属病院の看護師も研究者の一構成員として利用対象者と捉え、それに対応できる
ような大学図書館のあり方が求められている。少なくとも附属病院を有する大学図書館に
おいては、看護師に対してハード･ソフト両面の環境をクリアするような図書館サービスの
改善が考えられるべきであり、その実践のためには、効果的な広報活動や学内のパートナ
ーシップの形成が必要であり、内容については、看護基礎教育の多様性に応じたきめ細か
なサービスが必要であると考えられる。本調査において、看護師に対しては、継続教育と
して情報リテラシー教育を実施する必要性があることが明らかになった。 
さらに、看護基礎教育体系が多様化している現在、取得資格が同一のものである以上、
教育環境の整合性を図るものとして、基礎教育機関の図書館整備が求められる。また、本
研究の結果から、高等教育としての看護基礎教育における情報リテラシー教育が、看護師
の卒後の情報収集行動において有効であることが示唆され、基礎教育における情報リテラ
シー教育の意義が明らかになった。 
 本調査は、大学図書館として、情報リテラシー教育の対象者（学習者）としての看護師
について、正確、詳細に把握、分析する 11)ための研究であったと言えよう。 
 
 
1) 日本看護協会『日本看護協会調査研究報告 2001 年看護職員実態調査』，No.66，2003． 
2) 阿部信一，武藤桃子「看護師の情報ニーズと情報探索行動 慈恵医大医学部看護学科平
成 12 年度卒業生を対象にしたアンケート調査」『看護と情報』11，2004，p.42-48． 
3) Royal College of Nursing，Nurses need better access to latest clinical research，
http://www.rcn.org.uk/news/display.php?ID=1650，2005.7，[確認：2007-07-12] 
4) Lathey JW, Hodge B. Information seeking behavior of occupational health nurses: 
how nurses keep current with health information. AAOHN Journal. 49(2), 2001, 
p.87-95. 
5) 柴田恵子ほか「熊本県北部および熊本市における看護職の文献検索と利用調査」『看護
 - 40 - 
と情報』7，2000，p.70-79． 
6) 今田敬子「臨床看護研究と情報収集行動の実際」『日本図書館情報学会，三田図書館･情
報学会合同研究大会発表要綱』2005，177-180． 
7) 日本看護図書館協会統計･調査委員会『2005 年会員実態調査報告』日本看護図書館協会，
2006． 
8) 木下佳子「図書館利用環境の向上と司書による学習会」『看護』55(12)，2003，p. 59-61． 
9) 日本看護協会，看護基礎教育の延長等に関する要望書，
http://www.nurse.or.jp/home/opinion/teigen/2007pdf/yobo20070412.pdf，[確認：
2007-04-22] 
10) 日本看護協会，看護教育改革の必要性について， 
http://www.nurse.or.jp/home/opinion/teigen/2007pdf/sanko20070412.pdf，[確認：
2007-04-22] 
11) 野末俊比古「大学図書館と情報リテラシー教育」『変わりゆく大学図書館』逸村裕，竹
内比呂也編 勁草書房，2005，p.43-57． 
                                          資料 
 大阪市立大学附属病院看護部に依頼したアンケート内容 
- 41 - 
 
 
 
看護に関する情報や文献検索についてのアンケートに 
ご協力お願いいたします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
回答方法 １．選択肢がある場合は、該当する項目の番号を右の□に記入してください。 
             ２．「その他」を選択した場合はカッコ内に具体的な回答を記入してください。 
             ３．数値で回答する場合は、適した値をアラビア数字で右の□に記入してください。 
 
      提出方法 １．部署ごとの取りまとめ封筒に入れていただき、看護部 工藤看護副部長様に提出してく
ださい。 
（看護部のご協力をいただいています。） 
 
      締め切り  平成1９年９月２０日 （木）  
 
      問い合わせ先 大阪市立大学創造都市研究科北克一研究室 
                杉本節子  志茂淳子 
                FAX：０６－６６２９－１３２４           
                E-mail ： d05ud511@ex.media.osaka-cu.ac.jp 
大阪市立大学創造都市研究科の平成 19 年度教員・院生共同プロジェクトでは、図書館における医
学情報リテラシーサービス研究の一環として、「大学病院における看護師の情報収集行動についての
実態調査-大阪市立大学附属病院の場合―」というテーマで、研究に取り組むことになりました。 
つきましては、附属病院看護師の皆さまに看護に関する情報ならびに文献検索についての行動や意
識を調査させていただき、今後の図書館サービスの研究の参考にさせていただきたいと存じます。ご
多忙の折、大変恐縮ですが、本アンケートにご協力くださいますようお願い申し上げます。 
なお、本アンケートは無記名で、回答は統計的処理を行い、調査･研究のためのみに利用いたしま
す。皆さまのプライバシーがもれたり、ご迷惑をおかけしたりすることはございませんので、何卒よ
ろしくお願い申し上げます。 
アンケートにつきましては、保田看護部長様はじめ工藤看護副部長様のご協力をいただき、実現す
ることができました。 
 アンケートの結果は後日、ホームページ等でご報告させていただきます。 
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問1 
問2 
問3 
問8 
問4 
問6 
問5 
問7 
 
問１ 自宅にインターネットが利用できるパソコンを所有していますか。 
① 所有している  ② 所有していない  
 
 
 
問２ 情報検索としてのインターネットはどのような機器で利用しますか。（複数回答可） 
① 利用しない  ② パソコンで利用する  ③携帯電話で利用する    
 
 
 
問３ 本学図書館をどのように利用しているかについてお答えください。（複数回答可） 
① 利用していない     ② 学術情報総合センター来館利用    ③ 医学分館来館利用     
④ 学術情報総合センターホームページを利用  ⑤ 医学分館ホームページを利用  
⑥ 看護学科図書室来館利用 ⑦ 電話による問い合わせ  ⑧ その他
（                                       ） 
 
問４ 図書館のサービスについて知っているものをお答えください。（複数回答可） 
①   図書の貸出                ② 資料のコピ  ー     
③ レファレンスサービス（質問・相談）   ④ 他大学からの文献複写等取り寄せサービス   
⑤ 学内文献取り寄せサービス（学術情報総合センター（杉本地区）の文献複写を取り寄せ）  
 
 
 
問５ 所属している学協会についてお答え下さい。(複数回答可) 
 ① 所属していない  ② 日本看護協会（日本看護学会） ③ 日本看護研究学会  
 ④ 日本看護科学学会 ⑤ 日本看護管理学会       ⑥ 日本看護技術学会  
⑦ 日本看護診断学会 ⑧ 日本がん看護学会       ⑨ 日本救急看護学会  
⑩ 日本母性看護学会 ⑪ 日本小児看護学会  
⑫ その他（                                      ） 
 
 
 
問６ ご自身で購読している看護や医療に関する雑誌の数についてお答えください。 
   （問５で回答した学会から頒布される雑誌を含めてください。） 
                                                      誌 
 
 
問７ 看護や医療に関する情報入手のために一年間にどれくらいの費用をかけていますか。 
（問５で回答した学会会費や文献複写料金等を含めてください。） 
① 0円 ② １万円未満 ③ 1万円以上3万円未満 ④ 3万円以上5万円未満 ⑤ 5万円以上 
 
 
問８ 看護や医療に関する情報が必要となるのは主にどのような場合ですか。（３つまで回答可） 
① 特に必要ない          ② 看護･診療における問題解決のため  
③ 専門分野の最新情報を得るため  ④ 専門外分野の知識を得るため         
⑤ 患者への説明のため       ⑥ 学会や研究会で発表するため    
⑦ 論文執筆のため         ⑧ テレビや新聞での報道を確認するため 
⑨ その他（                                         ） 
 
  
   
   
   
   
   
   
   
   
 
 
   
うらのページへ続く →
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問10 
問12 
問9 
問13 
問14 
問15 
問11 
 
 
 
問９ 看護や医療に関する情報を主にどこで（どのようにして）入手しますか。（３つまで回答可） 
① 特に入手しない  ② 方法がない     ③ 知人･同僚  ④ 購読雑誌   
⑤ インターネット  ⑥ 勤務先の図書館   ⑦ 公共図書館  ⑧ 業者 
⑨ その他（                                          ） 
 
 
問10 看護や医療に関する情報は主にどのような方法で入手しますか。（３つまで回答可） 
① 特に入手しない ② 知人･同僚      ③ 雑誌       ④ 図書  
⑤ インターネット ⑥ テレビ･ラジオ･新聞  ⑦ 学会や研修会  ⑧ 文献データベース 
⑨ その他（                                   ） 
 
 
問11 現在、看護や医療に関する情報の入手について満足していますか。 
① とても満足している ② まあ満足している ③ どちらともいえない ④ あまり満足していない  
⑤ 全く満足していない 
 
 
問12 看護や医療に関する情報を入手したいときに困ることは主にどんなことですか。（３つまで回答可） 
① 特にない        ② 図書館が使いにくい  ③ 的確な情報が得られない 
④ 費用がかかりすぎる   ⑤ 時間がかかりすぎる  ⑥ 方法がわからない 
⑦ その他（                                         ） 
 
 
問13 看護や医療に関する情報の入手のためにあれば良いと思うものを以下から選んでください。 
（複数回答可） 
① 特にない              ② 身近な場所にある利用可能な医学･看護図書館 
③ 情報検索･文献入手のための講習会 ④ 情報に関する相談ができるコンサルタントサービス   
⑤ 情報検索･文献入手の代行サービス ⑥ その他（                        ） 
 
 
 
問14 これまでに行った文献検索で利用したことのあるツールをお答え下さい。（複数回答可） 
 ① 行ったことがない ② 医学中央雑誌  ③ 最新看護索引     ④ MEDLINE（PubMed含む） 
 ⑤ CINAHL      ⑥雑誌記事索引   ⑦ CiNii（NACSIS-IR含む）   
⑧ その他（                                          ） 
 
 
 
 
 
問15 文献検索のときに困ることはどんなことですか。（複数回答可） 
① 特にない              ② 利用するツールがわからない  
③ データベース等の操作法がわからない ④ 適切なキーワードがわからない 
④  必要な文献にヒットしない      ⑥ その他（                      ） 
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問16-2 
問17 
問17-2 
問19 
問20 
問16-3 
問16 
問18 
 
 
 
 
問16 これまでに、医学分館で実施した文献検索についての講習会に参加しましたか。 
 ① 参加した     ② 参加しなかった 
 
 
問16-2 上記講習会以外にこれまでに文献検索に関する講習を受けたことがありますか。（複数回答可） 
 ① ない                ② 大学･看護学校等の授業で受けた  
③ 大学・看護学校等の図書館で受けた  ④ 病院図書室の講習会や院内研修で受けた 
 ⑤ 院外研修で受けた          ⑥ その他（                      ） 
  
 
 
問16-3 問16で ①参加した と回答した方にお伺いします。講習会は役に立ちましたか。 
① とてもそう思う ② まあそう思う ③ どちらともいえない ④ あまりそう思わない  
⑤ 全くそう思わない 
 
 
問17 これまでに臨床現場での研究において、（院内あるいは院外で）口頭発表した回数をお答えください。 
 ① ない ② 1回 ③ 2回 ④ 3回 ⑤ 4回 ⑥ 5回 ⑦ 6回以上 
                                                 
 
問17-2 これまでの臨床現場での研究において、学術雑誌に論文執筆した回数をお答えください。 
 ① ない ② 1回 ③ 2回 ④ 3回 ⑤ 4回 ⑥ 5回 ⑦ 6回以上 
                                                 
 
問18 臨床経験年数についてお答えください。 
 
                                                  年          
 
問19 差し支えなければ職名についてお答えください。 
① 看護部長・看護副部長   ② 主査・看護師長   ③ 助産師兼看護師・看護師 
 ④ その他（                       ） 
 
問20 最終卒業学校についてお答えください。 
 ① 中学校・高等学校（看護学校含む）  ② 短期大学    ③ 大学     
④ 大学院修士（博士前期）課程     ⑤ 大学院博士（後期）課程  
⑥ その他（                         ） 
 
問21 今一番したい研究、興味のある研究、文献検索、看護や医療に関する情報の入手についてご意見をお書きください。 
 
 
 
 
 
 
   
   
 
 
 
 
 
 
お忙しいところご協力ありがとうございました。 
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第 2 章 看護師の情報収集行動研究文献レビュー  
 
志茂 淳子 
 
2.1 序論 
日本においても先進諸国同様、看護師は専門職として実践と同様に研究することによっ
て看護の知識体系を改善できるとして、誰もが研究を行うことが望ましいという方向で教
育されてきている 1) 2)。その結果、現任教育の一環としての主に輪番による院内研究、院
外研修における必須科目としての研究など、職員教育の一環としても位置づけられている
3)。看護師の職能団体である社団法人日本看護協会が提唱している「看護者の倫理綱領」に
は、第 8 条に「看護者は、常に、個人の責任として継続学習による能力の維持・開発に努
める」、第 11 条に「看護者は、研究や実践を通して、専門的知識・技術の創造と開発に努
め、看護学の発展に寄与する」と謳われている 4)。また、昨今は、病院機能評価においても
「看護ケア改善のためのデータ収集・分析・活用を行っていること」が評価項目として設
けられている 5)。黒田 6）は、「看護研究」とは、学位取得を目指す研究、学部･看護基礎教
育における研究、研究機関に所属する者の研究、そして、現場に所属する者の研究という
ランクの異なる複数の研究のことを同一の用語で表現しているとしているが、本研究にお
ける「看護研究」とは、現場に所属する看護師の研究である「臨床看護研究」と定義する。 
筆者は、医療系大学図書館に勤務し、臨床現場で看護研究を行っている看護師が文献を
求めて図書館を利用している実態を経験的事実として認識している。また、同様の状況は
福澤ら 7)による看護図書館の学外利用者の利用実態についての調査報告や高橋ら 8)の看護師
の研究支援のための大学図書館の課題についての文献からもうかがえる。このような状況
の中で、看護師の情報収集行動において困難さや挫折感があることが、看護師から度々報
告されている。そこで、本稿では、看護師への研究支援における大学図書館の役割を模索
するため、大学図書館における臨床看護研究支援に関連する看護師養成教育、臨床看護研
究における現状について文献レビューを行った。 
次節では、看護師の情報収集行動に関する先行研究を紹介する。第 3 節では、我が国に
おける看護師養成課程の多様性について解説する。第 4 節では、我が国における看護研究
の歴史について述べる。第 5 節では、看護研究の困難さについての看護師からの報告を文
献レビューし、考察する。第 6 節では、臨床看護研究支援の取り組みについての看護師や
大学教員による報告を文献レビューし、大学図書館による支援の可能性を考察する。第 7
節では、Evidence-based Medicine : EBM（根拠に基づいた医療）という考え方の流れを受
けた Evidence-based Nursing : EBN（根拠に基づいた看護）における図書館の役割につい
て取り上げる。 
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2.2 看護師の情報収集行動についての先行文献 
 看護師の情報収集行動の実態について調査した先行研究がいくつかある。Lathey ら 9)は、
ニューヨーク州の専門看護師を対象に質問紙調査を行った結果、看護に関連する情報源と
しては、同僚や仲間、個人所有の図書等であり、文献検索データベースや病院図書室を利
用することは少なかったということを報告している。また、Cheryl ら 10)は、看護学生と臨
床看護師に対して質問紙調査を行い、学生の方が臨床看護師よりも図書館や文献検索デー
タベースを利用する頻度や経験値が高かったと報告している。また、イギリスにおいては、
英国看護協会（Royal college of Nursing : RCN）が行った大規模な調査 11)によると、仕事
中の医学図書館や文献データベースへのアクセスは全般的に困難であり、その改善策とし
ては、90%の看護師が、ジャーナルのフルテキストの利用と適切な情報を見つけるための専
門家からのサポートが必要と回答した。 
 日本においては、阿部ら 12)が、卒業生を対象に行った情報探索についての調査において、
大学病院勤務の看護師は図書館の利用が高く、大学以外の病院や保健所に勤務する場合は
インターネットや知人からの情報入手が多かったと報告している。また、今田 13)は、大学
病院という一定の環境におけるインターネット時代の看護師の情報収集行動を調査してい
る。 
 
2.3 我が国における看護師養成課程の多様性 
 我が国における看護教育の歴史は、1885(明治 18)年、有志共立東京看護婦教育所の設置
に始まるとされている 14)｡英国において 1860 年に設立されたナイチンゲール看護婦訓練学
校を視察した高木兼寛医師によって設立された。この頃の看護教育は、米国や英国から来
日した指導者によって教育された。1915（大正 4）年には、内務省によって、「看護婦規則」
と「私立看護婦学校講習所指定標準ノ件」が発せられたが、戦争が進むに従って入学条件
や就業年限が緩和された。 
 第 2 次世界大戦後、占領下の 1948（昭和 23）年、GHQ 公衆衛生福祉局看護課は、「保
健婦助産婦看護婦法」を制定し、看護教育制度の改革を行って、現在の看護制度の基礎を
築いた。当時としては、画期的な改革であったが、看護教育は厚生省管轄とされたことで、
多くの看護婦養成機関が各種学校の位置づけでスタートすることとなった。このことが、
現在の看護師養成課程が多様化した要因であると見なされている。 
 看護制度としては、1951（昭和 26）年に、病床数の増加に伴う看護婦不足の解消を目的
に、准看護婦制度が発足した。さらに、1964（昭和 39）年には、高等学校教育の多様化の
方針を受けて高等学校衛生看護科が多数設置され、准看護婦教育が同時に進められた。こ
のことによって、現在、准看護師養成は、中学校卒業を入学資格とする、主に３年制の高
等学校衛生看護科と、同じく中学校卒業を入学資格とする 2 年制の准看護師養成所の 2 つ
の課程がある。 
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 一方、高等学校卒業を入学資格とするいわゆる正看護師養成課程は、4 年制の大学、主に
3 年制と 2 年制の短期大学、3 年制と 2 年制の専門学校がある。看護の高等教育機関として
は、1950 年に「学校教育法」に基づく看護婦養成機関として、天使厚生短期大学が、4 年
制大学としては、1952 年に高知女子大学家政学部看護学科が設置された。3 年制短期大学
が徐々に増加していく一方、4 年制大学は 1990 年までは 11 校であった。その後、1992 年
に｢看護婦等の人材確保の促進に関する法律｣が制定され、これに基づいて策定された基本
方針を受けて、自治省が看護系大学、短期大学を整備する場合の財政支援措置を行う旨の
通知を出したことが地方自治体の看護系大学設置推進の引き金となり、2006 年度の看護系
大学数は厚生労働省管轄の国立看護大学校を除いて 145 校となっている 15)。このような看
護基礎教育の多様性を保健師助産師看護師国家試験受験までのフローチャート 16)を用いて
図 1 に示し、看護基礎教育の課程別特徴 17)を表 1 に、2006 年 4 月現在の看護基礎教育の課
程別学校数を表 2 に示した。看護基礎教育における高等教育化が進んでいるとは言え、高
等教育機関の看護師養成機関における割合は 18%に過ぎず、定員数からしても約 25%に過
ぎない。今現在においても臨床現場に就職する看護師の 75%は、専門学校等の養成所卒業
生であることがわかる。 
さらに、このような流れの中で、看護系学会の設立も要因となり、看護学の研究機関と
して看護研究者の育成を行う大学院教育が開始され、1979 年、我が国で最初に千葉大学大
学院修士課程看護学研究科が開設された。その後、1988 年に聖路加看護大学に博士課程が
開設された。2006 年度の大学院は、修士（博士前期）課程 88 校、博士（後期） 課程 38
校となっている 15)。 
 
日本看護協会 HP（http://www.nurse-center.net/NCCS/do/SM060201_Init?action=10）より抜粋 
 
図 1 看護師養成課程の多様性：国家試験受験までのフローチャート 
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表 1 大学、短期大学、看護専門学校の特徴 
 
日本看護協会 HP（http://www.nurse-center.net/NCCS/do/SM060101_Init?page=SM060101_003.html）より抜粋 
 
表 2 看護基礎教育課程別学校数         2006 年 4 月現在 単位：校 
3 年課程 2 年課程 
大学 短大 養成所 小計 短大 
高校 
専攻科
養成所 小計 
高校・専
攻科 5 年
一貫 
合計 
146 45 510 701 5 44 260 309 67 1077 
文献 15 「平成 18 年看護関係統計資料集」日本看護協会出版会編より作成 
 
2.4 我が国における看護研究の歴史 
 1950 年前後は、看護研究の胎動期とされ、1946 年の日本看護協会設立、機関誌「看護」
の創刊を経て、1952 年、現在の日本看護学会の前身である看護研究学会（日本看護協会主
催）が開催されたことが、日本の看護研究が公に発表されるようになった始まりとされる
18)。1950 年ごろは、わが国最初の看護の高等教育機関の開設された時期である。1951 年に
公布された保健婦助産婦看護婦学校養成所指定規則のカリキュラムでは、保健婦養成所、
助産婦養成所の学科課程の中に研究という授業科目が組み込まれていた。その後、現在の
日本看護学会の第 1 回が 1967 年に開催された。これは、戦後のいわゆる新制度の看護教育
による看護婦の誕生とほぼ一致している。1968 年には雑誌｢看護研究｣が創刊し、指定規則
の改正によるいわゆる「新カリキュラム」では、看護学の独自の体系化が行われ、看護学
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の中に研究が位置づけられたことと、偶然ではあろうが一致している。この年、日本看護
学会と平行して開催されていた第 17 回看護研究学会（1972 年に終回）の特別講演は、「最
近の看護研究の趨勢」であり、1962 年から 1967 年までの 5 年間の看護研究論文を分析し、
臨床看護研究が少なかったことや少ない共同研究の中で最も多かったのは医師との共同研
究であったことが報告された。吉武 18)によると、この 1968 年は、日本の看護研究の創生期
の始まりである。1970 年には、日本看護学教育学会の前身である全国看護教育研究会が発
足し、1971 年に開催された第 1 回看護研究セミナーは、アメリカの大学から看護学者を招
いて看護師を対象に有料で開催され、日本における「看護研究」の本格的な幕開けとして
象徴的な意味を持っていた。その後、1975 年に日本看護研究学会の前身である四大学看護
学研究会が、1981 年に日本看護科学学会が発足した。続いて、各専門分野の学会や研究会
が次々に誕生した。大串 19)によると、1990 年前後は、看護研究の変化期であるとし、研究
者層の構造的変化、研究内容の多様化、学会の学術性向上を特徴としている。この背景に
は、看護基礎教育の高等教育化、大学院修士課程および博士課程の開設による研究者養成
の成果などがあげられ、臨床と教育との乖離が指摘されはじめた時期でもある。 
 以上を、表 3 に年表としてまとめた。日本における看護研究は、戦後の看護制度改革に
よる看護教育の変遷とともに発展してきたと言えよう。 
 
表 3 我が国における看護研究の歴史
 
 
2.5 看護研究の困難さについての報告 
 看護師の情報収集行動において困難さや挫折感があることが、看護師から度々報告され
1950年前後：胎動期 
1970年前後：創生期 
1990年頃：変化期 
1951年 カリキュラムでは、保健婦･助産婦養成課程の授業科目に「研究」 
1952年 第1回看護研究学会（日本看護学会の前身）開催 
       高知女子大学家政学部看護学科設置 
新制度の看護教育による看護婦の誕生 
1967年 第1回日本看護学会開催 
1968年 雑誌｢看護研究｣創刊 
       「新カリキュラム」看護婦養成課程の授業科目に「研究」 
1971年 第1回看護研究セミナー開催 
1978年 日本看護研究学会発足 
1979年 千葉大学大学院修士課程看護学研究科開設 
1981年 日本看護科学学会発足 
1990年頃 研究者層の構造的変化、研究内容の多様化、 
       学会の学術性向上 → 臨床と教育との乖離が指摘 
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ている。 
祖父江 20)は、臨床看護研究における問題とその解決策について文献レビューを行ってい
る。臨床看護研究の諸問題としては、「研究時間の不足」、「文献検討の不足と文献検索の不
備」、「研究過程における問題」、「研究指導者の不足」があり、「文献検討の不足｣は、院内
研究論文の大きな問題として常に指摘されており、「文献検討の方法がわからない」「文献
検索の方法がわからない」「身近に文献がない」という 3 つの問題が混在しており、その原
因は文献利用に関する学習機会の不足にあるとしている。このことを踏まえて、祖父江の
レビュー以後の看護研究の困難さや阻害要因について、主に文献検索を中心に、図書館が
介入し得る視点でのレビューを時系列に行った。 
南沢ら 21)は、日本看護科学学会参加者を対象に臨床看護研究の経験と困難要因について
質問紙調査を行った。研究環境として、図書･文献入手について尋ねたところ、「容易でな
い」と回答した者は 62.9％であった。ただし、研究のための改善事項としてこれらを上げ
た者は少数であったと報告している。このことは、図書･文献入手環境が整っていないにも
かかわらず、改善事項として要望が少なかったのは、それよりも優先すべき要因が他にあ
ると考えることもできるが、看護基礎教育において研究における図書･文献の重要性を理解
するための機会がなかったと考えることも可能である。複数回答可能であったのか、自由
記述項目であったかなど明らかにされていないので判断しがたい。原ら 22)は、臨床看護者
の研究性認識について質問紙調査を行った結果、臨床看護者の多くは、臨床看護研究の意
義について認識しており、研究を推進していくためにはテーマの絞込みについての身近な
指導者による支援が必要としている。その中で、疑問の解決姿勢について、「文献を調べる」
という行動に結びつきにくいのは、文献収集の困難さが影響していると考察している。林
23)の調査によると、対象とした大学病院看護師と県看護協会ファーストレベル研修受講者に
おいては、文献検索や文献入手について 60％の者が不満と回答しており、看護大学生より
もファーストレベル研修者の方が不満と回答する者が有意に高かった。文献検索の困難さ
は看護研究の阻害因子の１つであるとし、研究スペースの確保とともに、文献検索･入手の
便宜についての改善要望が上げられた。また、佐々木ら 24)は、福井県内の 4 総合病院に勤
務している看護研究経験者を対象に、研究経験、研究認識、研究環境、困難状況等につい
て質問紙調査を行った。研究環境としての図書･文献入手については、「容易でない」が
76.1％であった。入手方法は｢図書館･図書室｣が 88.8％と最も高かった。看護研究に対する
改善要望事項として、「図書･文献の入手」は、「適切な指導者の確保」、「時間の確保」に次
いで、89.4％が回答した第 3 位の要望事項であった。堀 25)は、県内 100 床以上の病院の看
護部教育担当者各 1 名を対象に看護研究活動等について質問紙調査を実施したところ、研
究活動を進めるにあたって問題と感じていることとして、「時間の確保」、「指導者の問題」
「勤務時間の調整」に次いで、「文献検索のための設備」が上げられた。また、中谷ら 26)
は、院内研究活動を活性化するために必要な教育体制として、｢文献が入手できる図書室整
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備｣と回答した看護師が 45.4%であったと報告している。遠藤ら 27)は、臨床看護師が看護研
究を困難と感じる要因の 1 つとして、文献検索と文献の論理的解釈の段階に研究に関する
専門的知識を持つ指導者の関わりの欠如があると述べている。龍野 28)は、精神科領域の看
護研究に対する困難感についての質問紙調査を実施した。困難感には、「時間の確保」、「指
導者の確保」、「対人関係」があげられた。「文献の入手方法、活用方法」については、職位
別に役職を持たないスタッフのなかで比較的多く挙げられた。浅沼ら 29)は、看護師の研究
実施環境の実態を調査し、看護研究体験や研究継続意志との関連性について明らかにして
いる。南沢ら 21)の先行研究と比較して、図書・文献の入手が「容易でない」と回答したの
は全体の 86.3％とやや高く、入手先がインターネットと回答した者が先行研究 5％に対し
て 41％であったことから、インターネット時代の文献検索においては、パソコンを有効利
用できるような助言指導による効果が期待されるとしている。また、研究に対する動機付
けの高い対象者は、図書・文献の入手と分析結果の読み方について困難さを感じており、
この点についての適切な助言、指導が必要としている。 
このように、看護研究の困難さの要因としては、主として、①時間②指導者③文献入手
環境④研究設備⑤資金⑥研究についての認識・知識という 6 つの環境の欠如が報告されて
いる。臨床看護研究においては、時間や研究設備、資金という看護職全体にとって現時点
では普遍的な困難さの共通の外的要因が背景としてある中で、文献入手環境としては、図
書館（図書室）や文献検索データベースなどの二次資料および図書や雑誌といった一次資
料の整備というハード面での欠如に加え、特に研究初心者にとっては文献検索と文献検討
についての専門的知識を備えた指導者による支援というソフト面での欠如が存在し、研究
全般における指導者の欠如という阻害要因にも密接に関係していることが明らかになった。 
 
2.6 臨床看護研究支援の取り組みについての報告 
 病院施設や大学教員による臨床看護研究支援の取り組みの現状について文献レビューし、
現状把握を行った。 
 病院を主体とした取り組みについては、委員会や研究会などの支援組織を設置した事例
が報告されている。例えば、小野ら 30)や澄川ら 31) による、看護研究推進委員会の設置、研
究に対する拒否的な認識を変化させるための看護研究相談会の実施、各部署への看護研究
協力委員の配置、研究の過程にあわせた研修会の開催などにより、外部講師との連携によ
る指導、研究者個人への業務時間中の直接支援など、組織的な取り組みがその他にも報告
されている。また、秦 32)による、専門看護師を志す院生の実習生受け入れによる、研究に
ついての学習機会の提供、佐藤 33)や米田 34) による、専門看護師としての臨床看護研究支援
における役割と実際についてなどが報告されている。その他に、木下 35)による、文献入手
環境の整備として、文献検索に必要な環境の整備とともに、図書館司書による文献検索法
の講習会開催についての事例が報告されており、文献検索についてのハード、ソフト両面
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での支援が必要であるとしている。 
 大学教員が主体の文献においては、外部講師としての研究プロセスの指導が様々な形で
行われていることが事例として報告されている。大串 19)は、研究支援体制のあり方として、
業務の中に研究活動を位置づけるという環境条件の整備、研究を継続して指導できる委員
会の組織化と研究指導の職務として位置づけ、指導者の育成としての部外研修プログラム
や社会人入学制度の活用、教育研究機関との連携による共同研究の実施などによる指導体
制の整備などを、国際看護婦協会看護研究開発の指針を示し、提案している。塩飽 36)は、
大学教員として臨床看護研究についてサポートする立場で、臨床現場と教育研究機関との
コラボレーションの必要性を提言し、その方法のひとつとして、教育研究機関に整備され
ている、文献検索や統計処理に不可欠なコンピュータやソフトウェアなどの機材を共同利
用し、実際の使用方法についての講習会を企画運営していくことが必要としている。堀ら
37)は、短期大学附置施設としての看護研究施設に対する要望や期待を調査した結果、看護研
究に関する公開講座の実施、施設や図書館等の関連施設の活用への期待が明らかとなり、
臨床看護と看護教育の連携の必要性を示唆した。樋口ら 38)は、病院の外部講師として、看
護研究における基本的知識についての研修会等の実施、個別指導･相談の実際について事例
を報告している。井上ら 39)の「臨床看護研究に今求められるもの」という特集記事におい
て、臨床看護研究においては人材育成と能力開発が必要として、いくつかの立場での臨床
看護研究支援について述べている。そのなかで黒田 40)は、臨床看護実践の場における研究
的な活動を育む環境が必要であり、臨床実践で生じる些細な疑問を取り上げ追及していく
ことを奨励し、実践報告を行っていくことができる環境と、図書や雑誌の購入をはじめ、
近隣の図書館情報の紹介、文献検索サービスや書店の情報などの、情報へアクセスしよう
と思える環境、研究的な活動を経験･学習する機会が必要であるとしている。そして、操 41)
は、聖路加国際病院臨床実践研究推進センターの看護リサーチ主任として、医療者の臨床
研究を支援する立場で、臨床看護研究プロセスに求められる能力について解説し、文献検
索においては図書館司書に援助を求めることが得策としている。まずは研究とそのプロセ
スを学ぶことが重要であり、研究指導、研究支援は、支援を求めている臨床ナースの準備
状態に応じて実践しなければならないとしている。そして、研究成果を作り上げることは、
EBN の展開の一部にすぎず、その成果を活用し、効果を評価するというプロセスが質の高
い医療、看護の提供へとつながると説いている。 
 このように、臨床看護研究においては人材育成と能力開発が必要として、病院、大学教
員双方が、臨床機関と教育機関との連携の必要性を認識しており、外部指導者や共同研究
者としての人材の活用、研究施設や図書館などの教育施設の利用について双方から提案さ
れている。これらは、教育機関にとっても実習生の受入、臨床研究フィールドの確保など
がメリットとなり、看護教育の高等教育化により、教育機関の役割としてもその方向で進
んでいくことが示唆された。 
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2.7 EBN（Evidence-based Nursing）と看護研究 
 Evidence-based Medicine（以下、EBM）は、Sackett42)らによって、「the conscientious, 
explicit and judicious use of current best evidence in making decisions about the care of 
indivisual patients」と定義され、久繁 43)により、「個々の患者の医療判断の決定に、最新
で最善な根拠を良心的かつ明確に、思慮深く利用することである」と邦訳されている。我
が国においては、厚生省「医療技術評価推進検討会」44)において、「根拠に基づく医療」と
訳し、「診ている患者の臨床上の疑問点に関して、医師が関連文献等を検索し、それらを批
判的に吟味したうえで臨床判断を下し、専門技能を活用して医療を行うこと」と定義して
いる。この考え方が保健医療の各領域に広まり、看護の領域においても、Evidence-based 
Nursing（以下、EBN）として広まってきた。さらに領域を限定しない考え方として、
Evidence-based practice : EBP（根拠に基づいた実践）が使われている。 
小山 45)は、EBN とは、「患者ケアをするうえで、その患者にとって現時点で得られる最
善のエビデンスを、看護の専門的知識を用いて判断し、良心的にそして思慮深く使ってい
くこと」と定義し、「EBN は決してエビデンスだけを重視するのではなく、その時代の最
善のエビデンス（研究成果）をケアの意思決定の一要素として利用し、患者にとって最善
のケアを提供することを目的としている」と解説しており、看護においては、「看護の複雑
性をどのように客観化できるかの努力を行うことにより、看護のエビデンスを作っていく
ことにつながる」としている。また、黒田 46)らは、EBN の実践として、特定の看護行為に
対する既存の研究成果を探し出し、そのなかから最も信頼できる根拠を把握するためには、
特定の看護行為の既存の研究成果として数多く報告されていなければならないが、看護に
は、客観的な臨床データのみで明らかにすることのできない無限の患者反応、あるいは現
象が存在していることから、できる限り可能な方法を見つけ出してエビデンスを作ってい
かなければ前進は望めないとしている。つまり、我が国における EBN では、研究成果の量
的な充実（生産）なくしてエビデンスとしての研究成果の探索（消費）なしということで
あろう。したがって、EBN の実践のためには､既存の研究成果を系統的に探すことと、他
方で、研究を行うことによって既存の研究成果としての質の高いエビデンスを作ることと
いう、生産と消費の枠組みが必要であると言えよう。 
 このように EBN を捉えるならば、本章前節までの、臨床看護研究に関する様々な要因を
背景に、消費としての EBN 実践における、現時点で得られる最善のエビデンスとしての研
究成果や情報をさがすというプロセスにおいて、また、生産としてのエビデンスをつくる
研究における、先行研究や参考文献等の研究成果や情報をさがすというプロセスにおいて、
看護師に対する図書館による支援という重大な役割が存在すると考えられる。第 1 章の冒
頭でも述べたが、看護研究は研究者のみが行っているのではなく、実務家である看護師も
臨床看護研究という形で担い手となっている。しかしながら、EBN 実践の担い手は実務家
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としての看護師であり、看護研究全般においては、医学とは異なり、臨床と教育の乖離が
指摘されていることから、特定の看護行為の研究成果を生産するという意味でも看護師の
役割が大きいと考える。したがって、EBN においては、図書館にとっては特に看護師への
文献検索の支援に対する重要性が存在すると言えよう。 
実際に、英国における急性期病棟を対象とした調査 47)では、evidence-based practice を
行う際の組織的な問題の一つに、エビデンスへのアクセスの難しさと情報源の制約が障壁
となることが報告されている。米国の Klem48)らは、学生への EBP 教育におけるヘルスサ
イエンス図書館員とのコラボレーションが有効であることを報告しており、米国の Levin49)
は、看護大学教員として病院看護師に EBP についての指導をする立場から、オンラインデ
ータベースにアクセスしたことのない看護師に対して最善のエビデンスを見つけるための
検索についての指導に時間を費やすよりも、オンラインデータベースやヘルスサイエンス
図書館員を有している大学組織や病院組織と連携すべきではないかと提言している。この
ことから、米国においてはヘルスサイエンス図書館員の EBP における役割について社会的
に認知されつつあると言えよう。 
 
2.8 結論 
大学図書館における臨床看護研究支援に関連する看護師養成教育、臨床看護研究におけ
る現状について文献レビューを中心に述べた。 
我が国における看護師養成課程は、社会の変化と歴史の中で、非常に多様化している。
1885 年、有志共立東京看護婦教育所の設置により始まったと言われる看護婦養成教育は、
第二次世界大戦後の GHQ による看護教育制度の改革により、養成所が各種学校の位置づけ
となったことが要因となり、その後の准看護婦制度の発足や短期大学および大学の設置等、
看護婦不足や 18 歳人口の減少などを背景とした時代の流れに即した政策により、近年は看
護系大学および大学院の設置が相次いでいる。このような状況の中で、看護における研究
も変化をたどってきた。そこで、我が国における看護研究の歴史について述べた。日本に
おける看護研究は、戦後の看護制度改革による看護教育の変遷とともに発展してきたこと
を整理した。次に、看護研究の困難さについての看護師からの報告を文献レビューし、考
察した。臨床看護研究においては、時間や研究設備、資金という看護職全体にとって現時
点では普遍的な困難さの共通の外的要因が背景としてある中で、文献入手環境としては、
図書館（図書室）や文献検索データベースなどの二次資料および図書や雑誌といった一次
資料の整備というハード面での欠如に加え、特に研究初心者にとっては文献検索と文献検
討についての専門的知識を備えた指導者による支援というソフト面での欠如が存在し、研
究全般における指導者の欠如という阻害要因にも密接に関係していることが明らかになっ
た。このように看護師の看護研究における困難さの要因を分析し、さらに、臨床看護研究
支援の取り組みについての看護師や大学教員による報告を文献レビューし、大学図書館に
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よる支援の可能性を考察した。臨床看護研究においては人材育成と能力開発が必要として、
病院、大学教員双方が、臨床機関と教育機関との連携の必要性を認識しており、外部指導
者や共同研究者としての人材の活用、研究施設や図書館などの教育施設の利用について双
方から提案されている。これらは、看護教育の高等教育化により、教育機関の役割として
もその方向で進んでおり、大学図書館もその役割を担うべきことが示唆された。最後に、
EBMの流れを受けたEvidence-based Nursingにおける図書館の役割について取り上げた。
EBN 実践においては、エビデンスの消費と生産という視点から、EBN を実践する看護師
に対しての図書館による支援に大きな役割が存在することを論証した。 
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第Ⅱ部 患者図書室の実態と課題・今後 
第３章 日本における患者図書室の実態－事例を中心に－ 
 
杉本 節子1 
 
0．はじめに 
本報告書は、大阪市立大学医学部医学情報センターで開かれた「公開シンポジウムこれ
からの医療情報を考える！－患者図書室/患者情報室」のさらなる発展をめざして－」1のシ
ンポジウムと同公開シンポジウム報告書（それぞれ以下、「公開シンポジウム」、「公開シン
ポジウム報告書」という。）をもとにした事例報告である。 
本報告書は＜報告＞と＜資料編＞からなる。 
患者図書室は、患者情報室、患者情報館といろいろな名称があるが、ここでは、総称し
て「患者図書室」とする。また、今回の実態報告は、患者が病院に対して求めている内容
や、患者図書室へのニーズなどに重点をおいている。したがって、患者図書室の開館時間、
スタッフの人数、予算、施設等は対象としていない。 
また、ここで紹介する“いいなステーション”（代表：和田ちひろ氏）の事例は、2005
年に市民・患者向けに健康・医療関連資料を提供している患者図書室（59 施設）を対象と
して扱った調査（有効回答 44、回答率 74.6%）の回答による調査報告を記載した、「公開シ
ンポジウム報告書」によった。 
また、＜資料編＞では、「公開シンポジウム」の事例（京都南病院、高知医療センタ 「ーな
るほどライブラリ」、東京女子医科大学「からだ情報館」他）、闘病記文庫（健康情報棚プ
ロジェクト）、大阪の患者図書室の実態の事例、医療情報が入手できる施設一覧が記載され
ている“いいなステーション”のホームページなどを紹介した。 
 
＜報告＞  
１．患者図書室について 
 いわゆる「患者図書館」は結核療養所内の図書室が、長い療養生活をサナトリウムや病
院で送らなければならない人々の慰安を図る病院の施設として開設されたのが最初と言わ
れている。また、呉秀三氏（1865-1832）は、精神療法で、読書療法は遺散療法2 に属し、
病気に対する概念を他に移すために、精神的嗜好によって病人の情緒を満足させ、精神的
過労を満足させる」と述べている。 
その当時は患者図書館という名称はなく、欧米でも医学図書館（大学、病院の医療従事
者が利用する図書館を総称して医学図書館と言っていた。）と病院図書館（入院患者を対象
とする図書館）の 2 種類しかなかった。 
                                                  
1  大阪市立大学大学院創造都市研究科大学院後期博士課程 
- 64 - 
現在は、当時に比べると、何年も入院生活を送る患者は少なくなってきているが、多く
の患者は、数週間から数か月間、病院で生活することになる。入院中、患者は快適に入院
生活を送れるようにするために、病院に何を求めているのであろうか。また、これから治
療を受けようとする患者、一般市民は病院や医療情報に対して何を求めているのであろう
か。をまず考えてみよう。 
 
２． 患者は、治療以外に病院に何を求めているか。 
入院患者或いはこれから治療を受けようとする患者は、治療以外に病院に何か求めてい
るものはあるのか？ 
入院患者は病気の治療や手術のために入院している。患者には、小児もいれば老人もい
る。入院の目的は、治療が第一である。しかし、何ヶ月間も病院の中で治療を受け続ける
入院患者は病院内で生活をすることとなる。 
医療者（医師、看護師、検査技師、レントゲン技師、薬剤師等）と入院患者という、治
療を行うものと治療を受けるもの関係の中で、あるいは同室等の入院患者同士の環境の中
で患者は入院生活を過ごすのである。患者の病院に対する要望内容を考えてみよう。 
 
2.1 医療情報 
医療情報には、いろいろの段階に応じて必要とする要求が変わってくる。ここでは、そ
の段階に応じて必要とする医療情報について考えてみる。 
(1) 医療関連情報（入院前） 
①病院情報 
自分に適した医療機関はどこにあるのか。病院の診療内容の種類、診療の特徴、院長の
経歴、どういう医師がいるか、場所はどこにあるのか、診療時間はどうかなど、病院情報
は患者にとって、最も入手したい情報である。 
②初心者向けの病気情報 
入院前、これから病院にかかろうとする市民は、こういう症状だけれど、どんな病気か？ 
と心配になり、初心者用の病気の本や病気に関する詳しい資料などがほしいという要望が 
出てくる。 
(2) カルテ情報（診療中）→カルテ開示 
自らの診療情報を開示してほしい。カルテに書いている内容と、医師の説明が同じかを 
知りたい。さらに、カルテ情報は、患者にする医師の説明より詳しい情報が書かれていな
いかなど、カルテを見たいという要望が加わる。 
(3) 医学知識（診療中） 
自分の受けている治療はどのような効果があるか？最善の治療なのかどうか？         
薬の副作用はないか？など、患者は実際に診療を受けている内容の医学知識を求めるよう
になる。治療への不安のために、医学書も読みたいという要望も出てくる。 
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2.2 生活の場 
入院患者は病院の中で、数週間から数ヶ月間生活をしている。大きな病院は一つの街で 
ある。したがって、患者は美容室、喫茶店、食道、コンビニエンスストア等、アメニティ
豊かな生活の場を病院に求めるようになる。病院は、治療を受けている場と同時に生活の
場であってほしいという要望が出てくる。 
 
2.3 安らぎの場 
病院は、生活の場と共に安らぎの場でなければならない。患者、家族共が安心して 
入院できるような環境がほしいという要望が生まれる。 
 
2.4 患者のコミュニケーションの場（患者の憩いの場） 
病気になると、入院中でも他の人たちとのコミュニケーションの場（患者の憩いの場）
へのニーズが高まる。どのような医療セミナーがあるか知りたいし、病気や治療に対して、
もっと詳しく勉強したいという気持ちが出てくる。 
また、人との繋がりの場についても考える。患者は病院にいる限り、患者である。医療
者と患者という関係である。その日常から離れたいときがある。院内をぶらぶらしたり、
コンビニエンスストアに行ったり、図書やパンフレットを見たり、患者図書室のスタッフ
とも何気ない会話を交わしたい時がある。 
  
３． 患者の要求(ニーズ)に対し、現在の病院はどこまで満足させることができるか。 
 患者が上記２で望んでいる医療情報提供や生活の場、安らぎの場などの要求を病院側は、
どの程度満たすことができるかを考える。 
 
3.1 医療情報提供 
患者の医療情報提供の要求については、病院や患者図書室、第三者機関の情報、インタ
ーネット情報、パンフレット、書店情報でなどで、入手可能である。特にホームページに
情報発信している医療情報は、医療界即ち、病院、医師会や非営利機関（健保連、福祉医
療機構等）、地方自治体、民間機関など様々なものがある。また、書籍についても、病院や
名医を紹介する書物が数多く出版されている。 
(1) 病院情報 
病院情報を知りたいというニーズを満たすことができるようになったのは、平成 14 年 3
月に「医療法」で病院の広告規制、医薬品の広告規制が緩和されてからである3。広告規制
が緩和されてから、病院や第三者機関が、病院情報、薬の情報をインターネット上で公開
するようになり、また、情報化の進展で、患者や市民はインターネットを通じて自由に多
くの医療情報を入手できるようになった。患者や市民は Web を調べて、自由に病院や医師
を選択できるようになった。 
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(2) カルテ（診療情報）の開示 
以前は医療関係者の守秘義務があり、カルテの開示は行われていなかったが、個人情報 
の保護に関する法律4によって、患者自身が情報を自分でコントロールできるようになった。
カルテは患者のものという考え方であり、カルテ情報については、どの病院でも患者が 
必要とする時にいつでも開示できるようになった。 
(3)「医学知識」 
 医学知識には、病気の解説の図書が多数発行されており、医薬品に対する情報は、電子 
情報でいつでもインターネットから閲覧できる。また、診療や治療法に関する方法や診療 
ガイドラインの情報もインターネット、書籍、製薬会社や医師などが書いたパンフレット 
やリーフレットで入手できるようになった。 
 
3.2 生活の場 
 生活の場として、今までも食道、理髪店、売店はあったが、新しく改築される病院は、
さらに一歩進めた、町と同じようなレストラン、喫茶店、コンビニエンスストア、ヘア―
サロン、書店が揃っているアメニティ豊かな、生活の場としての病院が建設されつつある。 
 
3.3 安らぎの場の提供（入院中の家族が泊まれるハウス） 
入院患者が小児の場合、病室のそばに居てやりたいという母の願いのもとに、宿泊施設
を用意している病院がある。たとえば、マクドナルド・ハウスというものがあるが、患者
の家族のための宿泊施設で、入院中の子供の家族の宿泊施設でホテルではなくハウスであ
る。世界中に 250 以上あり、ボランティアで運営している。日本でも、マクドナルド・ハ
ウス5が、2005 年 3 月、西日本初、国内 3 号目の「ドナルド・マクドナルド･ハウス こう
ち」が高知医療センターの向かいに建設され、“四国の豊かな自然の中で、子どもや家族が
安心して過せる“我が家のようにくつろげる第２の家”を目指している。ハウスのベッドルー
ムは全部で 16 室。 その内 4 室はベッドが 4 台入る広めの部屋となっているので大家族で
の滞在も可能。その他、東京、大阪、栃木県など全国に 5 か所ある。 
このように、患者や家族にとって入院生活が快適に過ごしたいという要望に対し、病院
や社会が支援するような態勢ができつつある。 
 
3.4 コミュニケーションの場（患者の憩いの場） 
 病院に参入している町で人気のある喫茶店やコンビニエンスストアが病院内にも増えて
きている。患者はアメニティ豊かな院内をぶらぶらしたり、ヘヤーサロンやコンビニエン
スストアに行ったりできるような態勢が出来つつある6。 
 
４. 患者向けの医療情報はどうあるべきか。 
患者向けの医療情報はインターネットを始め、書店、患者図書室で入手できるが、患者 
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向けの医療情報はどうあるべきかポイントを整理しよう。 
(1)正確 
間違った情報ではなく、正確な情報が必要である。 
(2)分かりやすい 
患者、市民には、分かりやすい情報が必要である。イラストがあり、初心者にも分かり
やすく書いている情報が必要とされる。 
(3)患者の視点で書かれていること 
どうすれば情報が入手できるか、コストはかかるのか、さらに詳しい情報はどこにある
のかなどの情報も必要である。情報形態は、図書、雑誌、新聞、インターネット上の電子
情報、ビデオ、DVD，放送、人によるコミュニケーション（患者会の役割もある）など患者
の視点で書かれていることが大切である。 
 
５．患者図書室   
   自分の病気に関する情報入手は、患者にとって一番の関心事である。入院が長くなれば、 
病気に対して、より詳しく知りたいと思ったり、患者会の情報を知りたいと思ったりする。 
患者図書室の使命は、患者が自分の病気に対して、前向きに立ち向かい、積極的な入院 
生活や治療を行えるように支援することであろう。患者から要求のある資料は、選定基準
を満たしていれば、患者図書室が備える医療情報以外に、可能な限り揃えるように努力す
る必要がある。また、購入できなければ、他の機関から相互利用などで取り寄せて、患者
の情報要求ニーズに応えることが必要である。この場合の費用は現在のところ、患者の負
担になることなど、前もって利用のルールを患者に知らせてトラブルがないようにしなけ
ればならない。 
また、患者が求めているのは医療情報提供の場としてだけでなく、前述の患者のコミュ
ニケーションの場、患者の憩いの場としても患者図書室が役立つことができるよう、図書
の内容、インターネットが利用できる情報機器の配置、ＡＶ資料やＤＶＤ資料を視聴でき
る機器の設置、テーブルの配置など、図書だけでなくアメニティ豊かなレイアウトとなる
ように心がけることが必要である。また、患者や市民が患者図書室を利用しやすい環境と
なるように整え、患者の要望に常に耳を傾けることができるよう日頃の図書館員の姿勢、
目配りが大切であると考える。 
 
５.1 患者図書館に揃えている資料・機器 
 患者図書室は、“いいなステーション”の調査7や「公開シンポジウム報告書」の内容によ
ると、現状は、次のような資料をそろえている。   
(1)  資料（ビデオ・DVD を含む） 
・一般向け医学書 
   ・闘病記 
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   ・一般書 
   ・患者会資料（患者会が出している冊子を含む） 
   ・診療ガイドライン 
   ・専門情報の提供（健康図書・専門書） 
   ・リハビリや治療法についてのビデオ等 
  ・医療相談情報 
(2) 機器 
  ・インターネット環境のあるパソコン設備 
  ・ビデオ・DVD が見ることができる機器 
(3) テーブルと椅子 
 患者用としては、アメニティ豊かに、資料が読めて、リラックスもできるようなテーブ 
ル、椅子の配置を考える。また、患者の家族が病気のことなど専門書を調べたりする際、 
勉強できるようなテーブルや椅子の配置も必要である。 
 
5.2 患者図書室に備える資料の選書の基準 
“いいなステーション”の調査結果8からみる患者図書室は、ボランティアを中心に運営
しているところが多く、図書選定委員会などを作っている患者図書室は少ない。また、現
状では、患者図書室にとって、選定基準があっても実行はむずかしいことを指摘している。 
(1) 選書基準 
患者図書室に備える資料の選定基準については、患者図書室の特徴から考えると、次の
選定基準が望ましいとしている。 
① 古い医学書は取り扱わない。（刊行・再版から 2～3年以内という意見と 5年以内と
に調査結果が分かれていた。） 
② 宗教的色彩のものは取り扱わない。 
③ 医学生、看護師用教科書以上のレベルを置く。 
④ 自院の治療に合致しないものは控えることもある。一方、疾患治療法について複 
数載っているものを置くという意見もあった。 
⑤ 闘病記は積極的には置かない。 
⑥ 診断・治療法の理論が確立した信頼できる内容であること。 
⑦ 定評のある学会や著者の著作であること。 
⑧ 医学専門の出版社・医療者向けの本（診療ガイドラインなど） 
⑨ 商品やサービスの宣伝を含まないもの。 
⑩ 民間療法などは受け入れない。 
(2) 置くにふさわしくない理由 
① 商品やサービスの宣伝的色彩が強い 
② 出版された年月が古い 
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③ 医学的な根拠が希薄 
(3)分かりやすい医学書コーナーの例（図１参照） 
分かりやすい医学書
 
 
なお、闘病記については、闘病記文庫（健康情報棚プロジェクト：代表 石井保志）に
ついて＜資料編＞で詳しく述べた。 
 
６．今後の課題と展望 
 医療法、病院機能評価など、病院を取り巻く環境は、日々刻々と変わってきている。医
療従事者中心の診療体制から、患者の意見も診療に取り入れるような体制に変わりつつあ
る。また、インフォームド・コンセントにより、患者は自分の病気を医師から告知される
ようになった 
現在、患者は、自分の病気について、研究するようになった。自分のカルテを自由に閲
覧できるようになったことで、自分の病気に対する姿勢に変化が訪れつつあるように思わ
れる。患者は、セカンド・オピニオンの利用や、第三者機関から発信される公平な医療情
報、薬の情報、診療情報、患者・一般市民用向けにやさしく書かれたわかりやすい啓蒙書
など、自由にインターネットを通じて、あるいは書店や患者図書室で利用できるようにな
り、患者を取り巻く情報提供環境も整備されつつある。 
 一方、病院側も入院患者が快適に過ごせるアメニティ豊かな病院に少しずつ生まれ変わ
りつつある。最新の病院施設には、喫茶店、レストランからコンビニエンスストアまで日
常、生活している場所と同じレベル、あるいはそれ以上のアメニティ豊かな快適空間が整
備されている病院がある。こうした最新医療機関が設置する患者図書室に、情報機器の環
境はもとより利用しやすいアメニティ豊かな生活環境の提供をも行う病院が出現している。 
患者が身近に利用できる患者図書室の充実や患者が必要とする資料・情報の入手に対し
て、患者図書室は、公共図書館や大学や病院の医学図書館と連携して患者の必要とする資
料を提供する動きがある。その結果、患者の多くのニーズを反映した病院運営が可能とな
り、今後は一層、患者にとって望ましい患者図書室が数多くできることが期待される。 
 
図１ 分かりやすい医学書 
高知医療センターには「わかりやすい医学書 コー
ナー」がある。 
橋田圭介「行為医療センター「なるほどライブラリ」
『公開シンポジウム報告書』p.27 から引用 
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＜資料編＞ 
資料編は、主に大阪市立大学創造都市研究科で開かれた「公開シンポジウム」「公開シン
ポジウム報告書」からまとめている。 
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１. 患者図書室の使命(役割)とは 
(1) 京都南病院（司書の立場から：司書 山眞真知子氏） 
京都南病院は 1970 年に図書室内の医学書を一般公開し、院内の患者さんへの医療情報提
供を全国に先駆けて始められ、現在に至っている。この経験から、患者図書館の使命とし
て次のことを挙げている。 
① 医療スタッフへの医学専門情報の提供と研究支援、 
② 治療チームの一員ついての患者への医療情報の提供と読書サービスと読書療法 
③ 医療スタッフと患者のコミュニケーションの場としての役割 
④ 地域社会の一員としての地域住民 
⑤ 一般市民への医学・医療情報の提供と発信 
 
(2）京都南病院図書室（医師の立場から：医師 戸津崎茂雄氏） 
京都南病院の元病院長である戸津崎氏は、京都南病院図書室の図書委員会の議論を紹介
次のように紹介している。 
 
① 「利用したい」と言う患者さんの希望には応じるべき 
② 医学専門書を開放できないのは、我々自身がパターナリズム的思考から脱却できて
いないからではないか。 
③ 利用者のプライバシーを守るため、自由に閲覧できるようにすべき。 
④ 患者が自由に専門書も見ることができるようにする。 
⑤ 目的は、主治医の説明をよりよく理解してもらう手助けとして、である。 
 さらに病院図書室の役割として 
⑥ スタッフへの専門情報の提供 
⑦ 治療チームの一員としての患者サービス 
・ 一般図書 
・ 門情報の提供（健康図書、専門書） 
・ 闘病記 
⑧ 地域社会の一員として医学情報提供の発信  
 を挙げている。 
 
(3）高知医療センター「なるほどライブラリ」（司書 橋田圭介氏から） 
高知医療センターは高知県立中央病院と高知市立市民病院が移転統合し、さらに民間企
業と共同で病院経営を行うPFI事業を導入して、2005年 3月 1日に開院した新しい病院で、
院長の瀬戸山元一院長のもとに「患者さんにやさしい病院」として職員一同努力されてい
る病院である。その「なるほどライブラリ」では病院図書室の使命について次のように述
べている。 
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① 医療の質の向上 
② 患者さんサービスの向上 
③ 経営の健全化 
④ 「納得の医療」のための医療情報を提供 
 
２. 患者向け医療情報の提供 
 患者や一般市民の医療情報に対する要求は、前述で示しているように非常に強い。患者
図書室はどのように工夫して患者の要求に応えているか事例を通じて見る。 
 
2.1 医療情報提供の必要性 
(1)京都南病院の場合（医師 戸津崎茂雄氏） 
 医療情報提供の必要性について、次のように述べている。 
 ① 治療現場を取り巻く環境の変化 
 ② 患者と医師の環境の変化 
    ＜パターナリズムの関係＞から＜パートナーシップの関係＞へ 
    ＜医師の裁量の時代＞から＜患者の自己決定＞の時代へ 
 ③ インフォームド・コンセントに基づく医療の提供 
    “患者自身が自己学習できる環境の変化が求められている”  
  ④ 医学・医療情報の特殊性について 
⑤ 医学・医療情報自体が持つ曖昧さ 
   “医学は不確実性の科学であり、医療は確立性にのっとって行われる技術である”。  
  ⑥ 医学・医療情報の伝達の難しさ 
  “診療後、10 分～80 分の時点で、患者は伝えられた情報の 40％しか思い出せない”。 
  以上のように、京都南病院では、「医学情報自身も曖昧であり、伝達も難しい情報を患 
 者さんに開放してもいいか？」の議論はあった。開放するきっかけとなったのは、次の 2 
 点からであるという。 
① 患者の意識の変化、即ち、自分も専門書を見たいという要望が強くなった。 
②『医学図書館』に掲載された伊勢美子氏の論文「患者が求める医学情報」9  
  この伊勢美子氏の論文は、医学専門書については、他の専門図書と違って、ハードル 
 が高くて利用できないという問題提起の論文で、図書館関係者、医療従事者に大きな影 
 響を与えた。 
 
(2)高知医療センターの場合 
 高知医療センター(同センター初代医院長、瀬戸山元『患者さんは出番ですよ』医療タイ 
ムス社より)は次のように述べている。 
① 今までは、医療者は「医療は与えるもの」であって、患者さんは「受けるもの」
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であった。 
② これからの医療者は「求められる医療とは何か？」を考える必要があり、患者さ
んは、「自分たちは医療とどのようにかかわっていけばよいか？」を考える必要が
ある。 
③「納得の医療」のため医療情報を提供 
④「医療の主人公は患者さんである」患者さんが中心 
⑤ 検査方法や治療方法を決めるのは患者さん自身である。 
⑥ 自分の病気や薬・検査について勉強する。→不安の解消 
⑦ 自分の人生を求める。→自己決定、納得の医療 
 
2.2 患者の医療情報のニーズはどんな時に必要とするか 
 患者の医療情報のニーズは、前述のように病気の段階に応じて必要とされている。患者 
図書室は、患者の医療情報ニーズがどんなときに必要とするかを考えているかを事例から 
見てみる。 
 
●京都南病院図書室の場合（山室眞知子氏） 
① 患者・市民の医学情報への関心の原因  
・患者への病名告知 
 ・インフォームド・コンセントの広がり 
 ・患者の病気・治療の方法についての関心 
 ・セカンド・オピニオンの要望 
 ・カルテ開示 
 ・患者・市民のインターネット利用 
 ・マスコミによる医学情報の高まり 
② 患者の医学書利用の目的（どんな時必要とするか） 
 ・自分の病気の理解を深めたい 
  ・セカンド・オピニオンとして 
  ・医師の説明を理解したい 
  ・治療法・副作用について調べたい 
  ・家族の病気について詳しく知りたい 
  ・現在かかっている診療科に疑問 
  ・医師に質問しにくい（患者の遠慮） 
 
2.3 患者向けの医療情報はどうあるきか。（患者の立場から） 
特定非営利活動法人 グループ・ネクサス （悪性リンパ腫患者・家族連絡会）10の副理事 
長、「元がんを語る有志の会」の片山環氏は患者等が求める医療情報ニーズは次の 3ステー
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ジで考えることができると述べている。 
(1)治療前 
例えば、悪性リンパ腫らしい、悪性リンパ腫と言われそうだ。というとき、どういう病
気なのか、どういう治療法があるのかを知りたい。 
(2)治療中（インフォームド・コンセントで告知されて、治療に取り組んでいる時） 
告知されて、治療に取り組んでいるとき、自分に使われている治療法の確認をしたい、 
これは、果たして普通の治療法なのだろうか、なんという薬なのだろうか、という情報を
知りたい。患者の医療情報ニーズについて、すでに初期段階ではない、病気をある程度知
り尽くしている患者がみるがん患者の医療情報についての事例を挙げる。（ここでは省略す
る。） 
(3)退院後や治療終了後 
現在は、外来での科学治療法が主流になっているので、退院が早い。外来の治療中の副
作用や、全部の治療が終わった後も継続する副作用の対処方法」をしりたい。退院後や治
療終了後、それぞれ患者が必要とする医療情報ニーズは異なる。 
以前は発病したときから退院までで３ヵ月の入院は普通。現在は、外来での科学治療法
が主流になっているので、退院が早い。外来の治療中の副作用や、全部の治療が終わった
後も「継続する副作用の対処方法」を知りたい。 
 
３．入院患者が患者図書室に要望すること 
上述（2.3）の片山環氏はじめ、自分の病気に対して、前向きに立ち向かい積極的な入院 
生活や治療を行えるような支援等いろいろな要望があり、それらをまとめると次のように
なる。 
(1) 情報を提供してもらえる場 
① 医療情報を知りたい 
② 自分の病気に関する情報が得られるところがあってほしい。 
③ 病気に対して、勉強したいという気持ちが出てくる。 
④ 患者会の情報が知りたい。 
⑤ 他の人たちはどのように生活しているのか知りたい。 
⑥ どこでどういう医療セミナーがあるか知りたい。 
(2) 人との繋がりの場（患者のコミュニケーションの場） 
① 患者は病院にいる限り、患者で、医療従事者と患者という関係である。その日常か
ら離れたいときがある。 
② 患者図書室のスタッフと会話を交わしたい時がある。 
③ 患者の憩いの場がほしい。 
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４． 患者が病気を知りすぎることのメリット・デメリットの事例 
医学専門書を公開することになる前の病院の葛藤、実際に公開してからのメリット・デ
メリットなど、医療情報を公開している患者図書室の事例を見る。 
(1)京都南病院図書館の例（司書の立場から）  
 一般の方や公共図書館の方々が医学情報として考えているものと、少し違う。 
① 健康図書は一般書として扱っている。 
② 医学情報というのは、医学専門図書のことを指す。 
③ 京都南病院では、1970 年代から健康図書を置いている。1969 年から透析療法が始ま
ったので、透析療法を受けられる患者さんに必要な資料や糖尿病、高血圧についての
健康図書は当時から多く出版されていた。 
④ 患者さんとは「誰がどんな本を読んだか。ということは、主治医には知らせない」と
いう約束だが、人命にかかわる心配が感じられた時や、治療の妨げになるような支障
が懸念された時には、図書委員の医師と相談の上で主治医に伝えるべきであろう 
⑤ 実際に公開してみて、非常に深刻になって医学書を読んでいるのは、患者さん本人で
はなく、病気の子供さんを持った親御さんとか、患者さんの家族の方。 
⑥ 患者さんは医師からの説明を医学書で確認され、医師への質問を把握して納得して
帰って行かれるということが多い。  
(2)京都南病院患者図書室の例（医師の立場から） 
①「病気についての理解を深めてもらうために、また、主治医と病気について深く相談
してもらうため」に図書室に医学専門書を開放している。 
②「図書室にある医学専門書を読んでください」と患者さんに開放した。 
① これからの時代は、医師は患者さんにしっかりと説明する。患者さんにインフォーム
ド・コンセントを与える。これが当然のこととなる。 
② 患者さんの質問に適切に対応しないドクターがいれば問題で、そのような医師がいれ
ば、病院としてしっかりと把握し、指導するシステムが必要と思う。 
京都南病院では、患者に開放するに当たり、医局会議で承認を得た。その承認内容を次
に紹介。 
 
 ・患者が自由に医学・医療の専門書も見ることができるようにする。 
 ・目的は主治医の説明をよりよく理解してもらう手助けとなる。 
・「専門書を見たい」との質問があるかもしれないが適切に対応してほしい。と“承認
時の委員長からのお願い”をしたが、医局会からの反対の声はなかった。 
・患者の動揺があるかもしれないが主治医としてサポートしてほしい。 
 
(3)高知医療センター「なるほどライブラリ」の例 
高知医療センターのカルテは、患者と共有になっている。 
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① 患者さんは自分の病気について病名まで全部分かる。 
② 患者さんは、医師と一緒にカルテを見る。原則病名告知をしている。 
③ 最初から、医学専門書もオープンにして、全て勉強していただくという、納得の医療
を選んでもらって、患者が自分で、その後の人生までも、決めていただきたいという
のが、高知医療センターの方針。 
④ 高知医療センターになって、上記の方針で診療をすることを積極的に進めている為、
医師も当然のことと考えている。 
⑤ 患者と同じ図書室で勉強することを心配されていた医師もいるが、現在、別に医師と
患者が同じ場所で勉強することのデメリットはない。 
 
５．患者図書室の継続的運営についての事例報告 
 継続的運営をするために、すでに実施されている患者図書室の例あげる。 
(1)京都南病院図書室の場合 
① 病院図書室または医学図書館の積極的な関与があること 
② 運営委員会で、患者図書室機能全てについて審議する。 
③ 運営に当たっては、医師、看護師等医療従事者との積極的な連携が必要である。 
④ 図書の選書 
⑤ 患者の要求のレベルの判断 
⑥ 慢性疾患等については、図書館を利用しての指導など、患者が図書室を利用しやす
いようにする。 
⑦ 病院図書室、医学図書館との連携はもちろんのこと、外部の機関との連携もスムー
ズに行えるようにスタッフの教育も必要である。 
⑧ スタッフの研修 
⑨ 継続的な予算の確保と人材確保  
(2) 運営上の工夫や配慮について：高知医療センター「なるほどライブラリ」の場合 
① 院内の医師をはじめとする医療従事者との信頼関係が保てるように努力する。 
② 病院図書室・医学図書館が必ず、運営に関わるようにする。 
③ 自分の病院のホームページのわかりやすいところに、患者図書館についての情報を
患者や市民に知らせる。（PR) 
④ 一般図書については、公共図書館との連携が必要である。 
 
６．今後の課題と展望 
(1) 東京女子医科大学「からだ情報館」の場合（司書 桑原文子氏） 
① わかりやすい医学専門書の充実、更新！  
理解しやすい、見てわかる図書、図版など   
② 様々な患者向け医療情報の継続的な提供/更新！  
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    ローカル HP のリンク先更新、有益な関連諸機関との連携/紹介 
③ 患者向け広報の場としてもっと活用！ 
  内外の市民公開講座のお知らせ、ポスター、患者会の案内 
④ 院内の情報を積極的に集約･収集、公開！ 
     いろいろな新規治療法や実験的な試みの紹介など 
⑤ 様々な情報発信の工夫を！  
ニュース、月報などの発行、講習会など  
⑥ 医学/医療データベースの充実を望む！     
(2) 京都南病院図書室の場合（司書 山室眞知子氏） 
① 医学図書館と公共図書館との連携 
② 医学資料・医学文献の相互協力 
② 公共図書館の入院患者への読書サービス 
③ 図書館員の医学知識の研修（医学図書館員の養成） 
⑤ 国立医学図書館設立への期待 
⑦ 医学文献検索データベースも無料化 
 
７．インターネットで第三者機関が医療情報・診療情報の情報発信をしている例 
 それぞれの病院が情報発信をしているだけでなく、第三者の機関が医療情報や診療情報
について情報発信をして、患者が見ることができるようになっていることは、既述
（3.1p.65）した。それら病院以外の第三者機関が医療情報・診療情報を発信しているホー
ムページを数例紹介する。 
 
(1) 独立行政法人福祉医療機構 WAM NET 病院・診療情報 http://www.wam.go.jp/iryo/ 
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(2)健康保険組合連合会 http://www.kenporen-hios.com/ 
 
 
(3)東京都医療機関案内サービス“ひまわり” 
http://www.himawari.metro.tokyo.jp/qq/qq13tomnlt.asp 
 
病院名・診療科・
専門外来からの
検索 
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(4)健康づくり情報：大阪市健康福祉局 
http://www.city.osaka.jp/kenkoufukushi/hokensyo/ 
 
 
(5)独立行政法人医薬品医療機器総合機構（医学品医療機器情報提供ホームページ） 
http://www.info.pmda.go.jp/ 
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(6)日本製薬工業協会（製薬協） :  http://www.jpma.or.jp/ 
 
 
８．闘病記文庫と闘病記ライブラリー 
(1) 闘病記文庫について：健康情報棚プロジェクト 
 健康情報棚プロジェクト（代表 石井保志）が、全国 10 か所の図書館を目標に闘病記文 
庫を設置している。現在、設置している主なの大学は、東京都立中央図書館「闘病記文庫」 
（http://www.library.metro.tokyo.jp/1n/index.html）、大阪府立大学院看護研究科「先 
行く先輩の病気体験を共有しよう―闘病記文庫【さくらんぼ】－」 
(http://www.nursing.osakafu-u.ac.jp/center/bunko.html）、大阪厚生年金病院患者情報 
室「ラヴェンダー」の「闘病記文庫」（http://www.okn.gr.jp/index.php/b_6_1 ）等 
 
大阪厚生年金病院患者情報室「ラヴェンダー」内設置の「闘病記文庫」 
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 (2)闘病記ライブラリー http://toubyoki.info/  
 闘病記ライブラリーは「闘病記」を専門に収録したインターネット上の図書館で、闘病
記 700 冊を病名ごとに仮想書棚に分類していて誰でも見ることができるのが特徴で、国立
情報学研究所の高野明彦教授と研究グループ「健康情報棚プロジェクト」がインターネッ
ト上に作成された。闘病記の目次まで見ることができる。患者・利用者がほしい情報があ
れば、リンクして国立情報学研究所 Webcat Plus で所蔵場所を確認し、患者図書室や近く
の公共図書館から現物貸出を申し込むことができる。2006年 8月 16日から提供されている。 
 
 
「脊髄性筋委縮症」をクリッ
クすると、脊髄性筋委縮症に
関する図書が表示される。 
『命の地平線』をクリッ
クすると、次ページの画
面が現れる。 
2006.8.16~ 
国立情報学研究所の高野明彦教授と
健康情報棚プロジェクトがネット上
に作成した「闘病記ライブラリー」 
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目次まで読んで、現物を見たいときは、実物がなくても、自分のほしい情報が得られ、Webcat 
Plus にリンクし、全国の所蔵を知ることができる。国立情報学研究所が提供している Webcat 
Plus で全国の大学図書館の所蔵を確認することができる。 
 
 
               
『命の地平線：車椅子のシンガ
ーソングライター』の図書の所
蔵館は 12 館があることが分か
る。 
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９．大阪府内の患者図書室の紹介（設置している病院のホームページから） 
 大阪地区の患者図書室 8 施設あるが、その中で、2005 年 7 月に開設された大阪厚生年金
病院の患者情報室「ラヴェンダー」で実際の運営責任者として取り仕切っている司書資格
のあるボランティアの中馬良子氏から提供された記事を紹介する。 
 
(1) 大阪厚生年金病院患者情報室「ラヴェンダー」 
大阪厚生年金病院患者図書室「ラヴェンダー」は 2005 年 7 月、病院別館の１Ｆにオープ
ンして、現在、大阪で最も活躍している患者図書館である。 
2 年間の活動を通じ、実際の患者図書室がどのように運営されているかを紹介する。 
 
＜概説＞ 
運営主体は病院、担当スタッフはボランティアで、特に、図書館司書としてキャリアを
積んでいきたいと考える若手の司書 10 名ほどが勉強を兼ねて活動している。所蔵資料は、
医療書だけではなく、すべての資料を扱っている。 
開室時間は、平日と土曜日が 11 時～16 時。日曜日・祝日は休み。場所は、別館１Ｆに
位置している。「患者情報室」という患者さんのための図書室に、利用者は何を期待してく
るのか？何をすれば良いのか？特に、図書館員としての私達が病院の中でできる事がある
のか？を問いながら、患者さんの声を取り入れながら活動してきた２年間の活動を紹介す
る。 
●病棟への巡回サービス 
「ラヴェンダー」の活動の原点は、病棟での図書の貸出サービスで、「病室で退屈だ、こ 
 んな時こそ本がよみたい」「気分が明るくなるような本がよみたい」ということで 2004 年 
12 月に開始されたこのサービスは、各病棟 30 分程度を目安にして、たくさんの本を積ん 
だブックトラック１台が患者さんの元まで運んでいく。病人は、健康な時のように身動き 
できないので、各病棟、特に、整形外科病棟などはベットサイドでじっくり患者さんの「読 
みたい」気持ちにこたえるサービスを行ってきた。 
●患者の声 
「本があるのと無いのでは、入院した価値が数倍違った」「本を通じて、まわりの患者さ
んと仲良くなれた」という声を聞く。また時には、病棟の看護師や医師等から患者さんの
指名を受ける。「あの患者さんが興味を持つような何か良い本はないか？」そのような時ス
タッフは、患者さんの趣味やこれまでの生き方を患者さんからお聞きしながら、適する本
を一緒に選ぶ。読むか読まないか、は患者さんが自由にきめる。選択肢の一つとして、ベ
ットサイドで図書を選ぶ。病院の中で図書と巡りあえる事に驚かれる患者さんが多く、患
者さんの要望を抜粋すると、「次の手術で目が見えなくなる。それまでにできるだけ本が読
みたい、そろえて欲しい。」「がんで入院している。この病院で最期になるだろう。読めな
かった本を読んでみたい。」ついに、要望を叶えるために公共図書館と連携する。 
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●公共図書館との連携 
 大阪厚生年金病院は大阪市内に位置する。そこで、大阪市立中央図書館の館外サービス 
を担当している部署に「私達だけでは患者さん個々のリクエストに応えられない」という
事情を説明し、協力をお願いすることにした。丁度、大阪市立図書館は「高齢者等読書環
境整備事業」をすすめておられたことから、公共図書館への来館が難しい方に対するサー
ビスの一つとして、「ラヴェンダー」にも公共図書館所蔵の図書を無料で届けてもらえる事
になり、2007 年 4 月から開始した。この結果、患者さんが読める本が無限に広がった。ま
た、入院患者さんの中には「入院する前に借りていた公共図書館の本が延滞になってしま
って気がかりだ」という方もいる。このような時は、私達がかわりに公共図書館へ連絡を
とる。入院患者さんからの要望の中には、「術後の食事の取り方、退院してから気をつけな
ければならないことを調べたい。」「緊急入院した家族の看病について、何か調べたい」と
いう声もよくきかれる。このような声には患者情報室「ラヴェンダー」では、サービスを
ベットサイドまで運んで要望に応えるようにした。  
●患者情報室「ラヴェンダー」 
 患者情報室「ラヴェンダー」では、患者やその家族の方が多く利用くる。診断されたば
かりの病名がいったいどんな病気なのか？といったことや、診断がつく前の検査段階で、
心の準備のために資料を探しにくる。 
患者さんだけではなく、医師の中には、病気についてわかりやすくかかれている資料を
「ラヴェンダー」へ寄贈しておき、「次回の診察時までに「ラヴェンダー」でその資料を見
てくるよう」患者さんに指示される医師もおり、患者情報室をうまく利用されている医師
もいる。また、患者さん同士のコミュニケーション（情報交流の場）としても患者情報室
は機能してきた。 
●患者会さん発行資料の収集と闘病記文庫の設置 
「同じ病気で悩んでいる人と会ってみたい、話をしてみたい」「病気と闘っている家族の 
心がしりたい、どのようにサポートすればいいのか、悩んでいる」患者情報室設置当初よ
り、室内でそのような声をよく聞いた。また、「同じ病気で苦しんでいる人がいたら、気軽
に連絡をしてきてもらいたい」と、自らご自身の連絡先を室内に残される患者さんもいた。 
              そこで、患者さんと患者さんを繋ぎ、生の情報を橋渡しする役割が患者情報室に期待され
ていると考え、患者会さんが発行されている資料の収集と闘病記の収集を検討しはじめた。 
健康情報棚プロジェクトから闘病記文庫の寄贈を受け、３００冊近い闘病記を所蔵する 
ことができた。闘病記の利用は、入院患者さん、及び、通院の患者さんに多く、はるばる
遠方より借りに来る方もいる。自身が書いた闘病記を寄贈してくれる方も後を絶たない。 
患者会の発行資料については、活発に活動されている団体から、これまでにも資料 
の寄贈があった事から、全国の患者会に連絡をし、資料寄贈のご協力を求めた。「ぜひ、同
じ病気で悩んでいる方に、ひとつの参考としてこの資料を見せてあげてください」「病院の
中で様々な資料を手にとれる事が、患者にどれほど安心を与えるかわからない」これは、
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寄贈していただいた患者会からの声。 
●患者情報室「ラヴェンダー」での日常業務 
 患者情報室での私達の活動は、資料の収集・整理が中心である。日々貸出される一般書
（小説や写真集、新書など）の返却、貸出業務をしながら、患者さんと会話をし、要望を
聞くのが日課となっている。一般書については、予算がないため、全て寄贈で賄い、バザ
ーなどでの収益をリクエスト購入費用にあてている。どのような資料を棚に揃えるかは、
棚の数が少ないため、日頃から聞いている患者さんの声を大切にした資料の選書をしてい
る。 
資料管理については、機械化されていない為、医療書などの管理には特に配慮している。 
医療書については、病院の予算１０万円と寄付や寄贈で収集しているが、版のかわる資料
も多く、その入替え、情報更新や選書は、若手司書が一番苦手とするところである。限ら
れた予算内でいかに患者さんが必要とする資料をそろえられるか、日々勉強をしながら、
みんなで検討をしている。また、患者さんが資料を探す際の手伝いも私達の大切な業務の
一つ。「甲状腺っていったいどんな役割があるのか調べたい」「うつ病の家族を支える方法
を調べたい」「緑内障の治療方法について調べたい」「がん予防について調べたい」などの
要望がある。私達は医療従事者ではないので、これらの質問に対して明確な答えをもって
いない。また、患者さんも私達にそのような期待をしているわけではなく、あくまでも、
予習として復習として、頭と心を整理するのに、どのような資料を見たらよいのか？を尋
ねて来る。これらの質問を調べることができる有効な資料を幅広く揃えておくことが担当
の司書の役割であり、資料の案内ができるよう把握しておくことがこれからの課題である
と感じている。 
●これからの患者情報室「ラヴェンダー」 
 開設から２年間、患者さんの声を大切にサービスの内容を検討してきた。何をどうすれ 
ばいいのかわからなかった２年前とくらべ、室内にはそれなりの「色」がでてきた。これ 
からの患者情報室「ラヴェンダー」は、それらの「色」を基にして「絵」を描く時期に入
ったように感じている。つまり、どのような患者情報室にしていくかを決定していかなけ
れば、「色」はただの「色」であり、資料はただの資料である。 
 「ラヴェンダー」の運営には独自の運営委員会があり、ドクターや看護師の医療従事者 
と、事務の方々、そして、「ラヴェンダー」担当のボランティアが参加している。これから
どのような「絵」を描いていくのかは、この運営委員会が決定していくわけであるが、患
者さんの声が集まったこの「色」をうまく使って、本当に患者さんに役立つ患者情報室へ
と整えていただきたいと思う。 
          ●スタッフの感想  
司書資格を有する若手スタッフが、ボランティアとしてこれまで活動してきたが、私達 
は、患者さんの切実な声を聞くたびに、気が引き締まる思いであった。私達の活動時間は、 
月にして３００時間ほど。それでも、多くの資料を整理するには充分ではないと感じまし
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た。しかしながら、資料収集のベテランの方々であれば、もう少しうまく患者情報室を切
り盛りされるだろうとも感じている。病院の中にある図書室に患者さんは多くのものを求
めて来る。その要求に対してうまく対応できる人材の育成が急務であり、その研修システ
ムが整えば、もっと多くの患者さんに、病院の中にある図書館を活用してもらえるだろう
と思う。ボランティアが長期的な活動参加を展開していくことは大変難しいことで、特に、
このような資料収集など専門的な技術を要する場合にはそれなりのバックアップ体制が必
要で、その体制が整えば、より多くの患者さんに、また、医療従事者に役立つ図書館にな
るだろうと思う。 
       
    
大阪厚生年金病院患者情報室「ラヴェンダー」http://www.kjp.or.jp/hp_3/[確認:2008.2.20] 
大阪厚生年金病院の
ホームページの「患
者様へ」クリックし、
その中の「患者情報
室」をクリックする
と「患者情報室のご
案内」が表示され、
「患者情報室へよう
こそ」案内が表示さ
れる。 
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 以下、大阪地区の患者図書室 8 施設のうち、インターネットで紹介されている大阪厚生
年金病院以外の患者図書室のホームページを以下に紹介する。 
 
(2)大阪暁明館病院 暁明館健康ライブラリー 
http://www.gyoumeikan.or.jp/guide/index.html#健康ライブラリー  
 
 
開館時間 平日 9:00 ～12:00 
     13:00～15:00 
平成 15 年 4 月「暁明館健康ライブラリー」
オープン。週 2 回ボランティア、その他は
事務職員が担当。図書費は継続的に有。別
途医療従事者向け図書館あり（無人対応） 
図書の購入は職員が行っている。 
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(3) 阪南中央病院 患者情報室「とまり木」 
http://www.hannan-chuo-hsp.or.jp/joho/index.html 
 
 
開館時間  
平日 
9:00～15:00 
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(4) 独立行政法人国立病院機構大阪医療センター「患者情報室」 
http://www.onh.go.jp/jouho/jyohousitu.html 
 
 
開館時間 平日 10:00～16:00 
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(5)淀川キリスト教病院 医療情報コーナー（患者様用図書室・医療相談） 
http://www.ych.or.jp/information/facilities/region/medicalinfo.php  
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(6)医真会八尾総合病院 医真会患者情報プラザ 
http://www.ishinkai.or.jp/patient/plaza.html  
 
 
開館時間  
月～土 9:00～17:00 
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10．全国の患者図書室で医療情報が入手できる施設一覧 
    患者図書室は、全国でどのくらいあるのだろうか。“いいなステーション”のホーム
ページ（http://www.e7station.com/）に医療情報が入手できる施設（全国の医学系大学の
図書館および患者図書室）を地域別に一覧できるようにしている。その中に、全国の患者
情報室約 100 施設が含まれている。 
 
    http://www.e7station.com/html/library/index.html [確認：平成 20.3.4] 
 
このサイトは、医療情報が入手できる施設として、全国の患者図書室(患者情報室)と公立図書
館、医科系大学の医学図書館を地域別に紹介している。 
貴重なホームページであり、データは日々更新されている。 
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注： 
1   大阪市立大学大学院創造都市研究科院生共同研究(代表：杉本節子)による『公開シン
ポジウム報告書 これからの医療情報を考える！－「患者図書室」/「患者情報室」
のさらなる発展をめざして－』2006（電子ジャーナル『情報学』Vol.3，No.2，2006
（http://ojs.info.gscc. osaka-cu.ac.jp/JI/index.php） [確認: 平成 2.02.05]
から引用・参考にした。    
2  遺散療法：精神病者私宅監置ノ実況」（一九一八年）に内務省衛生局が「本篇ハ東京帝 
  国大学医科大学教授医学博士呉秀三氏ガ「精神病者私宅監置ノ実況及ビ其統計的観察」 
  ト題シ最近発表サレタルモノナルガ精神病者私宅監置ノ実況ヲ知ルノ資料トシテ極メ 
テ有益ノモノト認メラルルニヨリ請フテ印刷ニ附スルコトトセリ 大正七年七月 保 
健衛生調査室」と記して、全文を載せている。 
http://www.max.hi-ho.ne.jp/nvcc/CK3a.HTM [確認：平成 20.1.25]及び、呉秀三
(1085-1932)『特殊図書館』明治 6年（1917）に遺散療法について記載されている。 
3 「医療に関する広告規制の緩和について」平成 14.3.29 告示、平成 14.4.1 通達 
http://www.mhlw.go.jp/topics/2002/04/tp0401-1.html [確認日：平成 20.2.1] 
4  人情報の保護に関する法律（平成 15.5.30 法律第 57 号、最終改正平成 5.7.16 法律第
119 号）http://www5.cao.go.jp/seikatsu/kojin/houritsu/index.html 
5  マクドナル・ハウスのホームページ http://www.dmhcj.or.jp/dmh/index.html  
[確認:平成 20.2.20] 
6  関西医科大学附属平方病院の例：一階中央のセンターアトリウムに接近した場所にヘア
ーサロン、コンビニ等有り。http://www2.kmu.ac.jp/hirakata/about/sisetu02.html#00 
  [確認：平成 20.2.15] 
7  「患者の自己学習環境の整備と患者向け医療書の選定に関する研究」『前掲ⅰ』2006,  
p.103 
8  同上 
9  伊勢美子「患者が求める医学情報」『医学図書館』41,p.331-335,1994. 
10  NPO 法人グループ・ネクサス NUXUS http://homepage3.nifty.com/webpage3/nexus/ 
[確認日：平成 20.2.5] 
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第 4 章 患者図書室の課題と今後 
 
                   杉本 節子1・志茂 淳子2・北 克一3 
 
０． はじめに 
 
 本稿では、患者図書室の現状、課題及び今後について考察する１。 
患者図書室は、主として病院に設置されている入院患者等やその親族などへの図書館サ
ービスを行うことを目的とする図書室である２。しかし日本における現状は、医療関係者
を利用対象とし医学専門的情報を提供する医学図書館(medical library)に比べて、入院患
者等をサービス対象とする患者図書室(patients’ library)は、その利用対象者、提供されて
いる資料・情報の種類、専門性レベル、運営体制等において、明確な区分や運営理念が確
立、定着されていない。 
患者図書室は、病院により患者に分かりやすいように独自の名前がつけられていること
が多く、患者情報室、病院患者図書室などとも呼ばれるが、ここでは総称して「患者図書
室」に統一している。「病院図書室」（hospital library）は、病院にある施設で、医師・看
護師をはじめとする医療従事者と病院の職員向けの図書室をさしている。また、大学の附
属病院は、ほとんどの場合、大学の図書館を利用するが、本稿では、大学附属病院での医
療従事者、職員を対象とした図書館及び天理よろず相談所の図書館を「医学図書館」と呼
ぶ。 
なお、公共図書館における健康・医療情報提供サービスの現状は、検討の対象としない３
が、3.2 の「患者図書館の課題と今後」の章で、統計データを分析した結果と、病院敷地
内に開設された公立図書館を例に患者図書室の課題と今後の考察対象として取り上げた。 
   
１． 医療情報を取り巻く社会的動向 
最近の法律、行政の動向は非常に著しい変化があり、法律、行政の動きを調べることで、
医療情報を取り巻く社会的動向や、今後の患者図書室の方向性を見ることができる。主な
トピックスを見ておこう。 
 
1.1 医療法改正「良質な医療を提供する体制の確立をするための医療法等の一部を改正
する法律」（「第五次医療法改正」）平成 18.6.21 公布（平成 19.4.1 施行）（平成 18 年
6 月 21 日法律第 84 号）４ 
 平成 19 年 4 月から施行される医療法第 22 条（第 5 次医療法改正）の基本的な考えは、
「患者の視点に立った、患者のための医療提供体制の改革」で「良質で安心・信頼のでき
る医療サービスの提供」を図ることを目的としていて、その概要は次の 7 項目からなって
いるが、第一番目が、「患者等への医療に関する情報提供の推進」である。 
                                                  
1 大阪市立大学大学院創造都市研究科博士(後期)課程 
2 大阪市立大学大学院創造都市研究科修士課程 
3 大阪市立大学大学院創造都市研究科兼学術情報総合センター 
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① 患者等への医療に関する情報提供の推進 
② 医療計画制度の見直し等を通じた医療機能の文化・連携の促進 
③ 地域や診療科による医師不足問題への対応 
④ 医療安全の確保 
⑤ 医療従事者の質の向上 
⑥ 医療法人制度改革 
⑦ その他 
 
(1）病院図書室の設置義務の変化 
医療法は医療施設、医療行政に関する基本法であるがこの医療法の中における病院図書
室設置義務の変化をみると、昭和 23 年に 20 床以上の総合病院は図書室を持つことが規定
されていた。ところが、平成 4 年 6 月の医療法の第 2 次改正では「特定機能病院」が、平
成 9 年 4 月の医療法の第 3 次改正では、「地域医療支援病院」が制度化され、図書室を持
つことが規定された。言い換えれば、一般病院は医療法上、病院図書室を持つという義務
がなくなったということである。 
 特定機能病院は平成 4 年 6 月に創設され、平成 5 年 4 月から制度化された。地域指定病
院は平成９年 6 月に創設され、平成 10 年 4 月から制度化された。この時点で、総合病院
という考え方がなくなったといえよう。地域全体で医療を考えるということになったので
ある。 
 
(2）地域支援病院と特定機能病院 
地域医療支援病院(第 4 条)５、特定機能病院（第 4 条の２）６はそれぞれ 22 条第 1 項第 8
号７、第 22 条第２項第 5 号８に図書室をもつことが規定さている９。平成 18 年度改正の医
療法によると地域医療支援病院とは、次の承認条件を満たした病院をいう。 
① 原則として病床数が 200 床以上の病院 
  ② 他の医療機関からの紹介患者数の比率が 80%以上(承認初年度は 60%以上) 
  ③ 他の医療機関に対して高度な医療機器や病床を提供し共同利用すること 
   ④ 地域の医療従事者の向上のため生涯教育等の研修を実施していること 
   ⑤ 24 時間体制の救急医療を提供すること 
 また、特定機能病院とは、上記のほか、以下の条件を満たし、厚生労働大臣が承認した
病院(平成 19 年 9 月現在で 84 施設)である。 
① 高度の医療の提供、開発、研修ができる病院であること 
② 内科・外科など主要な 10 以上の診療科、病床数 400 以上１０、医師・看護師数に関 
  する条件 などの外的要因を満たしていること 
  ③ 厚生労働大臣が承認したもの 
 
 平成 19 年 9 月現在で、T 医科大学を除く 81 の大学病院と東京都中央区の国立がんセン
ター、大阪府吹田市の国立循環器病センター、大阪府立成人病センターの計 84 の病院が
特定機能病院と指定されている。（注：平成 18 年 3 月 27 日に自治体病院として初めて大
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阪府立成人病センターが特定機能病院の承認を受けた。委員の一部から、承認の基準や制
度の位置づけが明確でないという指摘が出され、当面の間、新たな承認は見わせることと
なった。） 
 診療の費用については、特定機能病院は、紹介状のない場合、初診時特定療養費という
名目で初診費用が加算される。ただ現在では、特定機能病院でなくとも病床数 200 以上の
病院は初診費用が徴収可能とされているため、大病院の多くは実際には初診費用を徴収し
ている。その点では差はないと言える。むしろ病院間の費用の格差が大きい（初診時特定
療養費は病院により数百円～数千円）。ただし、特定機能病院では高度先進医療を行うこと
が多く、保険がきかない部分があるために結果的に費用が高くつくことは十分ありうる。 
医療事故に伴い、承認を取り消された大学病院が数例ある。特定機能病院の承認の変動
は医療事故と密接に関係があるということが分かる１１。 
 
1.2  医療関係広告規制緩和（平成 14 年 4 月 1 日施行） 
平成 14 年 3 月 29 日、「医業若しくは歯科医業又は病院若しくは診療所に関して広告し
得る事項」及び「助産録に係る情報を提供することができる旨」（66 項目を広告しても良
い）(厚生労働省告示 158 号)の告示が行われた１２。これにより、専門医の医療に関する広
告ができるようになり、患者側は、「医療の情報を知り、患者の選択を通じて医療を質の高
い効率的なものとする」という趣旨により、病院や医師の選択を行うことができるように
なった。 
広告規制緩和以前は、病院の名前と診療時間と診療科名と電話番号、所在の場所を示す
事項以外は、病院の広告をしてはならないという「医療機関の広告規制」が医療法１３にあ
ったからである。 
規制緩和は、66 項目の広告を可能にした。その背景には、「市場の選択」を通じて、医
療を質の高い効率的なものにするということがある。 
 こうした流れは、基本的にはニュー・パブリック・マネジメント(NPM)に沿った規制緩
和策であるが、このことが医療機関の情報がインターネット上にいくつも公開される引き
金にもなった１４。今まで閉ざされていた医療情報が、広く公開される引き金になったこと
は大きな成果であると考える。 
 
1.3  診療ガイドラインの試験提供 
 平成 15 年 8 月、厚生労働省医療提供体制の改革ビジョン「医療提供体制の改革に関す
る検討チーム（まとめ）」において、骨子の一番目に医療に関する情報提供が提案され、そ
の(3)において「根拠に基づく医療(EBM)の促進」が挙げられた１５。 
 骨子の最初には、医療に関する情報提供が提案され、その（３）に根拠に基づく医療 
（EBM）の促進があげられている。厚生労働科学研究費補助金を受けて平成 14 年度から 
準備を開始し平成 16 年度より、一般市民・患者向けに診療ガイドライン(Minds)が財団法 
人日本医療機能評価機構から試験提供されている(図１)。 
 情報提供の目的と基本方針をホームページから次に引用する。 
  
医療者と患者が、充分に科学的合理性が高いと考えられる診療方法の選択肢につい 
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  て情報を共有し、患者の希望・信条や、医療者としての倫理性、社会的な制約条件等 
  も考慮して、医療者と患者の合意の上で、最善の診療方法を選択できるように、情報 
  面からの支援をするものです。 
   このような目的を実現するため、情報提供の基本方針として以下の 4 つを柱にして 
  います。 
   ① 可能な限り科学的根拠を明示すること 
   ② 医療における実践面を重視し、科学的根拠のみでは判断困難な状況もあること 
     を充分に考慮すること 
   ③ 医療者と患者の双方への情報提供によって合意形成を支援すること 
   ④ 診療ガイドラインの作成等を担当する専門家を情報面で支援すること 
 
       
 図１ 財団法人日本医療機能評価機構 Minds http://minds.jcqhc.or.jp/ より転写 
 [平成 20.2.12 確認] 
 
1.4  厚生労働省「平成 18 年度の医療改革を念頭においた医療制度の見直しの方向性   
(中間まとめ)」 
平成 17 年 7 月 27 日、厚生労働省は「平成 18 年度の医療改革を念頭においた医療制度
の見直しの方向性(中間まとめ)」１６を公表し、次のように記述している。 
 
   EBM 志向の診療ガイドライン作成が進められており、疾病毎に診断・治療方法に関す
る質の高い情報を得ることが可能になりつつあるが、現状では、(中略)国民一般向け の情
報整備については研究途上にある。(中略)患者が主体的に医療に参加する環境の整備を図
るためには、合わせて診療情報の提供や EBM の定着を図っていくことも必要である。 
 
 このように、患者が主体的に、医療に参加する環境の整備を図ることが明記されている。
こうした点は、いわゆるインフォームドコンセントの必要性、セカンドオピニオンの導入、
患者の治療法の選択権などに象徴される患者の知る権利と自己決定権の一層の促進策の一
環として理解できよう。すでに 1990 年代からこうした点への取り組みを推進してきた米
国では、社会的に健康情報の提供サービスが促進されてきた１７。 
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1.5 インフォームドコンセント 
 インフォームドコンセントについて、医師が医療行為を実施することができるのは、医
師の適切な説明により、患者が十分に理解し自発的に同意を得た場合に限るというインフ
ォームドコンセントがなければならないという考え方が、平成 9 年改正の医療法第 1 条 4
項２に「医師、歯科医師、薬剤師、看護師その他の医療の担い手は、医療を提供するに当
たり、適切な説明を行い、医療を受ける者の理解を得るように勤めなければならない。」
と追加された。 
これにより、医師は患者に対して、インフォームドコンセントを患者が納得いくまで患
者の病状について丁寧に説明することが義務づけられた。一方、患者は自分の病状につい
て、自分が納得のいくまで説明を聞くことができるようになった。病院内に患者図書室が
ある場合は、必要な図書も紹介してもらいそこで調べることができるようになった。セカ
ンドオピニオンにも同様の主旨がある。 
 
1.6  医療安全対策検討会議（平成 14 年 4 月 7 日） 
 平成 14 年 4 月 7 日の医療安全対策検討会議では、「2 章 医療安全確保に当たっての課
題と方策」2-1(7)「医療機関における信頼の確保のための取組」の項(p.23)１８で、 
①インフォームドコンセントのより一層の徹底等 
②患者からの相談窓口の設置 
③患者への情報提供と医療安全 
が取り上げている。特に上記③の内容として、報告書は、「患者に対し、医療に関する情報
を提供し、医療への積極的な参加を求めることが医療にとって重要になってくる。患者も
自ら受ける医療の内容や服用する薬剤の種類等をよく理解し、医療従事者と共に情報を共
有する一員として医療に参加することが、医療の安全性の向上に貢献できることを医療提
供者は認識する必要がある」と述べている。 
このことは、医療従事者は、患者に対してもっていた従来の認識を変えなければならな
いと解釈できる。すなわち、医師は患者に対して、一方的に情報を与えるという立場から、
患者と一緒に情報を享受して診療をさらに向上させるという従来の医師にはなかった認識
が、医療安全対策検討会議で医療機関における信頼性の確保のために触れられたことは医
師にとっても今までとは違う認識を患者に対し持つことが要求された。 
 
1.7  診療情報の提供、EBM の定着 
厚生労働省 平成 17 年 7 月 27 日「平成 18 年 4 月施行の医療改革を念頭においた医療
制度の見直しの方向性」（中間まとめ）１９の内容の一部に｢根拠に基づく医療（EBM）指
向の診療ガイドライン作成が進められてきており、疾病毎に診断・治療方法に関する質の
高い情報を得ることが可能になりつつあるが、現状では、（中略）国民一般向けの情報整備
については研究途上にある。｣また、「患者が主体的に医療に参加する環境の整備を図るた
めには、合わせて診療情報の提供や EBM の定着を図っていくことも必要である。」ことが
次のように明記されている。 
「先に示した 1.3 の診療ガイドライン(Minds)はこの趣旨に基づいて作成されている 
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 が、診療情報の提供とともに、医師が EBM（根拠に基づく医療）を利用した診療な 
 どの定着を図ることを示唆している。」 
医師の側から見ると、自分が診断するのが一番正しいと思っていた診療が、客観的ガイ
ドライに基づいた診療診断、治療方針の必要があるということは、医師にとっても診療に
対する意識の改革が求められており、大きな意識変革が求められることになる。 
 
1.8  がん対策基本法（平成 18 年 6 月 23 日制定、平成 19 年 4 月施行）２０ 
がんが日本人の死亡原因の約 31％で、年間 30 万人以上の患者が死亡（骨折よりも多い
といわれている。）しているという現状から、国を挙げて、「がんとの闘い」に取り組むこ
との意志を明確にし、がん医療を改善する契機とするため、政府は、がんの医療に関する
情報の収集提供体制の整備（17 条、18 条）等、19 項目の付帯決議をした。この法律に基
づいて、国立がんセンターがん対策情報センター２１が平成 18 年 10 月にオープンした。 
がん対策基本法の制定の背景には、平成 17 年 5 月 28 日に開催された「第 1 回 がん患
者大集会―変えよう日本の医療、手をつなごう患者と家族たち―」（大阪 NHK ホール）
の力も見逃せない。「がん難民！そんな言葉をなくしたい」をスローガンに 2000 人が集ま
った。この模様は 6 月に「生活ほっとモーニング」や教育テレビでも放映された。厚生労
働大臣も参加のもと、「日本のがん医療がどうあるべきか」が語られた。本大会は第 2 回(東
京)、第 3 回(広島)と引き継がれている。 
 
1.9  国立がんセンターがん対策情報センター（平成 18 年 10 月） 
(1）一般向け情報、医療関係者向け情報、がん診療連携拠点病院向け情報に分けて提供 
がん対策基本法の「（がん医療に関する情報の収集提供体制の整備等）第 17 条」に基づ
き、平成 18 年 10 月に国立がんセンター癌対策情報センターが設置された。国立がんセン
ター癌対策情報センターでは、一般向け、医療関係者向け、癌診療連携拠点病院向けの３
つの情報に分けて、提供されている（図２）。 
    
図２  国立がんセンターがん対策情報センターのホームページ  
 http://ganjoho.ncc.go.jp/public/index.html[平成 20.2.12 確認] 
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(2）がん医療情報提供機能２２ 
がん情報の提供機能としては①がんに関する情報の収集、②がんに関する情報を整理・
評価し、作成する機能、③がんに関する情報を発信、⑤相談支援センターの活動を支援、
⑥提供情報を有効に活用するためのガイドや教材等の開発、教育や研究を行う機能がある。 
 
２. 日本医療機能評価機構の病院評価項目と患者図書館機能 
(1） 患者図書室機能① ４次(平成 14 年 5 月発行：病院機能評価総合版評価項目解説集
V.4）4.4 図書室機能から 
 日本医療機能評価機構の病院評価項目(Ver.4.0)において２３「4.4 図書室機能の中身」中
に、「4.4.2 図書室の利用促進と便宜が図られている」の項目があり、その「〔ねらい〕の<
特記事項>において、次のように患者へのサービスについて言及している。 
 「・・・院内の患者・家族または住民に利用してもらっている事例がある。病院の地域
に対する健康教育活動として評価されるべきことであるが、このような場合にそれらの図
書の購入や管理について図書部門がどのように関係しているか留意する。」 とある。 
 機能評価を受けるために、急遽「患者図書室」を設置して、数年で閉鎖する病院なども
あった。しかし、設置の評価と管理について述べられたことは患者図書室を設置するきっ
かけになり、今後の病院経営に必要であることが示唆されたことは評価できる。 
  
(2)  患者図書室機能② ５次（平成 16 年 12 月発行：病院機能評価 総合版評価項目     
解説集 V5.0）から  
 第５次の病院機能評価総合版評価項目の 4.15.2.3 「図書部門の業務改善の仕組みがあ
る。」【評価の考え方】では、上記の「図書室の利用促進と便宜・・・」の項目ではなく、
「図書部門の業務改善の仕組みがある。」の項目の中の【評価の考え方】に「図書室機能と
その運営のあり方について、委員会などを設置して、定期的に検討することが望ましい。 
（中略）また、近年、患者、家族または住民向けの保健・医療・福祉関連の図書を整備し、
健康教育や医療に関する情報提供に役立てている事例がある。病院の地域に関する啓蒙活
動として、評価されるが、図書部門の積極的な関与が期待される。」とされており、病院図
書室や医学図書館の積極的な関与について初めて言及している点は注目すべきことである。
第４次よりもより具体的に患者、家族または住民向けのサービスについても示唆されてい
て、今後の患者図書室の発展に繋がると考える。 
機能評価認定病院は、平成 20 年 1 月 28 日現在、認定病院数 2438 病院である２４。 
 
2.1 個人情報の保護に関する法律(平成 15 年 5 月 30 日法律第 57 号) 
平成 15 年 5 月 30 日に制定された「個人情報の保護に関する法律」２５で、個人情報と
診療情報（カルテ）開示との関係で最も注目すべき点は、診療情報（カルテ）も一般の個
人情報並に扱われるようになったことである。従来カルテは、医者のものだと思われてい
たが  患者本人のものであるという考え方が浸透してきたことで、患者自身が病気の情報
をコントロールできるようになった。「個人情報保護」により、患者はカルテの情報を自ら
開示要求して閲覧できるようになった。 
診療情報の扱いに対する認識がこの法律で変わったことは、診療情報の扱いが、昔は医
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師に守秘義務があり、「患者さんの秘密は医師である私が守りますから安心してください」
とされてきた時代から、患者は「私の情報ですから、使うことはたとえお医者さんであっ
ても、私の承諾を得てから、使ってください。」（図 3）というように劇的に変化したこと
である２６。 
診療情報の扱いに対する認識が変わった
医師の守秘義務 患者のコントロール権
貴方の秘密は医師で
ある私が守りますから
安心してください
私の情報ですから使う
時は必ず私の承諾を得
てから使ってください
 
 図 3 開原成允「これからの医療を考える」『公開シンポジウム報告書 これからの医療情報を考える！
－「患者図書室」/「患者情報室」のさらなる発展をめざして－』2006，p.54 から転写 
 
患者自身が自宅でもカルテを見ることができる病院がでてきている。(図４)（例えば、
東京のアーバンクリニック）。 
 
自宅で自分のカルテを見ることができる
 
図 4 開原成允「これからの医療を考える」『公開シンポジウム報告書 これからの医療情報を考える！
－「患者図書室」/「患者情報室」のさらなる発展をめざして－』2006，p.54 から転写 
 
以上見てきたように、法律や行政が、病院図書室、医学図書館が患者や市民の医療情報
サービスについて積極的に述べ、病院機能評価では、単に患者図書室を開いているという
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のではなく、病院図書室や医学図書館の積極的な関与について要求されつつあることは今
後の患者図書室の発展に大きな展望が見えてきたと言える。 
 
3. 患者図書室の課題と今後の方向性 
3.1 患者図書室設置の現状 
  患者図書室の現状についての悉皆的な全国調査は未見である。 
本章では、“いいなステーション ウェブサイト”２７から引用した平成 19 年 11 月 11
日現在の「医療情報が入手できる施設一覧」の中から引用した公共図書館を除く患者図書
室 96 施設（別表１参照）と平成 18 年人口動態調査の都道府県別人口２８から引用作成した
「患者図書室と都道府県別人口比較」（表１）から、都道府県の人口と患者図書室の割合を
みると、患者図書室は、人口 100,000 人当たりの図書室数は 0 から 0.37 室までである。 
現在のところ、独立行政法人国立大学の附属図書館はすべての国民に開放してされてい
る。また、公立大学、私立大学の附属図書館もほとんど大学が解放しつつある。しかし、
初めてがんなどの告知を受けた患者がいきなり、大学図書館に行って資料を探すことは不
可能に近い。やはり、気軽に立ち寄って、初心者向け、一般市民向けの資料を見ることが
できる患者図書館はこれからも必要である。患者図書室は全国の都道府県で、ひとつも存
在しない 0 施設の県が 11 県ある。 
表１ 患者図書室数と都道府県別人口の比較  
順位 都道府県 総人口 
患者図書
室数 
総人口/患者
図書室数 
人口比 
(人口 100,000 人当た
りの患者図書室) 
1 福井県 808,000 3 269,333 0.37129 
2 徳島県 801,000 2 400,500 0.24969 
3 岡山県 1,938,000 4 484,500 0.20640 
4 富山県 1,098,000 2 549,000 0.18215 
5 鳥取県 600,000 1 600,000 0.16667 
6 山形県 1,201,000 2 600,500 0.16653 
7 静岡県 3,719,000 6 619,833 0.16133 
8 沖縄県 1,361,000 2 680,500 0.14695 
9 岩手県 1,370,000 2 685,000 0.14599 
10 東京都 12,405,000 17 729,706 0.13704 
11 島根県 732,000 1 732,000 0.13661 
12 高知県 787,000 1 787,000 0.12706 
13 愛知県 7,136,000 8 892,000 0.11211 
14 熊本県 1,829,000 2 914,500 0.10935 
15 広島県 2,846,000 3 948,667 0.10541 
16 香川県 1,003,000 1 1,003,000 0.09970 
17 長野県 2,154,000 2 1,077,000 0.09285 
18 大阪府 8,642,000 8 1,080,250 0.09257 
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19 宮崎県 1,145,000 1 1,145,000 0.08734 
20 石川県 1,163,000 1 1,163,000 0.08598 
21 新潟県 2,408,000 2 1,204,000 0.08306 
22 京都府 2,598,000 2 1,299,000 0.07698 
23 滋賀県 1,363,000 1 1,363,000 0.07337 
24 北海道 5,585,000 4 1,396,250 0.07162 
25 長崎県 1,461,000 1 1,461,000 0.06845 
26 山口県 1,471,000 1 1,471,000 0.06798 
27 福岡県 5,015,000 3 1,671,667 0.05982 
28 群馬県 1,985,000 1 1,985,000 0.05038 
29 栃木県 1,988,000 1 1,988,000 0.05030 
30 千葉県 5,999,000 3 1,999,667 0.05001 
31 岐阜県 2,064,000 1 2,064,000 0.04845 
32 福島県 2,070,000 1 2,070,000 0.04831 
33 兵庫県 5,506,000 2 2,753,000 0.03632 
34 茨城県 2,934,000 1 2,934,000 0.03408 
35 埼玉県 6,989,000 2 3,494,500 0.02862 
36 神奈川県 8,710,000 1 8,710,000 0.01148 
37 宮城県 2,343,000 0 0 0.00000 
37 和歌山県 1,023,000 0 0 0.00000 
37 奈良県 1,407,000 0 0 0.00000 
37 大分県 1,199,000 0 0 0.00000 
37 青森県 1,419,000 0 0 0.00000 
37 秋田県 1,130,000 0 0 0.00000 
37 鹿児島県 1,738,000 0 0 0.00000 
37 山梨県 867,000 0 0 0.00000 
37 三重県 1,832,000 0 0 0.00000 
37 佐賀県 859,000 0 0 0.00000 
37 愛媛県 1,453,000 0 0 0.00000 
  合計 126,154,000 96   
注：総人口：厚生労働省 平成 18 年 人口動態調査 1Ⅰ 上巻 附録 第 4 表-1  年次・都道府県・
性別 –総数-（平成 18 年 10 月 1 日現在）と“いいなステーション ウェブサイト”の平成 19 年 11 月
11 日現在の「医療情報が入手できる施設一覧」から引用した患者図書室 96 施設より作成 
 
3.2 患者図書室の課題と今後 
ここで、公共図書館の設置数を概観してみよう。全国の公共図書館は平成 19 年の日本
図書館協会による調査（別表２）２９では、都道府県立図書館は 47 府県に１００％設置さ
れており、その数は 62 施設で、市区立図書館は、789 市（全市区立の９８％）に設置さ
れており、その数は 2,414 施設である。町村立図書館は 530 町村（全町村の 51.9%）に設
  - 105 -
置されており、その数は 613 施設である。さらに広域市町村に 2 施設、私立図書館が 20
施設あり、合計すると 3,111 施設の図書館がある。 
患者図書室の設置は 96 施設で、人口 100,000 人に対して表 2 によると、最大でもわず
か 0.761 室である。一方、公共図書館では、2.466 館となる。即ち、患者図書室を１とす
ると、公共図書館は 31 倍多く設置されていることになる。 
このため、発展途上期の患者図書室は現実的な方策として公共図書館との積極的な連携
も視野に入れていく必要があるのではないかと思われる。 
   
表２ 患者図書室、公共図書館の設置書館の設置数と日本の人口 100000 人に対する割合 
  日本の総人口 
図書館の
設置数 
総人口/患者図書
室数（１館、室当
たりの人口数） 
人口比 
(人口 100,000
人当たりの館、
室数) 
人口比 
人口 100,000 人当たり
の患者図書室を 1 とし
たときの公共図書館の
割合 
患者図書室 126,154,000  96 1,314,104 0.761 1 
公共図書館 126,154,000  3,111 40,551 2.466 31 
公 共 図 書 館は 平 成 19 年 度 の 設 置数 値 は 日 本図 書 館 協 会ホ ー ム ペ ージ よ り 引 用し た。
（http://www.jla.or.jp/statistics/2007pub.html） 
 
 次に公共図書館の年間資料費(別表２p.111 から引用)を見てみると、表 3 では、年間資料
費は 2,996,510,000 円、国民一人当たり 23.75 円で人口 100,000 人当たりでは、2,375,279
円である。また、年間来館者数 239,980,000 人で、総人口 126,154,000 人（表１）と比較
すると、国民は年間一人当たり年約 2 回公共図書館を利用していることとなる。人口
100,000 人当たりの来館者数は 190,228 人である。また、年間受け入れ冊数は 18,104,000
冊で、国民一人当たりでは、0.14 冊で、人口 100,000 人当たりでは 14,351 冊が受け入れ
られていることとなる(表 3)。 
  
表３ 公共図書館の年間資料費、年間受け入れ冊数、年間受入図書数（2007 年） 
  
年間総数 
(別表 2 より引用)
国民一人当たりの数値 
人口 100,000 人当たりの 
数値 
公共図書館の年間
資料費（経常） 
2,996,510,000 円 23.75 円 2,375,279 円 
年間来館者数 239,980,000 人 1.90 回 190,228 人
年間受入図書数 18,104,000 冊 0.14 冊 14,351 冊
 
1:31（表２）という患者図書室対公共図書館の設置数の大きな差違は、要員、資料費等
の他の要素に大きな影響を及ぼしていることが推測される。今後はこうした問題点の解明
も含めたより実証的な研究の積み重ねが必要となるだろう。 
公共図書館は市民の身近にある施設である。2005 年 2 月 24 日、IT 戦略本部「IT パッ
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ケージ 2005―世界最先端の IT 国家実現に向けて―」において、「医療・法律・ビジネス
に関する情報提供等の多様な図書館サービス」が次のように言及されている３０。3 教育人
材 (3) 生涯学習の推進 2) 住民に身近な地域の情報拠点として、医療・法律・ビジネスに
関する情報提供等の多様な図書館サービスの促進を図るため、2005 年度中に今後の図書館
の在り方についての検討を行うと共に、引き続き図書館司書の能力向上を図る。として、
公共図書館に医療情報提供資料を設置することを示唆している。 
これをうけて、2005 年 4 月から東京都立中央図書館は、医療情報コーナー「医療情報
サービス～健康・医療情報を調べたい人のために～」３１を設置して、インターネット設備
も充実、医中誌のデータベースも導入して、市民開放をしている。また、横浜市立中央図
書館の「自立した患者のための情報ナビ 医療情報コーナー」３２など、公共図書館の医療
情報提供を視野に入れたサービスが今後ますます充実するであろうと考える。 
関西では、大阪市立中央図書館の医中誌Web３３、国立国会図書館関西館の医中誌 Web３４
等、必要なデータベースは自由に館内から検索することが可能である。 
 記述した 1.9 の国立がん対策情報センターの一般市民向けのがん情報サービス及び 1.3
の診療ガイドラインの一般市民向け提供のように、各種の第３機関から医療情報の提供が
発信されており、患者や一般市民はインターネットを通じて閲覧できるようになっている。
また、各病院では、患者図書室とは別に患者や一般利用者が自由にインターネットを利用
することができる機器を備えたコーナーを設けているところも多い。 
 患者図書室、公共図書館、医学図書館、病院図書館が相互に連携して、患者へのサービ
スを充実すれば、患者・市民は、自らの必要に応じて図書館を選択でき、利用の幅がさら
に広がるであろう。 
例えば、関西医科大学附属枚方病院の敷地内にある枚方市立中央図書館市駅前サテライ
ト（図 5-7 参照。以下、「サテライト」という。）について、枚方市立中央図書館松井氏の
説明を紹介する。 
            
 
 
図 5 枚方市立中央図書館市駅前サテライト（写
真は枚方市立中央図書館提供） 
http://www.city.hirakata.osaka.jp/freepage/
gyousei/TOSHOKAN/library6/sisetsu/satellite
.htm [確認日：平成 20.2.5] 
図 6 関西医科大学附属枚方病院と情報交流センター 
http://www2.kmu.ac.jp/hirakata/about/sisetu
03.html[確認日：平成 20.2.5] 
情報交流セン
ターの 2 階に
枚方市立中央
図書館市駅前
サテライトが
ある。 
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サテライトは、関西医科大学附属枚方病院から、敷地内に建設する「情報交流センター」
の一部を市の施設として活用してほしいと、枚方市立図書館に無償貸与されたのを機に、
平成 18 年 1 月 7日に開設された。また、サテライトは、情報交流センター２階の一部（約
164 ㎡）で、図書館前の通路は、関西医科大学附属枚方病院に続いており、日中は病院を
利用する人々の姿が絶えない。1 階には、医学専門の書店、コンビニエンス・ストアなど
がある。サテライトの特徴としては、通年開室していることである。即ち、開室時間は、
平日：9:00～19:00、土・日・祝日：10:00～18:00 で、休室日は年末年始のみである。蔵
書は一般書約 7,000 冊、文庫 3,000 冊、児童書 2,000 冊、新聞 3紙、雑誌 63 誌でスタート
した。現在は雑誌のバックナンバーなども含め約 2万冊を開架している。また、医学・医
療に関する特集コーナーを設けており、1ヶ月の貸出冊数はおおむね 11,000 冊を超えてい
る。（平成 20 年 2月現在） 
外来患者すべての人が、「外来患者様呼出システム」（図 8）３５を持っていて、待ち時間
にサテライトを利用していても、診察や検査の順番が来た時に、「呼出受信機」で患者一人
一人に知らせるシステムを採用しているため、患者は安心してサテライトやコンビニエン
ス・ストアを利用できるシステムとなっている。 
 
 
  
また、サテライトは、164 ㎡という面積の制約から開架できる資料も限定されるため、
中央図書館だけでなく、各図書館との物流や情報ネットワークを強化する必要がある。特
に、窓口での貸出・返却が中心の少人数による運用であるため、枚方市立図書館の自動車
文庫が行っている病院サービスなども参考にしながら、入院患者や病院関係者に対し、ど
のようなサービスができるか模索していく必要がある。さらに、通年開室を原則としてい
る事から、施設の設備点検や、曝書（図書点検）などにどう対応していくかも今後の課題
であるという３６。 
 上記、サテライトのように、病院内や病院敷地内に設置される病院以外の施設、たとえ
ば、公共（立）図書館の場合、設置母体（病院側）の医療従事者との連携をどのようにし
ていくかは今後の課題であろう。今後は、早急に公共図書館をも含めた、患者・市民への
医療情報サービスについての実証研究がより必要とされる。 
 
図 7 枚方市立中央図書館市駅サテライト正面 図 8 外来患者呼出システム 
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  日本における医療情報を提供している患者図書室/患者情報室一覧（公立図書館を除く） 
                                   平成 19 年 11 月 17 日現在 
No 病院名 図書室・情報室名 type 住所 
1 市立函館病院 やさしい医学書コーナー 患者情報室 北海道函館市 
2 日鋼記念病院 健康情報ライブラリー 患者情報室 北海道室蘭市 
3 天使病院 中央図書室 患者情報室 北海道札幌市 
4 市立旭川病院 医療図書コーナー 患者情報室 北海道旭川市 
5 岩手県立中央病院 
ひまわり図書室～医学情報プラザ
～ 
患者情報室 岩手県盛岡市 
6 岩手県立大船渡病院 かもめ図書館 患者情報室 岩手県大船渡市 
7 
鶴岡タウンキャンパス 致道ラ
イブラリー 
からだ館 がん情報ステーション その他 山形県鶴岡市 
8 山形県立日本海病院 日本海文庫 患者情報室 山形県酒田市 
9 竹田総合病院 患者図書コーナー「ポプラ」 患者情報室 福島県会津若松市 
10 桐生厚生総合病院 病院図書室 職員図書室 群馬県桐生市 
11 栃木県立がんセンター こやま文庫 患者情報室 栃木県宇都宮市 
12 日立総合病院 
患者さま図書・情報コーナー   
「モンキーポッド」 
患者情報室 茨城県日立市 
13 埼玉協同病院 患者図書室 患者情報室 埼玉県川口市 
14 埼玉県立がんセンター 医学図書館 職員図書室 
埼玉県北足立郡伊奈
町 
15 千葉県がんセンター 患者図書室（にとな文庫） 患者情報室 千葉県千葉市 
16 千葉県済生会習志野病院 患者図書室「あおぞら」 患者情報室 千葉県習志野市 
17 亀田総合病院 患者さま情報プラザ プラタナス 患者情報室 千葉県鴨川市 
18 国立がんセンター中央病院 がん情報プラザ「つきじ」 患者情報室 東京都中央区 
19 聖路加国際病院 さわやか学習センター 患者情報室 東京都中央区 
20 聖路加看護大学 
看護実践開発研究センター    
るかなび 
その他 東京都中央区 
21 虎ノ門病院 患者図書室 患者情報室 東京都港区 
22 東京大学医学部附属病院 患者学習センター 患者情報室 東京都文京区 
23 都立駒込病院 医療情報・相談室 患者情報室 東京都文京区 
24 新葛飾病院 からだ学習館 患者情報室 東京都葛飾区 
25 NTT 東日本関東病院 患者様図書コーナー 患者情報室 東京都品川区 
26 
東邦大学医療センター大森
病院 
からだのとしょしつ 患者情報室 東京都大田区 
27 日本赤十字社医療センター やさしい医学書コーナー 職員図書室 東京都渋谷区 
28 国立病院機構 文献情報センター その他 東京都目黒区 
29 日本病院患者図書館協会 いのちの図書館 その他 東京都港区 
別表１
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30 東京医科大学病院 患者さま図書室 患者情報室 東京都新宿区 
31 東京女子医科大学病院 からだ情報館 患者情報室 東京都新宿区 
32 河北総合病院 健康図書室 患者情報室 東京都杉並区 
33 都立豊島病院 医療情報室 患者情報室 東京都板橋区 
34 青梅市立総合病院 病気のことがわかる図書コーナー 患者情報室 東京都青梅市 
35 総合新川橋病院 情報コーナー 患者情報室 神奈川県川崎市 
36 新潟大学医学部附属病院 海のみえる図書館 患者情報室 新潟県新潟市 
37 
新潟県立がんセンター新潟病
院 
からだのとしょかん 患者情報室 新潟県新潟市 
38 国立長野病院 ホッとらいぶらり・長野 患者情報室 長野県上田市 
39 長野赤十字病院 からだの図書館 患者情報室 長野県長野市 
40 静岡県立静岡がんセンター あすなろ図書館 患者情報室 静岡県駿東郡長泉町
41 静岡県立こども病院 図書室 職員図書室 静岡県静岡市 
42 静岡市立清水病院 医療情報コーナー 患者情報室 静岡県静岡市 
43 浜松赤十字病院 いきいき健康図書館 患者情報室 静岡県浜松市 
44 聖隷三方原病院 医学情報プラザ 患者情報室 静岡県浜松市 
45 藤枝市立総合病院 患者用図書室 患者情報室 静岡県藤枝市 
46 市立砺波総合病院 オアシス文庫 患者情報室 富山県砺波市 
47 富山市立富山市民病院 さんぽ図書館 患者情報室 富山県富山市 
48 恵寿総合病院 患者図書コーナー 患者情報室 石川県七尾市 
49 高山赤十字病院 ラウンジ図書コーナー 患者情報室 岐阜県高山市 
50 福井県立病院 ふれあい図書室すいせん 患者情報室 福井県福井市 
51 福井赤十字病院 健康・医療情報室スマイル 患者情報室 福井県福井市 
52 福井済生会病院 
患者情報プラザ「なでしこライブラリ
ー」 
患者情報室 福井県福井市 
53 愛知県がんセンター かのこ文庫 患者情報室 愛知県名古屋市 
54 名古屋大学医学部附属病院 
患者情報センター広場  
ナディック 
患者情報室 愛知県名古屋市 
55 
名古屋市立大学医学部附属
病院 
患者情報ライブラリー 患者情報室 愛知県名古屋市 
56 豊田厚生病院 情報コーナー～からだプラザ～ 患者情報室 愛知県豊田市 
57 トヨタ記念病院 医療情報ライブラリー 患者情報室 愛知県豊田市 
58 総合大雄会病院 図書室 患者情報室 愛知県一宮市 
59 海南病院 体と健康プラザ・患者図書室 患者情報室 愛知県弥富市 
60 藤田保健衛生大学病院 さわやか図書コーナー 患者情報室 愛知県豊明市 
61 滋賀県立成人病センター ふれあい文庫 患者情報室 滋賀県守山市 
62 京都南病院 図書室 職員図書室 京都府京都市 
63 いわくら病院 図書館 患者情報室 京都府京都市 
64 淀川キリスト教病院 医学情報コーナー 患者情報室 大阪府大阪市 
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65 大阪医療センター 患者情報室 患者情報室 大阪府大阪市 
66 大阪厚生年金病院 患者情報室「ラヴェンダー」 患者情報室 大阪府大阪市 
67 大阪暁明館病院 暁明館「健康ライブラリー」 患者情報室 大阪府大阪市 
68 池田市民病院 からだのとしょしつ 患者情報室 大阪府池田市 
69 阪南中央病院 患者情報室「とまり木」 患者情報室 大阪府松原市 
70 八尾総合病院 患者プラザ 患者情報室 大阪府八尾市 
71 
大阪府立大学大学院看護学
研究科 療養学習センター 
闘病記文庫「さくらんぼ」 その他 大阪府羽曳野市 
72 神戸大学医学部附属病院 患者情報コーナー 患者情報室 兵庫県神戸市 
73 関西労災病院 患者様健康情報センター 患者情報室 兵庫県尼崎市 
74 
岡山大学医学部・歯学部附
属病院 
総合患者支援センター患者図書室 患者情報室 岡山県岡山市 
75 岡山旭東病院 情報コーナー健康の駅 患者情報室 岡山県岡山市 
76 津山中央病院 医療情報プラザ 患者情報室 岡山県津山市 
77 倉敷中央病院 医療情報の庭 患者情報室 岡山県倉敷市 
78 
脳神経センター大田記念病
院 
医療情報図書室 BURA 患者情報室 広島県福山市 
79 三次中央病院 花みずき 患者情報室 広島県三次市 
80 
広島緩和ケア支援センター
（県立広島病院） 
情報収集室 患者情報室 広島県広島市 
81 鳥取大学医学部附属病院 医学図書室 患者情報室 鳥取県米子市 
82 島根大学医学部附属病院 ふらっと 患者情報室 島根県出雲市 
83 山口大学医学部附属病院 院内図書館 患者情報室 山口県宇部市 
84 香川大学医学部附属病院 患者図書室 患者情報室 香川県木田郡三木町
85 徳島大学医学部附属病院 患者図書室 患者情報室 徳島県徳島市 
86 徳島赤十字病院 図書室 職員図書室 徳島県小松島市 
87 高知医療センター なるほどライブラリ 患者情報室 高知県高知市 
88 白十字病院 医療情報プラザ 患者情報室 福岡県福岡市 
89 福岡市健康づくりセンター あいれふ図書室 その他 福岡市中央区 
90 
北九州市総合保健福祉セン
ター 
保健･福祉･情報センター その他 福岡県北九州市 
91 佐世保中央病院 医療情報プラザ 患者情報室 長崎県佐世保市 
92 熊本機能病院 健康生活図書館 患者情報室 熊本県熊本市 
93 熊本リハビリテーション病院 陽だまりの図書室 職員図書室 熊本県菊池郡菊陽町
94 
古賀病院（ホームホスピス宮
崎） 
患者らいぶらり 患者情報室 宮崎県宮崎市 
95 ちばなクリニック 市民健康図書室かりん 患者情報室 沖縄県沖縄市 
96 中頭病院 さわやか文庫 患者情報室 沖縄県沖縄市 
                         作成：いいなステーション 池上英隆 
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    日本の図書館統計 2007（データは、『日本の図書館 統計と名簿』刊行前の速報） 
                                       日本図書館協会 
項目名   都道府県立 市区立 町村立
広域市町
村圏
私立 合計
設置自治
体 
47(100.0%)
789 
(98.0%)
530 
(51.9%)
 
  
設置自治
体数 (設置
率) 47(100.0%)
785 
(97.9%)
537 
(51.6%)
 
図書館総
数 
 62 2,414 613 2 20 3,111
    62 2,381 617 2 20 3,082
専任職員
数 
計 1,730 10,661 1,092 6 84 13,573
    1,790 11,066 1,127 4 83 14,070
  
司書・司書
補 
1039 5,207 624 3 41 6,941
    1,071 5,286 628 3 40 7,028
兼任職員
数 
計 15 748 553 2 17 1,335
    16 794 576 3 19 1,408
  
司書・司書
補 
6 78 35   3 122
    6 71 32 1 4 114
蔵書冊数（千冊） 39,524 283,098 41,063 246 1,783 365,713
    38,676 275,909 40,237 237 1,650 356,710
図書計 1,252 14,790 2,019 10 34 18,104
  1,272 15,504 2,155 12 27 18,970
うち購入図
書 842 12,295 1,642 8 11 14,798
  890 12,932 1,812 10 13 15,657
新聞 5 26 4 ◎ ◎ 35
  5 25 4 ◎ ◎ 35
雑誌 96 246 36 ◎ 2 381
年間受入
資料数（千
点・種） 
  95 246 38 ◎ 3 382
来館者数 (千人） 19,775 196,756 22,939 406 103 239,980
    19,211 194,598 22,499 400 109 236,817
個人貸出 3,696 39,754 4,586 32 21 48,089
  
登録者数
（千人） 3,265 40,684 4,551 29 21 48,549
  貸出数（千 18,353 582593 53,447 350 120 654,863
別表２
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  点） 17,894 546,405 53,512 343 109 618,264
団体貸出（貸出数） 958 13,598 2,307 25 3 16,891
    970 12,811 2,297 21 1 16,101
予約件数 (千件） 944 49,382 1,305 8 2 51,640
    829 43,566 1,249 8 1 45,653
経常的経
費 109 7729 883 5306 102 7993 1 0261 2 0994 
1099 
2283
  
116 1299 913 7583 106 6167 1 0169 2 1033 
1139 
6251
臨時的経
費 4 9146 161 4370 11 8796  1442 178 3754
  7 2944 145 9510 12 8972 1377 166 2802
31 6979 249 2913 35 2826  2552  4749 317 0018資料費（経
常） 33 5515 258 0183 36 1082 2926 5018 328 4725
うち図書費 25 0086 190 5751 27 9761  1800  2023 243 9419
  26 4728 198 9554 29 4491 2098 2156 255 3027
臨時資料
費 1 0554 12 7976 1 4792  15 3322
決算額（億 
万円） 
  7324 22 5436 2 8557  26 1316
経常的経
費 110 3096 939 6724 101 0196  9509 2 3712 
1154 
3236
  
115 4182 903 0611 99 8352 9924 2 3883 
1121 
6952
臨時的経
費 3 2437 183 3498 3 4391  313 190 0639
  7717 121 5998 11 5932 2182 134 1829
31 0462 237 4140 30 4878  2040  4990 299 6510資料費（経
常） 32 4648 240 2123 31 3506 2370 4383 304 7030
うち図書費 24 4301 178 5848 23 3060  1330  1757 226 6296
  25 9581 182 3446 24 2158 1630 2335 232 9149
臨時資料
費  105 15 2656  7370  16 0130
予算額（億 
万円） 
  229 9 1809 791  9 2829
注） *この数値は、『日本の図書館-統計と名簿』の集計表より抜粋したものである。 
   *各項目の上段が２００７年版数値、下段は２００６版数値を示す。 
   *館において回答のない項目がある。集計の際、四捨五入しているので計と内訳の合計は一致しな
い場合がある。 
   日本図書館協会のホームページより引用 http://www.jla.or.jp/statistics/2007pub.html 
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注 
１  患者図書室の現状や問題点については、2006 年に大阪市立大学大学院創造都市研究科
院生共同研究による公開シンポジウムの内容を基に加筆・補正を行った。 
２  『図書館ハンドブック 6 版』日本図書館協会, 2005, p.111 では、次のように用語解説
がある。 
   病院に設置されている図書館を一般に病院図書館(hospital library)と呼ぶ。…医
者や看護師等に専門的情報を提供するものを医学図書館(medical library)･･･入
院患者等に娯楽・一般図書を提供するものを病院患者図書館 (patients’ 
library)…(以下、略) 
なお、この病院患者図書館の定義では、利用対象者を入院患者等に限定しているとも
誤解される点(例えば、退院後の通院患者や入院患者の親族などが略されている)や、
提供資料も「娯楽・一般図書」に狭く限定している点など被医療関係者の情報ニーズ
に対応して、患者図書室が提供すべき医療情報ニーズへの目配りが少ない懸念がある。 
３   医療情報等についての資料・情報の分野、専門性レベルに対する明確な概念共有は、
現時点で存在しない。例えば、「健康情報棚プロジェクト」代表の石井保志は、これ
を「情報の信頼度」(逆は、入手困難性)の大小に応じて次の 5 段階に示している。な
お、同プロジェクト事務局の連絡先は、tana-project@hotmail.com  
(1)医学文献(2)医学専門書(3)闘病記、患者会記録(4)家庭医学書(5)民間療法、健康雑
誌、しかし、これは幾分恣意的なモデルであり、概念モデルと理解したほうがよ
いと考える。 
４   http://www.shugiin.go.jp/itdb_housei.nsf/html/housei/16420060621084.htm [確
認：平成 20.2.15] 
５  医療法第 4 条 http://www.houko.com/00/01/S23/205.HTM [確認:2008.2.15] 
６  医療法第 4 条の２ http://www.houko.com/00/01/S23/205.HTM [確認:2008.2.15] 
７  医療法第 22 条「地域医療支援病院は、前条第１項（第９号を除く。）に定めるものの 
  ほか、厚生労働省令の定めるところにより、次に掲げる施設を有し、かつ、記録を備 
  えて置かなければならない。－略－8．図書室」平成 9 年 4 月代 3 次改定で制度化さ 
  れた。http://www.houko.com/00/01/S23/205.HTM [確認:2008.2.15] 
８  医療法第 22 条 2「特定機能病院は、第 21 条第１項（第１号及び第９号を除く。）に 
  定めるもののほか、厚生労働省令の定めるところにより、次に掲げる人員及び施設を 
  有し、かつ、記録を備えて置かなければならない。－略－5．前条第４号から第８号 
  までに掲げる施設」http://www.houko.com/00/01/S23/205.HTM [確認:2008.2.15] 
９   昭和 23 年の医療法第 22 条では、20 床以上の総合病院は図書室を持つことが規定さ
れていたか、平成 12 年の改正で地域医療支援病院及び特定機能病院のみが図書室を
持つことが規定されている。それ以外の病院は図書室を持たなくて良いと解釈できる。 
１０   平成 16 年に行われた承認要件の見直しで、従来の「500 床」から「400 床」に病床
数が緩和。また、平成 18 年の医療制度改革で特定機能病院にかかる制度の改正（平
成 19 年 4 月施行）が行われた。 
１１  特定機能病院では医療事故に伴う承認の変動がある。例えば、平成 11 年 8 月には Y
大学医学部付属病院が承認を辞退したが、平成 13 年 1 月に再承認された。平成 14 年
9 月には T 医大、平成 17 年 8 月にＴ大学が承認を取り消されている。T 大学は平成
19 年 9 月に再承認されている。 
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１２  「医業若しくは歯科医業又は病院若しくは診療所に関して広告し得る事項について」 
http://www.wam.go.jp/wamappl/bb13GS40.nsf/0/49256fe9001ac4c749256b8f002c3
0fe/$FILE/siryou.PDF [確認：平成 20.2.15] 
１３ 医療法 69 条（医業、歯科医業又は助産師の業務の広告）平成 14 年 3 月 29 日告示前
までの医療法。 
１４ 例えば、インターネット上の医療情報の一例として次がある。[確認: 平成 20.02.05] 
    www.wam.go.jp/iryo/ 独立行政法人福祉医療機構「福祉・健康･医療の総合情報サイ
ト」http://www.kenporen-hios.com/ 健康保険組合連合会「けんぽれん 病院情報ほす 
 ぴたる」http://minds.jcqhc.or.jp/  「医療情報サービス 診療ガイドライン」厚生労
働科学研究費補助金により試験公開中。 www.himawari.metro.tokyo.jp 「東京都 
ひまわり」（各都道府県に独自のネットあり） 
１５ 計画スケジュールとしては、平成 16 年度より、一般市民・患者向けに診療ガイドライ
ン が 試 験 提 供 さ れ て い る 。 財 団 法 人 日 本 医 療 機 能 評 価 機 構 Minds 
http://minds.jcqhc.or.jp/[確認：平成 20.2.12] 
１６ 「平成１８年の医療制度改革を念頭においた医療計画制度の見直しの方向性」（中間ま  
 とめ）http://www.mhlw.go.jp/shingi/2005/07/s0727-11a.html[確認:平成 20.2.05] 
１７ 例えば、Pub Med のインターネット上での無料公開は 1997 年である。1998 年には、
米国国立医学図書館が実験研究を行い、一般向け健康情報サービスの担い手として、
公共図書館がふさわしいとの結論を報告している。さらに、それに続く公共図書館に
よる地域住民への健康情報入手のための行事や医学図書館による公共図書館員のため
の健康情報提供に関する研修などについて、助成事業が推進されている。 
１８ 「医療安全推進総合対策～医療事故を未然に防止するために～」2 章医療安全確保に 
あたっての課題と解決方策 2-1医療機関における安全対策(7)医療機関における信頼の 
確保のための取組 http://www.mhlw.go.jp/topics/2001/0110/tp1030-1y.html[確認： 
平成 20.2.05]  
１９ 前掲 16)の「◇医療の質の向上と効率化に関する今後の取組の」の「(患者自らの選択
に基づく患者本位の医療の提供)」の項に記載されている。 [確認:平成 20.2.05] 
２０ http://law.e-gov.go.jp/announce/H18HO098.html [確認:平成 20.2.05] 
２１ http://www.ncc.go.jp/jp/cis/index.html[確認:平成 20.2.10] 
２２ http://www.ncc.go.jp/jp/cis/function.html#01[確認 20.2.15] 
２３ 日本医療機能評価機構。http://jcqhc.or.jp/html/index.htm [確認: 平成 20.2.5] 
 なお、2005 年 7 月評価訪問から、この病院評価項目は Ver.5.0 になって、「医療提供
の新第 4 領域 組織と運営」に項目を移動している。 
２４ http://www.report.jcqhc.or.jp/ [確認:平成 20.2.22] 
２５ http://www.kantei.go.jp/jp/it/privacy/houseika/hourituan/ [確認:平成 20.2.22] 及び
http://www5.cao.go.jp/seikatsu/kojin/houritsu/index.html[確認:平成 20.2.22] 
２６ 大阪市立大学大学院創造都市研究科院生共同研究による『公開シンポジウム報告書 
これからの医療情報を考える！－「患者図書室」/「患者情報室」のさらなる発展をめ
ざして－』2006（電子ジャーナル『情報学』Vol.3，No.2，2006（http://ojs.info.gscc. 
osaka-cu.ac.jp/JI/index.php [確認: 平成 20.2.5]）の開原成允「これからの医療情報を
考える」及び「パネルディスカッション」から引用・参考にした。 
    パワーポイントは上記報告書 p.45 から転写 
２７ http://www.e7station.com/html/library/index.html [確認：平成 20.2.13] 
２８ http://wwwdbtk.mhlw.go.jp/toukei/cgi/sse_kensaku  [確認：平成 20.2.13] 
２９ http://www.jla.or.jp/statistics/2007pub.html [確認:平成 20.2.5]から引用 
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３０ http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/050224/050224pac.html [確認:平成
20.2.15]  
３１ http://www.library.metro.tokyo.jp/1n/index.html [確認：平成 20.2.15] 
３２ 自立した患者のための情報ナビ「医療情報コーナー」
http://www.city.yokohama.jp/me/kyoiku/library/central/iryoujoho/iryou.html [確
認：平成 20.2.15] 
３３ http://www.oml.city.osaka.jp/net/ref/guide11v1.0.pdf[平成 20.2.15] 
３４ http://www.ndl.go.jp/jp/data/theme/theme_honbun_400057.html[平成 20.2.15] 
３５ 関西医科大学附属枚方病院ホームページのアメニティ紹介に「外来患者様呼出システ
ム」が記載されている。http://www2.kmu.ac.jp/hirakata/about/sisetu03.html  
[確認：平成 20.2.5] 
３６ 枚方市立中央図書館サテライトについては、「特集：中央図書館市駅前サテライトの 
  開館」『図書館年報 2006』，枚方市立中央図書館，2006.12，p.2-3．に詳細に記載。 
 
 大阪府中之島図書館の利用に関するアンケート調査表 ＣＳＶの設計  
 
１ 全体事項 
1）入力対象は2種類（昼間分（白色用紙）2,035／夜間分（黄色用紙）194件）である。 
2) 納入ファイルは，上記区分の2ファイルとする。 
なお，納入の物理媒体は3.5インチ2HD（MS/DOSフォーマット）とする。 
3) 入力順は，原票通し番号順とする。 
4) 数字、アルファベットおよびセミコロン（；）やコンマ（，）は全て半角英数入力とする。 
 
２ レコード間および，レコード内区切り事項 
1) 1レコードの区切りは改行とする。 
2) 1レコード中の各入力項目間はセミコロン（；）で区切ることとする。 
3) アンケート原票の設問（例：問1）のように、1つの問いの中に複数の入力項目があるときは、入力項目とし
ては独立させている。また、入力項目番号は通しの連番としている。 
4) 各入力項目内に複数回答がある場合の複数回答間はコンマ（，）で区切ることとする。 
 
３ その他事項 
1) 複数回答でない入力項目に複数の回答が記入されている場合には、先頭のものを優先して1つだけ入力する。 
2) 解答欄に記入がない場合、特に指示がある設問（例：問17）を除いて、ブランクとする。 
 
４ 入力項目 
 
入力項目(1) 通し番号，6桁のうち，頭から2桁を入力（例250001の場合，25） 
入力項目(2) 通し番号，6桁のうち，頭から3桁目から6桁目を4桁で入力 
（例250001の場合，0001） 
 
I. あなた自身のことについてお尋ねします。 
問1 入力項目(3)  アルファベット1文字 
問1 入力項目(4)   右空欄内（自治体名）の文字列をそのまま転記。なければブランク。 
問2 入力項目(5)  アルファベット1文字 
問2 入力項目(6)  右空欄内（自治体名）の文字列をそのまま転記。なければブランク。 
問3 入力項目(7)  アルファベット1文字 
問4 入力項目(8)  アルファベット1文字 
問5 入力項目(9)   a, b, d, e, f, g・・・アルファベット1文字（例：a） 
           c・・・アルファベット1文字とカタカナ1文字を続けて入力（例：cイ)          
 
II. 図書館への来館目的等についてお尋ねします。 
問6 注意事項： 2行以上にわたる複数回答は、先頭行を優先して入力。 
問6 入力項目(10)  アルファベット1文字 
問6 入力項目(11)   所要時間（分）を示す数字を入力 
問7 入力項目(12)  アルファベット1文字 
問8 入力項目(13)  アルファベット1文字 
       複数が選択されている場合はコンマ（，）で区切る（例：a,b,c） 
問9 入力項目(14)  アルファベット1文字 
       複数が選択されている場合はコンマ（，）で区切る（例：a,b,c） 
問10-1 入力項目(15) アルファベット1文字 
 問10-2 入力項目(16)  アルファベット1文字 
問11-1 入力項目(17)  アルファベット1文字 
問11-2 入力項目(18)  アルファベット1文字 
問11-3 入力項目(19)  アルファベット1文字 
問11-4 入力項目(20)  アルファベット1文字 
問11-5 入力項目(21)  アルファベット1文字 
問11-6 入力項目(22)  アルファベット1文字 
問12  入力項目(23)  アルファベット1文字 
 
III. ビジネス支援サービスについてお尋ねします。 
問13  入力項目(24)  アルファベット1文字 
問14-① 入力項目(25)  アルファベット1文字  
        複数が選択されている場合はコンマ（，）で区切る（例：a,b,c） 
問14-② 入力項目(26)  アルファベット1文字 
        複数が選択されている場合はコンマ（，）で区切る（例：a,b,c） 
問15-① 入力項目(27)  アルファベット1文字 
        複数が選択されている場合はコンマ（，）で区切る（例：a,b,c） 
問15-② 入力項目(28)  アルファベット1文字 
        複数が選択されている場合はコンマ（，）で区切る（例：a,b,c） 
問16  入力項目(29)  アルファベット1文字 
        複数が選択されている場合はコンマ（，）で区切る（例：a,b,c） 
問17  入力項目(30)  記載あり・・・数字の1を入力 
            記載なし・・・数字の0を入力 
 
IV. 大阪資料・古典籍サービスについてお尋ねします。 
問18-1 入力項目(31)  アルファベット1文字 
問18-2 入力項目(32)  アルファベット1文字 
        複数が選択されている場合はコンマ（，）で区切る（例：a,b,c） 
問19-① 入力項目(33)  アルファベット1文字 
        複数が選択されている場合はコンマ（，）で区切る（例：a,b,c） 
問19-② 入力項目(34)  アルファベット1文字 
        複数が選択されている場合はコンマ（，）で区切る（例：a,b,c） 
問20-① 入力項目(35)  アルファベット1文字 
        複数が選択されている場合はコンマ（，）で区切る（例：a,b,c） 
問20-② 入力項目(36)  アルファベット1文字 
        複数が選択されている場合はコンマ（，）で区切る（例：a,b,c） 
問20-③ 入力項目(37)  アルファベット1文字 
        複数が選択されている場合はコンマ（，）で区切る（例：a,b,c） 
 
V. 本日お受けになったサービス等についておうかがいします。 
(1) どの程度満足しましたか？       入力項目(38) 数字1桁 
(1) 左の項目はあなたにとって大切ですか？ 入力項目(39) 大切である・・・数字の1を入力 
                                                       大切でない・・・数字の0を入力 
(2) どの程度満足しましたか？       入力項目(40) 数字1桁 
(2) 左の項目はあなたにとって大切ですか？ 入力項目(41) 大切である・・・数字の1を入力 
                                                       大切でない・・・数字の0を入力 
 (3) どの程度満足しましたか？       入力項目(42) 数字1桁 
(3) 左の項目はあなたにとって大切ですか？ 入力項目(43) 大切である・・・数字の1を入力 
                                                       大切でない・・・数字の0を入力 
(4) どの程度満足しましたか？       入力項目(44) 数字1桁 
(4) 左の項目はあなたにとって大切ですか？ 入力項目(45) 大切である・・・数字の1を入力 
                                                       大切でない・・・数字の0を入力 
(5) どの程度満足しましたか？       入力項目(46) 数字1桁 
(5) 左の項目はあなたにとって大切ですか？ 入力項目(47) 大切である・・・数字の1を入力 
                                                       大切でない・・・数字の0を入力 
(6) どの程度満足しましたか？       入力項目(48) 数字1桁 
 
VI. 中之島図書館の運営やサービスについて、ご意見があればご記入下さい。 
入力項目(49) 記載あり・・・数字の1を入力 
  記載なし・・・数字の0を入力 
 
 
 
 
 
 
 
